
総研レポート 

2014（平成 26）年 11 月に「まち・ひと・しごと創生法」が

施行され、人口減少問題への対応や地域活性化に取り組む「地方創

生」が始動した。本レポートでは、「地方創生」をめぐる経緯と政

策の動向を整理するとともに、「地方創生」開始以前から人口減少

や地域経済縮小の克服に取り組んできた鳥取県を事例に、「地方創

生」の実現に向けた地方自治体の政策や多様な主体による取組みを

紹介する。 
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まえがき 

 

これまで歴代内閣は地域経済・社会の活性化を重要課題として取り上げ、さまざまな取

組みを進めてきた。振り返ってみると、1972（昭和 47）年の田中内閣の「日本列島改造論」

や 1980（昭和 55）年の大平内閣による「田園都市国家構想」のほか、1988（昭和 63）年

には竹下内閣が全国の市町村に一律 1 億円を交付する「ふるさと創生事業」を進めた。1999

（平成 11）年には小渕内閣が「地域振興券」を配布、2007（平成 19）年には第一次安倍内

閣による「頑張る地方応援プログラム」の実施などがあった。 

一方、「東京一極集中」が問題視されているが、特定地域への資本や労働等の集中を是正

し、地域間の均衡ある発展を図ることは、すでに 1962（昭和 37）年の全国総合開発（全総）

の目標に据えられ、その後も三全総の「定住計画」や四全総の「多極分散型国土の形成」

と、繰り返し政策課題にされてきた。また、地方の人口減少問題に関しても、1970（昭和

45）年の過疎地域対策緊急措置法、1980（昭和 55）年の過疎地域振興特別措置法、1990（平

成 2）年の過疎地域活性化特別措置法、2000（平成 12）年の過疎地域自立促進特別措置法

など、繰り返し対策がとられてきた。しかし、どの政策も大きな成果にはつながらず、東

京一極集中や人口減少といった問題は、未だ根本的な解決には至っていない。 

こうしたなか、2014（平成 26）年 6 月に閣議決定された「骨太方針 2014」や「成長戦略

改訂版」には、地域経済の好循環を実現する「ローカル・アベノミクス」の推進や人口減

少対策が盛り込まれ、同年 9 月に発足した第 2 次安倍改造内閣は「まち・ひと・しごと創

生本部」を設置し、地方創生に向けた取組みを本格化させた。現在では自治体による地方

版総合戦略が本格的な推進段階を迎えるなかで、各地でのさまざまな取組み動向に注目が

集まっている。 

この報告書は、地方創生の政策全体を網羅的にカバーしたものではないものの、執筆者

である各研究員が関心を持つテーマについて調査・分析した内容を整理・収録したもので

ある。内容は、2015（平成 27）年度以降に「金融市場」や「調査と情報」「農林金融」な

ど弊社機関誌に発表したレポートをより充実させたほか、市民組織によるまちづくりや再

生可能エネルギーへの取組み事例などを新たに調査して加筆した。なお、本文中で展開し

た分析や結論などはすべて筆者の個人的な見解であり、農林中金総合研究所としての見解

を何ら示すものではない。 

本報告書が地方創生の実現に向けて各種施策を推進するうえで、関係者の参考となれば

幸いである。研究を進めるにあたっては、多くの方々から貴重な情報を提供していだいた。

この場を借りて厚くお礼申しあげたい。 

 

2017（平成 29）年 7 月 31 日 

（株）農林中金総合研究所 

調査第二部 部長代理 木村俊文
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序章 本レポートの目的と構成 

 

木村俊文・多田忠義 

 

1. ローカル・アベノミクス、地方創生

の登場と本レポートの課題認識 

ローカル・アベノミクスは、2014（平

成 26）年 6 月 24 日の閣議決定「経済財

政運営と改革の基本方針（骨太の方針）

2014」、「日本再興戦略 2014」で登場した

新たな成長戦略の用語で、アベノミクス

の効果を全国津々浦々まで波及させると

同時に、人口急減問題に取り組む姿勢を

強調したものである。 

そして、2014（平成 26）年 9 月に発足

した第 2 次安倍改造内閣は、新設した地

方創生担当大臣に石破茂氏を任命すると

ともに「まち・ひと・しごと創生本部」

を設置し、ローカル・アベノミクスを推

進する中心的な政策として地方創生への

取組みを本格化させた。 

地方創生とは、人口減少と地域経済縮

小の悪循環を断ち切り、将来にわたって

人々が安心して生活し、子供を生み育て

られる、活力ある地域経済・社会の形成

を目指そうとする政策といえる。政府は

2014（平成 26）年末に、人口減少の克服

と経済成長の維持を目指して、2060 年を

視野に入れた日本全体の長期展望である

「長期ビジョン」と同時に、それを踏ま

えた今後 5 年間の政策パッケージを示す

「まち・ひと・しごと総合戦略」を決定

した。これを受けて、都道府県および市

町村は、2015（平成 27）年度末までに「地

方版総合戦略」を策定し、2016（平成 28）

年度からは具体的な取組みを実行する段

階を迎えている。なお、2016（平成 28）

年 8 月に発足した第 3 次安倍第 2 次改造

内閣は、地方創生大臣に山本幸三氏を任

命した。 

ローカル・アベノミクスは、地域ごと

の自主的な取組みを求めている。しかし、

地域ごとの課題に対する自主的な取組み

を阻害する構造要因が存在することに注

意しなければならない。 

今井（2013）、築山（2013）などは、経

済のグローバル化が一層進展し、社会経

済構造が目まぐるしく変化するなか、当

該地域だけでは諸課題の解決に取り組め

ない地域も生じつつあると指摘している。

これらの文献によれば、度重なる地方自

治体の合併は、既存の住民自治を不安定

化させ、「地域の価値」を内発的に作り出

す基盤をも失いかねない状況を生んでい

る。一旦合併した市町村を分離したとし

ても、住民自治やそれによって成り立っ

てきた社会経済的基盤の回復は望めない。

特に、「平成の大合併」は研究者から批判

されているだけでなく、総務省の報告で

も「相対的に否定的評価がなされている」

とあり、政治家自身も合併推進を「後悔

している」と発言している（今井 2013）。

それゆえ、合併を推進した政府は、こう

した反省を踏まえ、責任ある地方支援の

政策を打ち出す必要がある。 

また、中澤（2016）は、「『地方創生』
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論を突き詰めていくと、東京を国民経済

推進のエンジンとして、地方は子育てと

高齢者医療・介護というケアの空間とし

て、それぞれ純化することに行き着く」

と、地方創生が地域政策論とはかなり異

質の目的と理念に基づいている点を痛烈

に批判する。そして、地方創生が地域政

策たりえない要因を、政策当局が地域間

格差を認識せず、「人々の生の舞台である

地域」を「国単位の GDP や人口といった

空間を捨象した量的指標を維持・拡大さ

せる装置」として見なしているためだと

指摘している。世界都市の一つに数えら

れる東京の経済成長を維持させつつ、高

齢化進展への対策や子育て環境の向上を

政策的に推し進めるうえで、地方創生は、

暗黙のうちに地域の役割分化を進め、地

域間格差の拡大を助長しかねない側面を

もっている。結果、予算獲得に難渋する

「負け組」は、戦略や努力不足として切

り捨てられかねないと指摘されているの

である。 

本来、都道府県や市町村の政策は、国

からの押し付けで取り組むのではなく、

地域の諸条件を知っている地元が主体的

に取り組むというボトムアップ、あるい

は内発的な取組みであることが望まれる。

地域づくりに関する識者の一人である宮

口は、「時代にふさわしい地域の価値を内

発的に作り出し、地域に上乗せする作業」

と地域づくりの意義を繰り返し述べてい

る（宮口 2007）。保母（2013）も、地域

の発展に望ましい方法として、内発的発

展を採用するよう、繰り返し指摘する。 

 

2. 本レポートの目的 

以上を踏まえると、ローカル・アベノ

ミクスや地方創生の推進は、功罪両面の

作用が生じかねない政策であるといえる。

アベノミクスの効果を全国津々浦々まで

波及させるうえでの課題を明らかにする

ためには、社会経済環境で厳しい状況に

追いやられた地域の支援にどう向き合う

かという視点と、そういった地域が内発

的、主体的に取り組む条件は何かという

視点の両方が必要である。 

本レポートはこれらの視点を踏まえ、

政策と主体の観点から地方創生の経緯と

政策の動向を把握し、地方創生開始以前

から人口減少と地域経済縮小の克服に取

り組んできた鳥取県を中心的な事例とし

て取り上げ、地方創生の実現に向けた多

様な主体による取組み事例を紹介するも

のである。 

本レポートで取り上げる調査・研究は

2015（平成 27）年度から取り組んできた

ものであり、主要な内容については、こ

れまで「金融市場」や「調査と情報」「農

林金融」など弊社機関誌で掲載している。

今回、それらのレポートをより充実させ

たほか、新たに執筆したものを加え、「地

方創生を担う政策と主体」として取りま

とめた。 

3. 本レポートの構成 

本レポートは、全体で 3 部・10 章で構

成されている。 

まず、第Ⅰ部では、地方創生の政策動

向を把握する。第 1 章では、地方創生を
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めぐる経緯として地域政策の変遷につい

て概括し、焦点となる 5 つのポイントに

ついて利点と課題点をそれぞれ整理する。

続いて、第 2 章では、地方創生関連予算

の推移と新型交付金の概要について解説

し、予算面からみた課題を検討する。ま

た、第 3 章では、地方版総合戦略におけ

る「移住政策」への取組み動向や KPI（重

要業績評価指標）の設定状況などを詳し

く分析する。 

つぎに、第Ⅱ部では、鳥取県における

「地方創生」政策を移住と新規就農を中

心に紹介する。第 4 章では鳥取県および

市町村、第 5 章では鳥取市について、地

理的条件を踏まえながら移住促進政策を

取り上げ、地方版総合戦略を評価する。

第 6 章では、鳥取市移住受け入れも含め

た地域づくりを担う自治組織を取り上げ

る。具体的には、歴史的な街並み保存を

中心とした景観維持に取り組む「いんし

ゅう鹿野まちづくり協議会」の調査事例

に基づき、自治組織だからこそ果たすこ

とができる役割について検討する。そし

て、第 7 章では移住理由の一つに挙げら

れる新規就農に着目し、鳥取県における

取組みの実態と移住促進政策とのかかわ

りについて考える。また、補章として、

島根県で進む新規就農者と移住者の確保

に関する取組みも紹介する。 

さらに、第Ⅲ部では、鳥取県において

地方創生の実現に向けた、多様な主体に

よる取組み事例を詳しく紹介する。第 8

章では、「道の駅 きなんせ岩美」と「道

の駅 にちなん日野川の郷」を事例に、

地方創生の拠点として期待される道の駅

の新たな機能と可能性について紹介する。

第 9 章では、JA 鳥取いなばによる移動販

売車を使った買い物支援の取組み、第 10

章では循環型の社会・経済を目指して新

たな地域エネルギーシステムの構築に挑

戦する「市民エネルギーとっとり」の事

例を紹介する。 

最後に、本レポートで紹介した事例か

ら、「地方創生」を活かす政策と主体のあ

り方を考察する。 
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第 1章 「地方創生」政策の経緯と検討課題 

 

木村俊文・多田忠義・寺林暁良 
 

要 旨 
 

  

2014（平成 26）年 11 月に「まち・ひと・しごと創生法」が施行され、人口減少問題へ

の対応や地域活性化に取り組む「地方創生」が始まった。「地方創生」は、自立性、将来性、

地域性、直接性、結果重視という 5 つの原則に基づき、「重要業績評価指標（KPI）」によ

る検証を伴いながら展開する政策で、地方自治体も、これを進めるために独自に「地方版

総合戦略」を策定することが求められている。 

本章では、「地方創生」の特徴として、①政策の総合性、②地方移住、③地域の自主性、

④政策評価プロセスの重視、⑤広域行政圏施策の継承という 5 つを取り上げた。これらの

特徴は過去の地域政策への反省を踏まえたものであり、実際の地域政策としてさまざまな

効果が期待できるものだといえる。ただし、これらの有効性や妥当性については、検討す

べき課題も多く指摘できる。 

1. はじめに 

日本の総人口は、2009（平成 21）年を

ピークに減少に転じ、いち早く過疎化が

進行してきた地域を中心に、社会・経済

の疲弊を強めている。こうした中、安倍

政権の看板政策の一つである「地方創生」

への期待がにわかに高まっている。今後

の地域経済の行方を展望するためには、

この政策動向を継続的にフォローすると

ともに、各地域における具体的な政策の

進展に注目していく必要がある。そこで、

「地方創生」の経緯と概要、これまでの

地域政策との相違などについて整理し、

それをもとに、これから「地方創生」の

方向性を分析するうえでの検討課題を示

すことにしたい。 

 

 

2. 「地方創生」の経緯 

2012（平成 24）年末に発足した第 2 次

安倍政権は、「金融政策」「財政政策」「成

長戦略」という三本の矢からなる「アベ

ノミクス」を推進してきたが、これによ

って日本経済は緩やかながらも回復基調

を示し始めた。しかし、景気回復の実感

は、大企業中心の「グローバル経済圏」

に限られ、中小企業や地域経済と密接に

結び付いた「ローカル経済圏」には浸透

していないという批判も高まってきた。

こうした中で、地域経済の好循環を実現

する「ローカル・アベノミクス」の進展

が求められるようになったのである。 

これと並行して、2014（平成 26）年 5

月に日本創成会議の人口減少問題検討分

科会が「ストップ少子化・地方元気戦略

（通称、増田レポート）」、2014（平成 26）

年 8 月に同分科会座長の増田元総務相ら

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―
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が『地方消滅』（中公新書）を公表・出版

したことで、地方の人口減少問題が重要

課題としてクローズアップされるように

なった。同レポートでは、2040 年までに

20～30 歳代の女性の人口（再生産力）が

半減し、将来的に消滅する可能性がある

とされる自治体（消滅可能性都市）数は

896 に上ると指摘している。 

これらの動向を受け、2014（平成 26）

年 6 月の「骨太方針 2014」や「成長戦略

改訂版」には、人口減少対策や地域活性

化が重点施策として盛り込まれた。また、

同年 9 月 3 日に発足した第 2 次安倍改造

内閣は、新たに地方創生担当大臣のポス

トを設けて石破前自民党幹事長を起用し、

同時に「まち・ひと・しごと創生本部」

を創設した。 

さらに、同年 11 月 21 日には、「まち・

ひと・しごと創生法」と「改正地域再生

法」が可決・成立し、同年 12 月 27 日に

は、「創生法」に基づいて今後 50 年間の

人口動態を展望する「まち・ひと・しご

と創生長期ビジョン（長期ビジョン）」と、

今後 5 年間の施策の方向性を提示する

「まち・ひと・しごと創生総合戦略（総

合戦略）」が閣議決定された（図表 1）。 

政府は、「地方創生」に関連して、2014

（平成 26）年度補正予算として 3,275 億

円を計上したほか、2015（平成 27）年度

予算では社会保障の充実を図るための

6,766億円と合わせて 1兆3,991億円を計

上した。 

 

 

まち・ひと・しごと創生長期ビジョン

まち・ひと・しごと創生総合戦略（2015～19年度）

趣旨：50年後に１億人程度の人口を維持することを目指し、日本の人口動向を分析し、将来展望
を示す

基本的視点:
① 「東京一極集中」の是正
② 若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現
③ 地域の特性に即した地域課題の解決

趣旨：「長期ビジョン」を基に、今後5ヶ年の政府の施策の方向性を提示する

基本目標（政策パッケージ）：
① 地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする

地域経済雇用戦略の企画・実施、地域産業の競争力強化、地方への人材還流 など

② 地方への新しいひとの流れをつくる
地方移住の推進、企業の地方拠点強化、地方大学等の活性化 など

③ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
若い世代の経済的安定、妊娠・出産・子育て支援、ワークライフバランス実現 など

④ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する
「小さな拠点」の形成、地方都市経済・生活圏の形成、地域連携、地域防災 など

図1-1 まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」と「総合戦略」の概要

（資料） 内閣府資料より作成

農林中金総合研究所　総研レポート　2017年7月
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3. 「地方創生」の概要 

「まち・ひと・しごと創生法」は、将

来にわたって活力ある日本社会を維持す

るため、潤いのある豊かな生活を安心し

て営むことができる地域社会の形成（ま

ち）、地域社会を担う個性豊かで多様な人

材の確保（ひと）、そして地域における魅

力ある多様な就業の機会の創出（しごと）

を一体的に推進することを目的としてお

り（第 1 条）、基本理念には、 

 

①地域の実情に応じた生活環境の整備 

②生活基盤サービスの確保 

③結婚・出産・育児の希望形成 

④仕事と生活の調和 

⑤地域特性を生かした魅力ある就業機

会の創出 

⑥地方公共団体相互の連携協力による

効率的かつ効果的な行政運営の確保 

⑦国、地方公共団体及び事業者の相互

連携 

 

が据えられる（第 2 条）。 

同法では、5 年間の目標や施策の基本

的方向性を示すため、国が「総合戦略」

を定めることとされている（第 8 条）。

その前提となる「長期ビジョン」では、

「2060年に 1億人程度の人口を維持する」

という中長期展望が示されているが、

2014（平成 26）年 12 月に決定した 2015

（平成 27）～2019（平成 31）年度の「総

合戦略」では、図表 1 のとおり、それを

実現させるため、 

 

①地方にしごとをつくり、安心して働

けるようにする 

②地方への新しい人の流れをつくる 

③若い世代の結婚・出産・子育ての希

望をかなえる 

④時代に合った地域をつくり、安心な

くらしを守るとともに、地域と地域

を連携する 

 

という 4 つの基本目標に基づく政策パ

ッケージが提示されている。 

これらの政策は、 

 

①自立性＝外部人材の活用など地方の

自立を支援する施策 

②将来性＝地方が主体となった夢のあ

る前向きな施策 

③地域性＝客観的なデータにより各地

域の実情を踏まえた施策 

④直接性＝人や仕事の移転・創出に直

接効果のある施策 

⑤結果重視＝成果が具体的に想定され、

その検証が行われる施策 

 

という 5 つの原則（石破 5 原則）に沿

って展開される。その進捗状況は、「重要

業績評価指標（KPI）」と呼ばれる具体的

な数値目標によって検証され、企画・実

施・評価・見直しというプロセス（PDCA

サイクル）によって順応的に管理される

ことになる。 

さらに、「創生法」では、都道府県およ

び市区町村においても、「地方創生」のた

めの基本的な計画（「地方版総合戦略」）

を定めるよう努めることとしている（第

9 条・第 10 条）。「地方版総合戦略」は、

2015（平成 27）年度中の策定が求められ

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―
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たため、各地域でその策定が急ピッチで

進んでいる。「地方版総合戦略」の基本的

な政策は国の「総合戦略」の政策パッケ

ージに沿うものとなるが、具体的施策は、

地域の住民代表や産業界、大学、金融機

関、労働団体、メディアなど（産学官金

労言）が連携し、地域の実情に合わせた

形で定めることになっている。 

 

 

4. 「地方創生」は可能か？ 

 繰り返されてきた地域政策 （1）

それでは、「地方創生」が上記のような

目的に沿った成果につながるのかを展望

するため、これまでの地方政策の経緯な

どを踏まえながら、その特徴と検討課題

を整理することにしたい。 

戦後の地域政策を振り返ると、「地方創

生」で想定されるような問題群は、突然

計画名 概要 関連する主な法制度等

1962 全国総合開発
計画（全総）

背景： 高度経済成長への移行、過大都市問題
　　　　所得倍増計画
目標： 地域間の均衡ある発展
方法： 拠点開発構想（新産業都市等）と工場分散
課題： 太平洋ベルトを中心に工業集積が進展し、
　　　　拠点開発は進まず

1959 工場制限法
1961 後進地域公共事業特例法
1961 低開発地域工業開発促進法
1962 新産業都市建設促進法
1967 公害対策基本法

1969 新全総

背景： 高度経済成長、大都市集中
目標： 豊かな環境の創造
方法： 大規模プロジェクト構想
課題： 多くの大規模プロジェクト開発の頓挫、
         工場再配置計画の遅れ

1970 過疎地域対策緊急措置法
1971 農村地域工業等導入促進法
1972 工場再配置法
1974 電源三法

1977 三全総

背景： 安定経済成長、地方分散の兆し、環境・資源問題
目標： 人間居住の総合的環境の整備
方法： 定住構想、地域特性を生かした分散化、
　　　　工場再配置とテクノポリス地域指定
課題： 地域産業政策の不十分さ

1977 第一次工場再配置計画
1983 テクノポリス法

1988 四全総

背景： 東京一極集中、産業構造の変化、国際化
目標： 多極分散型国土の構築
方法： 交流ネットワーク構想、サービス機能の分散化、
　　　　地方での観光産業の振興
課題： 「多極分散」の曖昧さ、多くのリゾート開発の頓挫

1988 多極分散型国土形成促進法
1988 頭脳立地法
1989 リゾート法
1992 地方拠点都市法
1997 地域産業集積活性化臨時措置法

1998 21世紀の国土
のグランドデザイン

背景： 地球時代、人口減少・高齢化、高度情報化
目標： 多軸型国土構造形成の基礎づくり
方法： 参加と連携、多自然居住地域の創造、
　　　　大都市リノベーション、地域連携軸の展開
　　　　広域国際交流圏の形成
課題： 地方・民間の自主性の格差

1998 まちづくり関連三法
1999 地方分権一括法
1999 新事業創出促進法
2002 構造改革特区法
2005 地域再生法

2008 国土形成計画

背景： 成熟型社会、国と地方との協働、
　　　　経済社会情勢の大転換
目標： 新たな「公」による地域づくり、国土の管理・継承
　　　　災害対応、東アジア連携、持続可能な地域の形成
方法： 連携と協働、全国計画及び広域地方計画の策定

（2005 国土形成法）
2013 国土強靭化基本法
2014 改正地方自治法
2014 まち・ひと・しごと創生法
2014 改正地域再生法

表1-1　国土計画の概要と推移

（資料）阿部・山﨑（2004）、吉野（2006）などを参考に作成

農林中金総合研究所　総研レポート　2017年7月



 

- 15 - 

 

湧き上がってきたものではないことがわ

かる。例えば、「東京一極集中」の問題は、

高度成長期以降の日本において一貫して

問題であり続けてきた。特定地域への資

本や労働等の集中を是正し、地域間の均

衡ある発展を図ることは、すでに 1962

（昭和 37）年の全国総合開発（全総）の

目標に据えられており、その後も三全総

の「定住計画」や四全総の「多極分散型

国土の形成」といったように、繰り返し

政策課題にされてきた（図表 2）。 

また、地方の人口減少問題に関しても、

1970（昭和 45）年の過疎地域対策緊急措

置法に始まり、その後も 1980（昭和 55）

年の過疎地域振興特別措置法、1990（平

成 2）年の過疎地域活性化特別措置法、

2000（平成 12）年の過疎地域自立促進特

別措置法など、繰り返し対策がとられて

きた。 

それにもかかわらず、経済や人口の「東

京一極集中」や地方の過疎化をとどめる

ことはできず、むしろその度合いをます

ます強めてきた（多田（2015）を参照）。

いずれの政策も、大きな成果にはつなが

らなかったのである。 

 

 都市集中の経済理論 （2）

このような都市部への集中と地方の衰

退は、経済学の理論に照らしても必然の

ように思われる。 

例えば、クルーグマン（1993）は、産

業等の一極集中が進むメカニズムを「経

路依存」という概念を用いて説明してい

る。「経路依存」とは、制度やしくみが過

去に行われた選択等に強く拘束され、時

間の経過とともに方向転換が難しくなる

という理論である。産業等でも、いった

んある地域に企業が集積すると、そこに

技能者の労働市場が形成されたり、周辺

産業が発達したりするため、さらにそれ

に関連する産業の集積が進む。そうなる

と、産業集積地という「経路依存」に逆

らって、そこから離れた場所に人材や関

連産業を移転・創出することが難しくな

るのである。 

また、佐無田（2015）は、ミュルダー

ルの累積的因果関係論を用いて、後進地

域から先進地域への人口や資本の流入

（逆流効果）が続くメカニズムを紹介し、

現在の東京と地方との関係では、東京が

地方からの資源流入に頼って成長を維持

させようとしていると説明している。 

以上のように、東京一極集中は「経路

依存」に従うものであり、東京の機能を

維持するために、さらに地方から東京へ

の資源集中が進むという構造が確立して

しまっている。 

 

 「地方創生」における過去の政策へ（3）

の反省 

ただし、今回の「地方創生」では、過

去の政策の問題点や東京一極集中からの

脱却の難しさについては、十分に認識さ

れている。 

「総合戦略」は、過去の政策について、

「個々の対策としては一定の成果を上げ

たが、大局的には地方の人口流出が止ま

らず少子化に歯止めがかかっていない」

と厳しく総括し、その原因として、 

 

①府省庁・制度の「縦割り」構造 

②地域特性を考慮しない「全国一律」

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―
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の手法 

③効果検証を伴わない「バラマキ」 

④地域に浸透しない「表面的」施策 

⑤「短期的」な成果を求める施策 

 

という 5 つを挙げている。 

「地方創生」をみると、これまでの政

策に対する反省に基づいているとみられ

る特徴を見出すことができる。ただし、

それが実際の「地方創生」に有効かどう

かは、改めて検討する必要があるだろう。

例えば、「地方創生」は、以下のような特

徴を持つが、いずれも実際の地域政策と

なった場合には、その有効性や妥当性に

ついて検討すべき課題も含んでいるとい

える。 

5. 「地方創生」の検討課題 

 「縦割り」を越えた総合的施策 （1）

まず、「地方創生」は、行政の「縦割り」

を脱却するという観点から、「経済政策」

と「社会政策」が組み合わされた総合的

な地域政策になっていることである。

2015（平成 27）年度予算による政策パッ

ケージをみると、4 つの基本目標を合わ

せて10府省192事業にもまたがっている。 

これは、全総や新全総時代の地域政策

は、産業拠点開発などの「経済政策」に

偏ってきた一方、その後の三全総では生

活の豊かさといった「社会政策」に偏り、

いずれも望ましい成果を挙げられなかっ

たことへの反省に基づくものである。両

者を地域政策の両輪とし、4 つの基本目

標に基づく政策パッケージによって「ま

ち」と「ひと」と「しごと」の創生をバ

ランスよく推進することを目指す点は、

「地方創生」の大きな特徴であるといえ

る。 

ただし、政策メニューの事業項目を見

ると、これまで行われてきた政策の詰め

込みに過ぎないように思われる部分もあ

るほか、内容が重複しているように見え

るものもある。過去の反省に立つとすれ

ば、各事業それぞれに対するこれまでの

総括が必要であろう。また、それぞれの

事業を各地域においてうまく連携させら

れるかどうかも課題となるだろう。 

 

 人口問題対策としての地方移住 （2）

次に、人口問題・少子高齢化問題に対

する政策として、「地方への新しい人の流

れ」を促進するとしていることである。

「長期ビジョン」では、「過密の東京圏」

と「人が極端に減った地方」がそれぞれ

に人口減少を引き起こしていることから、

2020年に東京圏から地方への転出を 4万

人増加させ、地方から東京圏への転入を

6 万人減少させることで転出入を均衡さ

せるとしている。 

確かに、東京圏への過密が託児所や介

護施設の不足などの問題につながってい

るため、こうした人口移動は東京圏の生

活サービスの向上にも資することになる

だろう。また、地方においても、都市部

から移住した「よそ者（外部者）」の視点

で地域の資源や魅力を再発掘することに

より、地域活性化が進むことも期待でき

る。小田切（2014）が論じるような「田

園回帰」の流れをうまく生み出し、地方

暮らしを新たなライフスタイルとして確

立するきっかけとなれば、これからの地

農林中金総合研究所　総研レポート　2017年7月
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方の存在意義を問い直すことにもつなが

るだろう。 

しかし、「地方創生」に基づく政策パッ

ケージによって国全体の人口減少・少子

高齢化問題を解決できるかには検討の余

地がある。例えば、地方移住に関する政

策を見ると、「地域おこし協力隊」のよう

に若者の移住促進に資するものも見られ

るものの、「日本版 CCRC（ケア付き退職

者コミュニティ）」の促進のように、退職

者・高齢者の移住を対象とするものも多

いように思われる。東京圏の医療・福祉

問題を地方に押し付けるだけでは、地方

の活性化にはつながらない可能性がある。 

また、人口減少を食い止めるためには、

人口移動に起因する社会減だけではなく、

出生率の低下に起因する自然減も食い止

めることが重要となる。そのためには、

地方への移住を進めるだけではなく、そ

こで若者が安心して結婚・出産・子育て

をできる環境をどうやって作り上げるか

が問われるだろう。その意味で、「若い世

代の結婚・出産・子育ての希望をかなえ

る」ための政策パッケージが各地域でど

れだけ有効に活用されるかに注目する必

要があるだろう。 

 

 地域の自主性に基づく施策 （3）

3 つめに、「全国一律」の政策から脱却

し、「自立性」や「地域性」を重視する観

点から、各地域の具体策は地域が自主的

に策定することになっていることである。

「地方版総合戦略」は、幅広い地域の関

係者が参画し、地域特性に合わせて策定

される。 

これまでの地域政策を振り返ると、全

総における「新産業都市」や新全総にお

ける「大規模工業基地」、テクノポリス法

に基づく「指定地域」などのように、政

府が開発拠点地域を定めてトップダウン

的に開発を行う政策が目立ってきた。し

かし、1990 年代以降の地方分権改革を経

て、地方自治体の自主性や地域社会との

協働が求められるなか、「地方創生」にお

いても地方自治の原則が尊重されている

ように見える。この枠組みで設置される

「地方創生特区」も、志の高いやる気の

ある地方自治体を支援するための地域設

定であるといえる。 

ただし、地域の自主性がどこまで徹底

できるかには、疑問も呈されている。寺

谷ほか（2015）が指摘するように、「地方

版総合戦略」は、国の「総合戦略」の政

策メニューをもとに策定することになっ

ており、従来の中央主導から脱却したも

のになるかが問われなくてはならない。 

また、自治体は 2016（平成 28）年 3

月までに「地方版総合戦略」を策定しな

くてはならなかった。時間的余裕がない

なかで、地域で議論を尽くし、本当に必

要な施策を選択するのは容易ではなかっ

ただろう。施策をいち早く策定できるの

は、すでに全国の中でも先進的な取組み

を行っている自治体だけである。競争力

のある先進地域はさらに予算措置を通じ

て手厚い支援を受けられ、それに乗り遅

れた地域はますます取り残されるという

地域間格差の拡大につながる恐れがある

が、これをどう評価するかは重要な検討

課題だといえるだろう。 
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 政策評価プロセスの重視 （4）

4 つめに、「直接性」や「結果重視」と

いう観点から、「総合戦略」や「地方版総

合戦略」に「重要業績評価指標（KPI）」

を設定し、評価・見直しのプロセスを重

視することである。例えば、「総合戦略」

における農林水産業では 6次産業市場 10

兆円の実現、就業者数 5 万人などといっ

たように、具体的な数値目標が示されて

いる。 

これは、誰にでもわかりやすい政策の

到達目標を示すこととなり、費用対効果

の検証による「ばらまき」防止にもつな

がりうるなど、期待される効果は大きい

だろう。 

また、これを支援するツールとして、

政府は地域経済分析システム（RESAS）

を立ち上げている。RESAS とは、データ

を可視化し、市町村合併などで不連続と

なる統計情報を組み換え集計した時系列

データをダウンロードできるシステムで、

「勘や経験や思い込み（KKO）ではなく、

データに基づく政策立案（EBPM：

Evidence-Based Policy Making）へ（中略）

地域の実情の把握、KPI の設定、PDCA

サイクルの確立」（注 1）を政府は意図し

ている。地方創生の各種取組みを通じて、

地方行政を改善したい政府の意図を感じ

取ることもできる。 

確かに、これまでの地方行政が、KKO

と補助金や交付金頼みの運営に陥りがち

であったことへの批判も否定できない。

しかし、これまで国自身が、地方自治体

職員を含む統計の利用者の利便性（合併

による行政区変更を反映させた組換集計

や、それに基づく詳細な地域単位の時系

列データなど）に配慮したデータの公表

をしてきたとも言い難い。そのため、国

がまた地方創生を通じてEBPMを実行す

るための情報基盤整備を進める必要があ

る（注 2）。 

政策立案にデータを生かし、政策評価

プロセスを実行すること自体に意義があ

るものの、数値目標や KPI が適切に設定

されなければ、PDCA サイクルも途切れ

てしまい、適切に運用されることはない。

例えば、データに転換できない、あるい

は転換しにくい地域の実態を、KKO に対

する批判を交わしながらどう盛り込んで

いくか、また、政策の効果を適切に把握

できる数値目標やKPIが設定されている

かをどう検証するか、といった課題は、

地域の自主性に大きく依存している。 

また、数値目標や KPI ばかり追求する

れば、「短期的」な効果を狙った政策が多

く打ち出される成果主義に陥り、「地方創

生」の意図からは外れたものになりかね

ない。例えば、「総合戦略」には地方移住

や自県大学進学率など、個人のライフス

タイルに関わるような事項も多くみられ

るが、その数値達成のみが目標となり、

地域のあるべき将来の姿を見据えていな

い政策となれば、本末転倒である。 

さらに、各地域での施策を積み重ねる

ことで国家単位の目標を達成しようとす

ることにも誤謬があろう。例えば、人口

流出防止に各地域が取り組んだ場合、あ

る地域の転入超過は別の地域の転出超過

を招いてしまう。KPI 重視の政策は、そ

の有効性と弊害の双方から検討していく

必要があるように思われる。 

もっとも、各地域での施策を積み重ね
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ることで国家単位の目標を達成しようと

しても、政策立案に必要なデータは整備

途上で、国、都道府県、市区町村の三層

からなる総合戦略は、数値目標や KPI の

設定方法にガイドラインが存在せず、バ

ラバラの目標が立てられている。すなわ

ち、国と地方自治体の相互で PDCA サイ

クルを実施する基盤が確立できておらず、

地方自治体は数値に翻弄される政策立案

を余儀なくされていると指摘しなければ

ならない。 

 

 http://www.kantei.go.jp/jp/singi/so（注1）

usei/resas/pdf/h29-02-28-zenmap.

pdf 

（2017 年 3 月 15 日最終閲覧） 

 現在、政府行政に関する統計情（注2）

報は各所管省の Web に加え、総

務省統計局の Web（e-stat）、デ

ータカタログ

（http://www.data.go.jp/）、そして

RESAS が稼働しており、データ

の所在は拡散する一方である。

地方自治体の諸統計は、各都道

府県・市町村の Web に掲載して

いるが、データの種類によって

対象期間やデータ定義が国と異

なる場合もあり、時系列・地域

間比較をより一層困難にさせて

いるのが実態である。また、地

方創生に関連する予算措置が終

了した後も RESAS が継続して

管理されるか、疑問が残る。 

 

 広域行政圏施策の継承 （5）

5 つめに、2014（平成 26）年 5 月の「改

正地方自治法」に基づく広域連携の推進

方針などを受け、概ね 20 万人以上の都市

を中心とする「連携中枢都市圏」や、概

ね 5 万人以上の都市を中心とする「自立

定住圏」の確立を目指した広域行政圏施

策がとられることである。 

地方の中心的な都市を整備し、その都

市と協力関係を取ることで周辺市町村の

機能補完を行うという政策は、四全総の

「地方拠点都市地域」など、これまでも

見られてきた。これらは「東京一極集中」

に歯止めをかけ、地域に新たな成長軸を

築くための拠点として期待されてきたの

である。 

一方、こうした広域行政圏施策には、

すでに批判も多くみられる。例えば、保

母（2013）は「地方拠点都市地域」政策

において、地方都市に集中的に投資が行

われた一方、中山間地を中心とする条件

不利地域の対策が不十分となり、その衰

退を早める結果になったとしている。 

「地方創生」では、複数の集落からな

る生活圏のインフラを維持するための

「小さな拠点（コンパクトビジレッジ）」

の形成支援を掲げるなど、条件不利地域

への対策がないわけではない。ただし、

「小さな拠点」は生活インフラの維持を

中心とする「社会政策」に偏っている印

象がぬぐえず、持続可能な地域づくりに

不可欠なはずの「経済政策」の視点が抜

けているようにも見受けられる。 

増田編著（2014）の『地方消滅』では、

「選択と集中」を徹底し、「地方中核都市」

に投資と施策を集中することが提起され

ている。「地方創生」のなかで「選択と集

中」の考え方が明示されているわけでは

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―
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ないが、広域行政圏施策が継承されれば、

結果的にこれが進展することになりかね

ない。「選択と集中」については、条件不

利地域からの「撤退は止むを得ず」とす

る立場もある一方、多面的機能を有する

国土管理などの面から慎重に議論すべき

との立場もある。これについては、国の

これからのあり方にも関わるため、「地方

創生」においても引き続き活発に議論さ

れるべき課題だと思われる。 

 

6. おわりに 

「地方創生」は、人口減少や地域経済

の衰退といった状況を危機的な問題とし

て喚起し、国民との課題認識の共有を進

めたという意味では、まずは大きな意義

があったといえる。ただし、政策進展に

あたっては、実際に有効なものなのかど

うかを問うていく必要があるだろう。 

本稿では、「地方創生」の①政策の総合

性、②地方移住推進、③地域の自主性、

④政策評価プロセス重視、⑤広域行政圏

施策の継承という特徴を取り上げ、その

メリットと今後課題とされうる点を整理

した。「地方創生」が各地域に何をもたら

のかについては、以上のような検討課題

に注目しながら、具体的な政策適用事例

に基づいて検証していく必要があるだろ

う。 
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第 2章 国の地方創生関連予算 

―主要政策予算の推移と新型交付金の概要― 

 

木村俊文 
 

要 旨 
 

  

本章では、地方創生関連予算の推移を概観した後、2016（平成 28）年度に創設された新

型交付金の概要を整理し、予算面からみた課題を検討する。 

4 つの政策パッケージ別に予算の推移をみると、「しごと創生」「地方への人の流れ」「働

き方改革」は増加しているものの「まちづくり」が大きく減少し、一方で幼児教育・保育・

子育て支援など「社会保障の充実」が予算全体を押し上げる傾向にある。 

新型交付金は、KPI を設定して先駆性のある事業推進を行い、事業推進後に効果検証を

行うなどすれば、最長 5 年度まで継続的に交付金を受けることができるなど、従来に比べ

自由度の高い交付金といえる。しかし、交付先を地域別にみると、件数・金額ともに多い

地域とそうでない地域が存在しており、今後も 1,000 億円規模で新型交付金の交付が続く

ことを踏まえると、地域間格差の拡大が懸念される。 

 

1. はじめに 

政府は、2014（平成 26）年末に「まち・

ひと・しごと創生総合戦略」（以下、総合

戦略）を公表した後、2015（平成 27）年

を「地方創生・元年」と位置付け、6 月

に「まち・ひと・しごと創生基本方針 2015」

（以下、基本方針）を閣議決定し、地方

創生の深化に向けた当面の取組み方向を

示した。9 月にはアベノミクス第 2 ステ

ージとして「一億総活躍社会」を創り上

げる方針が示されたが、地方創生はその

実現に向けて最も緊急度が高い取組みの

一つと位置づけられている。12 月には

「総合戦略 2015 改訂版」を公表し、全国

に 100 ヶ所設置することを目指す日本版

DMO を核とした観光地域・ブランドづ

くりを推進するほか、過疎化が進む地域

においては「小さな拠点」を 1,000 ヶ所

設置し、住民の活動組織（地域運営組織）

を 3,000 団体形成するなど、地方創生の

深化に向けて政策メニューの拡充を図る

とともに自治体からの要望や実態などを

踏まえ目標数値の見直しが行われた。 

また、2016（平成 28）年も同様に 6 月

に「基本方針 2016」、12 月には「総合戦

略 2016 改訂版」が公表され、遊休資産（空

き店舗・遊休農地・古民家等）の活用や

地方創生インターンシップ（地方出身学

生の地方還流の促進等）の推進などの新

たな政策メニューが追加された。 

この間、地方創生関連予算は 2014（平

成 26）年度補正予算に続き、2015（平成

27）年度当初予算・補正予算、2016（平

成 28）年度当初予算・補正予算、2017（平

成 29）年度当初予算と 6 回編成された。 

本章では、国の一般会計予算額のおよ

そ 1.8％を占める地方創生関連予算の推

移を概観した後、2016（平成 28）年度に

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―
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創設された新型交付金の概要を整理し、

予算面からみた課題を検討する。 

2. 地方創生関連予算の推移 

 主要政策予算の概要 （1）

地方創生関連の予算は、総合戦略や基

本方針で示された政策パッケージである、

①「地方にしごとをつくり、安心して働

けるようにする」（以下、「しごと創生」）、

②「地方への新しい人の流れをつくる」

（以下、「地方への人の流れ」）、③「若い

世代の結婚・出産・子育ての希望をかな

える」（以下、「働き方改革」）、④「時代

に合った地域をつくり、安心なくらしを

守るとともに、地域と地域を連携する」

（以下、「まちづくり」）の 4 つの柱に沿

って編成されている。 

直近の 2017（平成 29）年度当初予算に

おける政策パッケージごとの内訳は以下

のとおりである。 

 

 

① しごと創生 

「しごと創生」では、①生産性の高い

活力に溢れた地域経済実現に向けた総合

的取組み、②観光業を強化する地域にお

ける連携体制の構築、③農林水産業の成

長産業化、④地方への人材還流、地方で

の人材育成、雇用対策といった施策を推

進するために、93 事業 2,062 億円が計上

された。 

このうち農林水産関連では、就農の検

討段階から総合的に支援する農業人材力

強化総合支援事業（旧新規就農・経営継

承総合支援事業、202.4 億円）のほか、6

次産業化支援対策（22.9 億円）、新規漁業

就業者総合支援事業（9.3 億円）、森林・

林業人材育成対策（59.8 億円）などが盛

り込まれた。 

 

② 地方への人の流れ 

「地方への人の流れ」では、①政府関

係機関の地方移転、②企業の地方拠点強

化、企業等における地方採用・就労の拡

大、③地方移住の推進、④地方大学の振

（億円、％）

16年度 17年度 15年度 16年度 17年度

7,225 6,579 6,537 △ 646 △ 42 51.6 42.4 36.8

しごと創生 1,745 1,895 2,062 151 167 12.5 12.2 11.6

地方への人の流れ 644 649 651 5 2 4.6 4.2 3.7

働き方改革 1,096 1,099 1,417 3 318 7.8 7.1 8.0

まちづくり 3,741 2,936 2,407 △ 805 △ 529 26.7 18.9 13.6

6,766 8,924 11,224 2,158 2,300 48.4 57.6 63.2

地方創生推進交付金 0 1,000 1,000 1,000 0 0.0 6.5 5.6

社会保障の充実（子ども・子育
て支援新制度等）

6,766 7,924 10,224 1,158 2,300 48.4 51.1 57.6

13,991 15,503 17,761 1,512 2,258 100.0 100.0 100.0

表2-1　地方創生関連予算の増減額と構成比

項目 15年度

1.総合戦略における政策パッケージ

2.その他

合計

（資料）まち・ひと・しごと創生本部の資料を基に作成

（注）各年度とも当初予算、

16年度 17年度
前年差 構成比

農林中金総合研究所　総研レポート　2017年7月



 

 

- 25 - 

 

興等に加えて、新設された⑤地方創生イ

ンターンシップの推進のために、27 事業

651 億円が計上された。 

引き続き、移住・交流情報ガーデンの

運営（1.2 億円）や地域おこし協力隊の推

進（1.4 億円）に要する経費、子どもの農

山漁村交流支援を行う健全育成のための

体験活動推進事業（1.0 億円）のほか、文

化庁の京都移転に向けた経費（1.5 億円）

なども盛り込まれた。 

 

③ 働き方改革 

「働き方改革」では、①個別地域の特

性や課題に即してきめ細かく対応する

「地域アプローチ」の推進、②若い世代

の経済的安定、③出産・子育て支援、④

地域の実情に即した「働き方改革」の推

進にかかる諸施策を推進するために、24

事業 1,417 億円が計上された。 

働き方改革では、幼稚園・保育所等の

利用負担の軽減（幼児教育無償化に向け

た段階的取組み、309.0 億円）や非正規雇

用の労働者のキャリアアップ事業（670.1

億円）、仕事と家庭の両立支援（92.8 億円）

など、前年度から継続する事業が多く盛

り込まれている。 

 

④ まちづくり 

「まちづくり」では、①まちづくり・

地域連携、②「小さな拠点」の形成（集

落生活圏の維持）、③東京圏をはじめとし

た大都市圏の医療・介護問題・少子化問

題への対応、④住民が地域防災の担い手

となる環境の確保、⑤ふるさとづくりの

推進のほか、新たに追加された⑥健康寿

命をのばし生涯現役で過ごせるまちづく

りの推進、および⑦温室効果ガスの排出

を削減するまちづくりを推進するために、

33 事業 2,407 億円が計上された。 

コンパクトシティ形成支援事業（4.3

億円）や地域公共交通確保維持改善事業

（213.6 億円）、「小さな拠点」を核とした

「ふるさと集落生活圏」の形成推進（1.5

億円）などが引き続き盛り込まれたもの

の、予算額では沖縄振興一括交付金（沖

縄振興策 1,358.4 億円）が当該予算の 6

割近くを占めている。 

 

 地方創生関連予算の推移 （2）

4 つの政策パッケージ別に予算の推移

をみると、「しごと創生」「地方への人の

流れ」「働き方改革」は増加しているもの

の「まちづくり」が大きく減少し、一方

で幼児教育・保育・子育て支援など「社

会保障の充実」が予算全体を押し上げる

傾向が見て取れる。 

2017（平成 29）年度当初予算では、「し

ごと創生」「地方への人の流れ」「働き方

改革」は前年度に比べそれぞれ 167 億円、

2 億円、318 億円増額したが、「まちづく

り」が 529 億円減額したことから、合計

すると前年度比 42億円少ない 6,537億円

となった。なお、「まちづくり」は 2016

（平成 28）年度第二次補正予算に「地方

創生拠点整備交付金」（900 億円）が計上

されたものの、当初予算では減少傾向と

なっている。 

このほか、後述する「地方創生推進交

付金」が引き続き 1,000 億円計上され、

さらに幼児教育・保育・子育て支援など

「社会保障の充実」が 2,300 億円増額さ

れたことから、2017（平成 29）年度全体

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―
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では前年度比 2,258 億円多い 1 兆 7,761

億円となった。ただし、「社会保障の充実」

には、医療・介護体制の見直しなど社会

保障制度改革関連の事業費も盛り込まれ

ており、やや差し引いて見る必要がある

だろう。 

なお、2015（平成 27）年度に創設され

た「まち・ひと・しごと創生事業費」は、

総合戦略の期間である 19 年度まで、引き

続き 1 兆円の予算規模で継続することと

なっている。 

3. 交付金の概要 

 経緯と概要 （1）

振り返ってみると、地方創生関連予算

では、2014（平成 26）年度補正予算で地

域住民生活等緊急支援として、地域消費

喚起・生活支援型（2,500 億円、プレミア

ム付商品券等の発行支援）および地方創

生先行型（1,700 億円）の交付金が計上さ

れた（表 2-2）。 

このうち地方創生先行型は、基礎交付

分 1,400 億円

が地方版総合

戦略の早期の

策定・実施を

支援するため

に 2015（平成

27）年の早い

段階で全国の

自治体に配分

されたほか、

上乗せ交付分

300 億円も同

年 8 月末まで

に自治体からの実施計画を受け、先駆的

な優良施策を選別して 10 月末に交付先

が決定した。 

その後に公表された上乗せ交付分の優

良 50 事例をみると、広域観光（DMO）

推進事業のほか、地域連携による産業・

地域ブランド化、戦略的な移住・定住促

進や創業支援などの事業が選ばれている。 

また、2015（平成 27）年度補正予算で

は、地方版総合戦略に基づき実行される

自治体の取組みについて、先駆性を高め

レベルアップの加速化を図る観点から

「地方創生加速化交付金」（1,000 億円）

が盛り込まれた。さらに、2016（平成 28）

年度当初予算には、地方自治体の自主的

な取組みを支援し、地方創生の深化のた

めの新型交付金「地方創生推進交付金」

（1,000 億円）が計上された。 

いずれも、前述した 2014（平成 26）年

度補正予算の先行型上乗せ交付金におけ

る優良事例などを参考にして具体的な事

業を構築し、KPI（重要実績評価指標）

を設定して先駆性のある事業推進（内

（億円）

年度 内容 金額

プレミアム付商品券等、ふるさと名物商
品・旅行券等

2,500

地方版総合戦略の策定、優良施策等
の実施

1,700

基礎交付
地方版総合戦略の早期かつ有効な策

定および実施を支援
1,400

上乗せ交付
自治体からの実施計画を受け、先駆的
な優れた内容に対して交付

300

15年度補正
自治体の取組について、先駆性を高
め、レベルアップの加速化を図る

1,000

16年度当初
16年度からの本格推進に向け、地方創
生の深化を図る

1,000

16年度補正
総合戦略に基づく事業について、施設
整備等の取組を推進するため交付

900

17年度当初
先導的な取組を支援し、地方創生のさ

らなる進化を推進
1,000

（資料）まち・ひと・しごと創生本部の資料を基に作成　

地方創生拠点整備

地方創生推進

地方創生推進

14年度補正

表2-2　地方創生関連交付金

地域消費喚起・生活支援型

地方創生先行型

名称

地方創生加速化
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容・実施体制・事業手法に新規性がある

取組み）を行い、事業終了後に外部有識

者や議会の関与等も含めて効果検証

（PDCA サイクルの整備）を行う、など

の点では共通している。 

ただし、2016（平成 28）年度当初予算

の推進交付金は、先駆的事業だけでなく、

既存事業で制約・障害となっている隘路

を発見して打開する取組みや先駆的・優

良事例の横展開を行う取組みも対象とな

ったほか、事業期間については複数年度

（最長 5 ヶ年度）も可能となり、年度ご

とにKPIの達成状況等を検証して再交付

申請すれば、継続的に交付金を受けなが

ら事業を執行できる仕組みとなっている。

ただし、KPI の達成状況等によっては、

事業の見直しや交付金の縮減もありうる。

「地方創生推進交付金」は、引き続き

2017（平成 29）年度も同額の 1,000 億円

が計上された。 

一方、2016（平成 28）年度第二次補正

予算では、未来への投資に向けて、地方

の事情を尊重しながら施設整備等の取組

みを推進する「地方創生拠点整備交付金」

が 900 億円（道・汚水処理施設・港の公

共事業 30.2 億円を含む）計上された。具

体的には、観光まちづくりに効果的な観

光施設の改修や地域ブランド確立に資す

る収益施設の整備など、地方創生の深化

に向けて効果が期待される施設等の整

備・改修を重点支援する交付金である。 

なお、これらのうち、「地方創生推進交

付金」「地方創生拠点整備交付金」につい

ては、2分の 1が地方負担となるものの、

地方財政措置（地方交付税および地方債

措置）が講じられることから、事業費ベ

ースではそれぞれ 2 倍の規模となる。 

 

 新型交付金の認定状況 （2）

地方創生推進交付金は、2016（平成 28）

年 8月と 11月の 2回に分けて交付対象事

業が決定された。評価にあたっては、自

立性、官民協働、地域間連携、政策間連

携、事業推進主体の形成、地方創生人材

の確保・育成、国の総合戦略における政

策 5 原則等の評価基準に基づいて、個々

の事業が評価（先駆タイプについては、

外部有識者が評価）された。 

2 回分を通算してみると、分野別の交

付対象事業は、「しごと創生」が 566 件、

142 億円と最も多く、次いで「地方への

人の流れ」291 件、45 億円、「まちづくり」

うち
都道府県分

うち
市町村分

うち
都道府県分

うち
市町村分

しごと創生 566 151 415 142 89 53

地方への人の流れ 291 39 252 45 22 24

働き方改革 77 20 57 11 6 5

まちづくり 267 26 241 40 15 25

合計 1,201 236 965 238 131 106

（資料）まち・ひと・しごと創生本部「地方創生推進交付金の交付対象事業の決定（平成28年度第1回・第2回）」を基に作成

交付対象事業数（件）

表2-3　地方創生推進交付金の交付対象事業

分野
交付予定額（億円）
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267 件、40 億円、「働き方改革」77 件、

11 億円となった（表 2-3）。 

また、都道府県別にみると、件数では

北海道（133 件）、次いで京都府（73 件）、

長野県（70 件）、福岡県（65 件）、兵庫県

（47 件）が上位となる一方、沖縄県（7

件）、山梨県（10 件）、香川県（12 件）、

佐賀県（13 件）、宮崎県（15 件）は低位

となっている。 

一方、都道府県別の交付予定額では、

京都府（17.7 億円）、北海道（11.1 億円）、

兵庫県（11.1 億円）、新潟県（10.6 億円）、

福岡県（10.2 億円）が上位となる一方、

沖縄県（1.0 億円）、神奈川県（1.3 億円）、

山梨県（1.4 億円）、香川県（1.8 億円）、

東京都（1.8 億円）が低位となっている。

自治体の自主性や主体性による結果とは

いえ、件数・金額ともに地域間でバラツ

キがある。 

4. 予算面からみた課題 

地方創生関連予算は、2014（平成 26）

年 4 月の消費税増税による景気悪化を回

避することやアベノミクスの地方への波

及を図るといった観点から、緊急経済対

策を盛り込んだ 2014（平成 26）年度補正

予算3.5兆円の中に3,275億円が盛り込ま

れたほか、その後の予算編成でも補正後

で年額1兆7～8千億円規模の予算が計上

されている。 

しかし、これら予算の中には地方創生

に資するものばかりではなく、予算の付

け替えにより継続を図っているものも含

まれているように思われる。馬淵（2015）

は、沖縄振興一括交付金など、地方創生

と銘打ってはいるが従来からの施策の継

続に過ぎないものも多いと指摘している。

たしかに沖縄振興一括交付金は、地方創

生以前の 2012（平成 24）年度に創設され

たものであり、2016（平成 28）～2017（平

成 29）年度当初予算ではまちづくりの過

半を占める 1,600 億円余りが計上されて

いる。 

一方、2016（平成 28）年度予算から導

入された新型交付金である地方創生推進

交付金は、最長 5 ヶ年度まで複数年度に

わたって継続的に交付金を受けることが

できるなど、従来に比べ自由度の高い交

付金といえる。 

ただし、全国の自治体に一律に配分す

るのではなく、地方版総合戦略に盛り込

まれた施策の良し悪しを国が評価して交

付を決定する仕組みであることから、交

付額には差がつき、なかには交付額ゼロ

の自治体もありうる。 

交付額の多寡によって「勝ち組」と「そ

れ以外」といった地域間格差が拡大する

可能性もあり、今後も 1,000 億円規模で

新型交付金の交付が続くことを踏まえる

と、地域別の交付動向が注目される。 

5. おわりに 

第 1 章でみたとおり、国の総合戦略で

は大局的に地方の人口流出・少子化に歯

止めをかけられなかった原因として、①

府省庁・制度の「縦割り」構造、②地域

特性を考慮しない「全国一律」の手法、

③効果検証を伴わない「バラマキ」、④地

域に浸透しない「表面的」施策、⑤「短

期的」な成果を求める施策の 5 つを挙げ
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ている。 

予算の編成や執行をめぐっては「バラ

マキ」との批判を受けやすいことから、

国が中心となって長期的な視点で、今後

どのように効果検証を行うのか注目され

る。 
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第 3章 都道府県の地方版総合戦略と移住促進政策の地域差 

 

多田忠義 
 

要 旨 
 

  

地方創生の取組みは、長期ビジョンに基づき策定された 5 か年の総合戦略によって定め

られ、政府、都道府県、市町村の三層構造で推進されている。移住促進政策は 4 つの基本

目標の一つで、政府は都道府県と市町村に対し、数値目標と KPI の設定を伴う積極的な政

策展開を求めている。移住支援の段階に応じた数値目標と KPI、および都道府県の人口動

態を分析した結果、多くの都道府県で自然減、社会減に直面し、ほとんどの都道府県で人

口減少に対する政策課題を設定しているにもかかわらず、移住促進政策に対し都道府県の

関与に差が認められた。このことは、移住者が必要とする政策支援を受けられる都道府県

は限られること、東京に一極集中する人口の流れを是正する政策効果を発揮しにくいこと

を示唆する。 

 

1. はじめに 

第 1 章及び第 2 章では、まち・ひと・

しごと創生法（以下、創生法という）に

よる地方創生政策の眼目と財政措置につ

いて概観し、検討課題を取りまとめた。

地方創生の眼目は、日本の人口減少に対

し危機感を共有し、地域ごとの特性を踏

まえつつ、諸問題へ対

処するものであり、人

口減少に対しては都道

府県や市町村の取組み

が不可欠である。 

そこで本章では、人

口減少問題を正面から

取り扱う移住促進政策

に着目し、長期ビジョ

ン、および総合戦略の

層構造、それらにおけ

る移住促進政策の位置

づけを確認し、都道府

県ごとの移住促進政策に関する総合戦略

の地域差を分析する。 

都道府県を分析単位とした理由は、そ

れ自身が都市から地方への移住の取組み

に対して関与すべき重要なプレイヤーの

一つであると指摘されているからである

（小田切・筒井編 2016：150-173；藤山 

2015：65）。特に、就業先の確保、コミュ

ニティにおける関係性構築において、県

政府

• まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（＝長期ビジョン）

• まち・ひと・しごと創生総合戦略（＝総合戦略）

都道府県

• 地方人口ビジョン

• 都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略

市町村注1

• 地方人口ビジョン

• 市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略

（資料）首相官邸「平成26年12月27日閣議決定『まち・ひと・しごと創生総合戦略』」注2を基に筆者作成
注1 特別区は市に含まれる。
注2 http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/pdf/20141227siryou5.pdf（2016年11月15日最終確認） 。

地方版総合戦略

図3-1 長期ビジョン、総合戦略策定の三層構造
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などの行政機関が関与すべきと指摘され

ている。 

2. 地方創生における移住促進政策の

位置づけ 

 創生法に規定される戦略策定の三（1）

層構造 

創生法では都道府県、市町村に対し、

国のまち・ひと・しごと創生長期ビジョ

ン（以下、長期ビジョンという）、まち・

ひと・しごと創生総合戦略（以下、総合

戦略という）を勘案して、地方人口ビジ

ョンおよび都道府県・市町村まち・ひと・

しごと創生総合戦略（以下、地方版総合

戦略という）を策定するよう求めている。

地方人口ビジョンおよび地方版総合戦略

の策定は、自律性、将来性、地域性、直

接性、結果重視の政策 5 原則に基づくこ

とを求めている。 

これらのビジョン、総合戦略は図 3-1

に示す通り三層構造をなしており、都道

府県は国の方針に基づくビジョン、戦略

の策定を、市町村は、国に加え自らが属

する都道府県のビジョン、総合戦略に基

づく策定を政府から求められている。 

なお、この構造は、国土形成計画や森

林・林業基本計画に似ており、国の基本

方針を踏まえて各地域の実情に応じた計

画の策定を求めるトップダウン方式の政

策である。実際、2016（平成 28）年 3 月

末時点で、47の全都道府県、1,741中 1,739

の市町村が地方人口ビジョンと地方版総

合戦略を策定している。 

 

 長期ビジョンにおける移住の立ち（2）

位置 

次に、長期ビジョンと総合戦略で、都

市から地方への移住がどのように位置づ

けられているか確認する。 

2060 年の政策目標を掲げたものが長

期ビジョンであり、Ⅰ．人口減少問題の

克服とⅡ．成長力の確保の 2 点である。

これらに向かって政策的な舵を切るため、

Ⅰ．人口減少問題の克服
（１）人口減少の歯止め
（２）「東京一極集中」の是正

Ⅱ．成長力の確保

地方における安定した雇
用を創出する

地方への新しいひとの
流れを作る

・地方移住の推進（年間移
住あっせん件数11,000件）
・企業の地方拠点強化
・地方大学等活性化

①地方移住の推進
②地方拠点強化、地
方採用・就労拡大
③地方大学等創生5
か年戦略

若い世代の結婚・出産・
子育ての希望をかなえる

時代に合った地域をつく
り、安心な暮らしを守ると
ともに、地域と地域を連
携する

長期ビジョン 総合戦略（2015～19年度の5か年）

（資料） http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/info/pdf/20141227siryou1.pdf （最終確認： 2016年11月14日）

基本目標
主な重要業績評
価指標（KPI）

主な施策

図3-2 長期ビジョン、総合戦略の体系図
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5 か年の取組み方針をまとめたものが総

合戦略となっており、4 つの基本目標の 1

つに「地方への新しいひとの流れを作る」

と掲げられている。これに対応する主な

重要業績評価指標（KPI）として地方移

住の推進を挙げ、年間 1.1 万件の移住あ

っせんを目標としている。 

政府は、国土計画やリゾート法などを

通して、少なくても 30 年以上も前から地

方への移住を政策的に推し進めてきたが、

数値目標を伴い、国、都道府県、市町村

が移住について何らかの取組み計画を求

めているのは、史上初めてのことである。 

3. 地方版総合戦略における都道府県

の移住促進政策の類型 

本節では、都道府県における移住促進

政策の内容を把握するため、都道府県が

2016（平成 28）年 3 月までに策定もしく

は改訂した総合戦略（都道府県版総合戦

略）で、転入出超過数等を示す人口の社

会増減（以下「社会増（減）」という）や

移住に関する政

策課題が設定さ

れたかどうか、

また、社会増減、

移住に関する数

値目標やKPIが

設定されたかど

うかを調べ、併

せて個別施策の

記述も確認した。 

創生法では、

政策評価を実施

するにあたり数

値目標の設定を求めていること、また、

移住や人口の社会増減に関する政策課題

の記述は、後述のとおり東京都を除く 46

道府県すべてで確認されたことから、都

道府県の移住促進政策の比較にあたって

は、政策達成度を計測する指標を設けて

いることを本レポートでは重視すること

とし、数値目標と KPI の設定有無を分析

対象とした。 

なお、移住促進政策は地域の実態を踏

まえるため、市町村版総合戦略における

移住の位置づけや数値目標・KPI は、都

道府県版総合戦略のそれと異なる可能性

があることに留意しなければならない。 

 

 課題設定の類型 （1）

まず、Web で公表されている地方版総

合戦略の本文をテキスト検索し、地方版

総合戦略における人口の社会増減および

移住に関する政策課題の設定、基本目標

における数値目標、または各施策におけ

る重要業績評価指標（KPI）の設定状況

を確認したところ、第 4 図のとおり 4 つ

図3-3 都道府県版総合戦略における政策課題と数値目標の設定状況

移住・社会増減に
関する政策課題

の設定

移住者数・
社会増減の
数値目標

区分A：36道府県

区分B：5県

区分C：5県

移住者数・社会増
減の数値目標 区分D：1都

あり

なし

なし

移住者数有
社会増減有

社会増減
のみ有

移住者数
のみ有

（資料） 2016年3月末までに公表・改訂された各都府県版総合戦略を基に筆者作成
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に区分できた。人口流入の一番大きな東

京都（区分 D）では、移住や社会増減に

関する現状分析のみ記載があり、政策課

題や数値目標に関する記述が確認できな

かった。残りの 46 道府県では、移住や社

会増減に関する何らかの目標が盛り込ま

れ、うち 36 の道府県で社会増減、移住者

数（注 1）の両方（区分 A）で数値目標・

KPI が設定されていた。また、5 県で移

住者数のみ（区分 B）、5 県で社会増減の

み（区分 C）数値目標・KPI が設定され

ていた。移住、社会増減に関する政策課

題の設定はあるものの、いずれかの数値

目標・KPI の設定がない区分 B、C の 10

県は、区分 A の 36 道府県に比べ、移住

促進や社会増減を設定しにくい何らかの

理由がある可能性を考慮すべきである。

例えば、区分 B は、社会減、もしくは社

会増を当面避けられない、区分 C では、

人口の社会増が続いているため移住者数

を別途設定する必要がない、といった理

由が考えられる。 

 

 移住者数のほか、地域おこし協（注3）

力隊の受け入れ者数をKPIとし

た県も含めた。 

 

 総合戦略の類型 （2）

次に、都道府県版総合戦略に記載のあ

る移住促進に関する施策の KPI を、①認

知支援、②入口支援、③マッチング支援、

④就職支援、⑤定住支援の 5 段階に集約

し、①～⑤を移住・定住プロセス支援と

名付けた（表 3-1）。この 5 段階は、前出

の小田切・筒井編（2016、150～178 頁）

や、NPO 法人ふるさと回帰支援センター

の Web などを参考に、筆者が支援を必要

とする局面をまとめたもので、これらの

支援は段階を踏んで、切れ目なく実施さ

れるべきである。特に、⑤定住支援は、

「よそ者」として扱われやすい移住者が

移住先社会と調和する点に力点が置かれ

ているととらえられ、これまで政策上の

関心が低かった（小田切（2014）213 頁）

表3-1 移住・定住プロセス支援とその主な内容

名称 総合戦略で確認された主な数値目標、KPI

移
住
・定
住
プ
ロ
セ
ス
支
援

①認知支援
【移住需要を喚起する広報等】
PR映像再生回数、Webアクセス数、UJIターン相談登録者数

②入口支援
【具体的な相談、移住希望者との対面接触】
移住に関する相談件数、相談会・セミナーの開催回数

③マッチング支援

【実践的な移住経験】
二地域居住、お試し居住、暮らし体験ツアーの実施回数・参加者数
※観光を主としたもの、移住の需要喚起を意図する都農交流人口やグリー
ンツーリズム参加者数等のKPIは除外

④就職支援
【仕事探しへの支援】
Uターン・移住による起業、域外（UJIターン）からの就職人数（希望者数を含
む）、プロフェッショナル人材の確保人数

⑤定住支援
【移住者と地元住民とのかかわり合いの支援】
移住後のフォローアップに関する研修会、サポーター人員数、地域おこし協
力隊終了後の定着率、中間支援団体・移住者受け入れ団体数

（資料） 筆者作成

農林中金総合研究所　総研レポート　2017年7月
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移住者の定着を図る観点や政策の実効性

を評価できる指標として重要視したい段

階である。 

そして、表 3-1 に掲げた各都道府県の

移住・定住プロセス支援、移住関連指標

にかかる KPI の有無を調べ、前掲図 3-3

で得られた移住者数・社会増減の政策課

題・数値目標・KPI の有無に基づく 4 つ

の区分（A～D）とクロス集計した（表

3-2、個別情報は付録の表 3-6 を参照のこ

と）。その特徴は 3 点指摘できる。 

第一に、どの区分を問わず、多くの都

道府県で④就職支援を移住・定住支援と

していること、第二に、KPI 項目を 3 つ

以上満たす道府県では、2014（平成 26）

年以前から移住促進政策に積極的な地域

が多いこと、第三に、KPI 項目が 3 の県

（区分 A）では、定住支援を KPI の項目

①
認
知
支
援

②
入
口
支
援

③
マ

ッ
チ
ン
グ
支
援

④
就
職
支
援

⑤
定
住
支
援

36 36 47 39 64 17

①～⑤すべて 2 100 100 100 100 100 岩手県、鳥取県

①～⑤のうち4つ 2 100 100 50 100 50 茨城県、高知県

①～⑤のうち3つ 11 45 73 73 91 18
北海道、山形県、群馬県、山梨県、静岡県、石川県、長野県、
兵庫県、和歌山県、島根県、山口県

①～⑤のうち2つ 4 25 25 50 75 25 福島県、富山県、愛知県、岡山県

①～⑤のうち1つ 14 21 29 7 43 0
栃木県、岐阜県、三重県、京都府、大阪府、広島県、徳島県、
香川県、愛媛県、福岡県、佐賀県、長崎県、大分県、沖縄県

個別KPIなし 3 0 0 0 0 0 新潟県、福井県、滋賀県

5 20 40 20 80 40

①～⑤のうち4つ 1 0 100 100 100 100 秋田県

①～⑤のうち3つ 1 100 0 0 100 100 鹿児島県

①～⑤のうち1つ 3 0 33 0 67 0 青森県、宮城県、宮崎県

5 40 40 0 40 0

①～⑤のうち2つ 2 100 50 0 50 0 千葉県、神奈川県

①～⑤のうち1つ 2 0 50 0 50 0 埼玉県、熊本県

個別KPIなし 1 0 0 0 0 0 奈良県

1 0 0 0 0 0 東京都

47 34 45 32 62 17

（資料）筆者作成

表3-2　数値目標・KPIに基づく都道府県別移住促進政策の類型化 

区分A：
移住者数・
社会増減
ともにあり

区分B：
移住者数
のみあり

区分C：
社会増減
のみあり

区分D：移住者数・社会増減なし

総計

移住者数・
社会増減の
数値目標

移住・定住
プロセス
支援状況

該
当
都
道
府
県
数

都道府県名（総務省自治体コード順）

移住・定住プロセス
支援（KPI設定率）
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として設定していないケースが多いこと、

である。 

次に、移住者数、社会増減ともに数値

目標を掲げ、移住・定住プロセス支援の

5 段階すべてで KPI を設定している岩手

県と鳥取県に注目する。これら両県は、

移住促進政策を地方創生以前から積極的

に取り組んでいる地域であり、きめ細か

な数値目標が設定されたと考えられる。

他の区分と比較すると⑤をKPIとして設

定していることが特徴的で、移住者が移

住先の地域社会に調和し、定着できるよ

うな仕組みを構築しようとする姿勢の表

れと評価できる。 

なお、以下の 2 県は区分 A には属さな

いが、岩手県、鳥取県と同様に評価でき

ると判断した。秋田県では、①認知支援

のKPI設定はないもの

の、情報発信強化に関

する具体策の記載がみ

られたこと、②入口支

援、③マッチング支援、

④就職支援、⑤定住支

援の 4 段階で KPI が設

定されていた。また、

鹿児島県では、②入口

支援、③マッチング支

援にかかるKPIの設定

はないものの、主な施

策に②入口支援に該当

する相談支援が総合戦

略に盛り込まれていた。

ただし、③マッチング

支援については、市町

村の取組みを支援する

のみで、踏み込んだ記

述は確認できなかった。 

前述以外の区分Aに該当する道府県で

は、②入口支援、④就職支援が KPI とし

て設定される傾向で、移住者の移住相談

と就業支援に力点が置かれている。また、

秋田県、鹿児島県以外の B、C に該当す

る県では、①認知支援、②入口支援、④

就職支援の支援が中心で、③マッチング

支援や⑤定住支援をKPIとする県はなか

った。 

なお、KPI とは別に、「移住」「U ター

ン」「定着」といった移住促進政策に関連

するキーワードで地方版総合戦略を検索

すると、個別の KPI を設定していないも

のの、実施予定の個別の事業・施策名に

①認知支援～⑤定住支援に該当するもの

が散見されていたことは強調しておきた

3

5
4

3

4
3

3

3

3

33

3

53

3

4

3

1

1

2

1

1
202

0

2

0
1

2
1

01
1

0

21

1
1

1
1

1

1
1

1

1

200

KM

Legend

Source: "Prefectural comprehensive strategiy", ESRI Japan, the author

3

1

3

1

A

B

C

D

東京

名古屋

大阪

札幌

福岡

図3-4 都道府県別移住促進政策の類型分布図

（資料）地方版総合戦略、ESRI Japanデータより筆者作成
（注）地図中の数字は、移住に関するKPIのうち、

移住・定住プロセス支援①～⑤の該当数である。

凡例

区分A

区分B

区分C

区分D
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い。例えば、宮城県では、

移住者数の KPI を「みやぎ

移住サポートセンター」を

通じた UJI ターン就職者数

としただけで他のKPIは存

在しないが、②入口支援や

③マッチング支援に関する

取組みを推進すると総合戦

略に明記されている。 

 

 類型の地域分布 （3）

表 3-2 で示した結果の地域分布を把握

するために、図 3-4 を作成した。この図

から得られる特徴は、次の 3 点である。 

第一に、A に区分された 36 の道府県は

概ね全国に分布していること、第二に、

A または B に区分され、かつ KPI 設定数

が 3 以上の地域は、図 3-4 の赤破線で囲

まれた 3 地域に集中していること、第三

に、C または D に区分され、KPI 設定数

が 3 未満である地域は、東京都及びその

周辺に限られること（青破線で囲まれた

都県）、である。 

 以上から、移住促進政策は、政府が意

図する三大都市圏（東京、名古屋、京阪

神）の周辺部地域を中心に、多彩な政策

メニューで移住を後押ししようとしてい

ることがわかる。 

 

 移住促進政策の積極性と実効性に向（4）

けた予察 

ここでは、これまで得た移住促進政策

の類型をもう少し深掘りし、一定の条件

のもとで政策の積極性や実効性を評価す

る。 

まず、移住促進政策の積極性である。

表 3-1 で定義した移住・定住プロセス支

援に該当する 5 項目のうち、過半となる

3 項目以上を設定した都道府県を、移住

促進政策に積極的と定義し、3 項目未満

を消極的とする。移住促進政策は、前述

の通り、移住希望者の移住検討・準備段

階に応じて多様に提供される必要がある

ため、KPI の項目数が多い地域ほど多く

の支援策を準備し、移住希望者を一人で

も多く受け入れたいとする積極性が政策

メニューに表れていると判断した。 

次に、移住促進政策の実効性である。

前述のとおり、従来から取り組まれてい

る移住促進政策では、移住前、移住その

ものに対する支援が中心で、移住者が移

住先に定着できるよう支援する政策を実

施する都道府県は少なかった。移住促進

政策の実効性を高めるうえで、都市から

地方へ移動した人口を定着させる必要が

あることを踏まえれば、表 3-1 に掲げる

5 項目の KPI のうち、⑤定着支援が含ま

れる都道府県を移住促進政策の実効性が

期待される都道府県と評価した。 

これらを基に、都道府県ごとの移住促

進政策をクロス集計した結果が表 3-3 で

ある。KPI が 3 項目以上設定されている

都道府県は 17（36％）で、過半数には満

移住・定住プロセス支援の項目が

計3項目以上
KPIで設定

3項目未満
KPIで設定

⑤定着支援：あり 7（15％） 1（ 2％） 8（17％）

⑤定着支援：なし 10（21％） 29（62％） 39（83％）

計 17（36％） 30（64％） 47（100％）

（資料）筆者作成
注 表中の単位は都道府県、カッコ内の数字は47都道府県に占める割合。

表3-3 都道府県別移住促進政策の特徴に基づくクロス集計
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たないものの、積極的な移住促進政策を

打ち出した都道府県が存在することを確

認できる。 

また、定着支援を KPI の項目に設定し

ている都道府県は 8（17％）と都道府県

全体の 2 割に満たず、多くの都道府県で

は、受け入れた移住者を全県で支援する

体制にはなっておらず、移住促進政策の

実効性が弱まる可能性をはらんでいる。 

そして、移住促進政策に積極的で、実

効性が高いと判断される都道府県は 7

（15％）であった。 

すなわち 29 都道府県（62％）は、移住

促進政策に消極的で、実効性が低いと評

価された。もちろん、地方版総合戦略に

記載された情報だけを利用して評価した

ため、あくまでもこの結果は、政策策定

状況のある一側面を捉えたものにすぎな

いが、分布図（図 3-5）では積極的で実

効性が高いと評価される移住促進政策を

打ち出した都道府県の分布に偏りがある

ことがわかる（赤破線枠部）。 

4. 人口分布・動態と地方版総合戦略と

の関係 

ここでは、近年の日本における人口動

態を自然増減と社会増減に分けて 47 都

道府県別の傾向を取りまとめ、移住促進

政策の積極性と人口動態との関係性を探

る。 

 

 1960～2015（平成 27）年の都道府（1）

県別人口動態 

人口動態は自然増減と社会増減に大き

く分けられる。自然増減は、ある期間に

おける出生数から死亡数を

差し引いて求められ、自然

増は出生数が死亡数を上回

ることを指す。社会増減は、

ある地域である期間におけ

る流入数と流出数の差によ

って求められ、社会増は流

入超であることを指す。 

以上に基づき、47 都道府

県の自然増減率、社会増減

率を、国勢調査が実施され

た 1960（昭和 35）年から

2015（平成 27）年まで計算

した。 

まず、自然増減の経年変

化は、自然増から自然減に

転換した年に応じて 1990

年代、2000 年代、2010（平

200

KM

凡例

図3-5 移住促進政策の特徴別地域分布
（資料）地方版総合戦略、ESRI Japanを基に筆者作成
注 実効性は、⑤定着支援がKPIで確認できた都道府県、積極性は、

移住・定住プロセス支援の5項目のうち、3項目以上をKPIで設定し
た都道府県を積極的、3項目未満を消極的とした。

実効性 / 積極性

定着支援あり / 積極的

定着支援なし / 積極的

定着支援あり / 消極的

定着支援なし / 消極的
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成 22）年代の 3 つ、そして自然増が続い

ている都道府県の 4 つに分けられた（図

3-6）。いずれの区分も、平均すると 1970

（昭和 45）年から 1975（昭和 50）年に

増加率のピークを迎え、それ以降は人口

の自然増加率は鈍化に転じている。また、

2000 年代に自然増から自然減に転換し

た都道府県が最も多いことが特徴である。 

次に、社会増減の経年変化は、移入超

過の期間（1960～2015 年を 5 年で区切る

と 11 期間）が過半数を占める都道府県、

または移出超過から移入超過へ転換した

都道府県を移入超継続、これとは反対の

動きを示した都道府県を移出超継続とし、

移入・移出超過を交互に繰り返す都道府

県を移入・移出交互とし、それぞれの区

分ごとに社会増減率の平均を求めた。 

結果、移入超継続の都道府県は 1960～

70 年代にかけて高水準の移入超過が続

いており、同時期に移出超継続の都道府

県で人口流出が急速に進行したことを確

認できる。80 年代以降、都道府県をまた

ぐ人口移動は、それ以前に比べ縮小して

おり、その構造は最近まであまり変わら

ない。 

図 3-6、図 3-7 で得られた 4 つの自然増

減、3 つの社会増減の区分をクロス集計

し、都道府県の人口動態は 4 つの大区分、

7 つの細区分に分類できた（図 3-8）。 

区分 1 は、社会減が継続する都道府県

で、自然増から自然減に転換した年代で、

1990 年代（区分 1-1）と 2000 年代（区分

1-2）の 2 つに細分された。これは 32 の

道県が該当し、7 割弱の都道府県が人口

の域外流出と人口の自然減という課題に

10 年以上直面していることを示す。 

区分 2 は、社会増減が繰り返されてい

る都道府県で、自然増から自然減に転換

したのは 2000 年代の区分である。地方中

心都市や、大都市圏に接する府県が該当

することが特徴である。 

区分 3 は、社会増が継続する都道府県

で、2010（平成 22）年代に自然増から自

然減へ転換した都道府県（区分 3-1）と、

自然増が継続する都道府県（区分 3-2）、

の 2 つに細分された。太平洋ベルト地帯
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図3-6 自然増から自然減への転換時期

で分類した自然増減率 (N = 47)

1990年代 (N = 10)
2000年代 (N = 28)
2010年代 (N = 4)
自然増 (N = 5)

（資料）総務省「国勢調査」、厚生労働省「人口動態調査」

▲ 8

▲ 6

▲ 4

▲ 2

0

2

4

6

8

10

1
9
6
0
→

65

6
5
→

7
0

7
0
→

7
5

7
5
→

8
0

8
0
→

8
5

8
5
→

9
0

9
0
→

9
5

9
5
→

0
0

0
0
→

0
5

0
5
→

1
0

1
0
→

1
5

(5
年

変
化

率
%
)

図3-7 移出入超過状況で分類した社会

増減率 (N = 47)

移入・移出交互 (N = 6)

移出超継続 (N = 33)

移入超継続 (N = 8)

（資料）総務省「国勢調査」、厚生労働省「人口動態調査」
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に位置する都府県で構成され、東京、名

古屋、関西で構成する 3 大都市圏に加え、

福岡県で構成されることが特徴である。 

区分 4 は、移出超が継続する一方で自

然増も継続する県で、滋賀県のみが該当

する。かつて、区分 1 が 1960～80 年代に

経験した他地域への人口供給機能をいま

だに有している県といえる。関西と名古

屋都市圏に挟まれ、製造業の労働生産性

が高いなど、自然増を維持できる経済基

盤が維持されているため、自然増かつ社

会減となっていると考えられる。 

 

 人口動態と移住促進政策の積極性と（2）

の関係 

ここでは、人口動態と移住促進政策の

特徴を比較し、人口の自然・社会減に直

面する都道府県ほど移住促進政策に対し

積極的か、また実効性のある政策を打ち

出しているか、評価を試みた。 

まず初めに、図 3-8 に示した人口動態

区分と、前節で議論した移住促進政策の

積極性（KPI の設定項目数の大小）とで

クロス集計し、表 3-4 を得た。 

社会減、かつ自然減に直面している都

道府県が当てはまる区分 1 をみると、

1990 年代に自然減に転換した区分 1-1 で

は、移住促進政策に積極的と評価される

都道府県が消極的と評価される数を上回

る。一方、2000 年代に自然減へ転換した

区分 1-2 では、積極的と評価される都道

府県数が消極的と評価される数を下回る。 

すなわち、都道府県レベルで人口動態

の現状に対する危機感が醸成されたり、

200

KM

凡例

図3-8 1960年代以降の人口動態4区分

（資料）総務省「国勢調査」、厚生労働省「人口動態統計」、ESRI Japan

自然増→減の転換年代／社会増減

1-1： 1990年代／移出超継続

2：2000年代／移入・移出交互

1-2： 2000年代／移出超継続

3-1：2010年代／移入超継続

3-2：自然増継続／移入超継続

4：自然増継続／移出超継続
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数値目標を伴いながらこの問題に対する

施策を積極的に展開しようする機運が高

まったりするまでに、20 年程度の時間を

要する可能性が示唆される。 

実際、社会増減を繰り返し、2000 年代

に自然減へ転換した都道府県が該当する

区分 2 では、積極的と評価される都道府

県数とそうでない数が均衡している。さ

らに、社会増が続く都道府県、また、社

会減は続くも自然増が継続する都道府県

すべてで、消極的と評価された。 

 

 

 

人口動態
区分

社会増減
　　　自然減転換年代

定着支援あり 定着支援なし 総計

1 流出超 8 24 32

1-1 1990年代 4（秋田、鳥取、高知、鹿児島）
6（山形、和歌山、島根、山口、

徳島、愛媛）
10

1-2 2000年代 4（岩手、群馬、富山、山梨）

18（北海道、青森、福島、栃

木、新潟、福井、長野、岐阜、静
岡、三重、奈良、広島、香川、佐
賀、長崎、熊本、大分、宮崎）

22

まちまち 0 6 6

2000年代 0 6（岡山、京都、宮城、兵庫、石

川、茨城）
6

3 流入超 0 8 8

3-1 2010年代 0 4（福岡、大阪、千葉、埼玉） 4

3-2 自然増継続 0 4（東京、神奈川、愛知、沖縄） 4

流出超 0 1 1

自然増継続 0 1（滋賀） 1

総計 17 30 47

（資料）筆者作成

2

4

表3-5　人口動態区分別移住促進政策の実効性

人口動態
区分

社会増減
　　　自然減転換年代

移住促進政策に積極的
（移住・定住プロセス支援の5
項目のうち、KPI設定が3項
目以上）

移住促進政策に消極的
（移住・定住プロセス支援の5
項目のうち、KPIで設定が3項
目未満）

総計

1 流出超 14 18 32

1-1 1990年代 8（秋田、山形、和歌山、鳥取、

島根、山口、高知、鹿児島）
2（愛媛、徳島） 10

1-2 2000年代 6（北海道、岩手、群馬、山梨、

長野、静岡）

16（青森、福島、栃木、新潟、

富山、福井、岐阜、三重、奈良、
広島、香川、佐賀、長崎、熊本、
大分、宮崎）

22

まちまち 3 3 6

2000年代 3（茨城、石川、兵庫） 3（宮城、京都、岡山） 6

3 流入超 0 8 8

3-1 2010年代 0 4（埼玉、千葉、大阪、福岡） 4

3-2 自然増継続 0 4（東京、神奈川、愛知、沖縄） 4

流出超 0 1 1

自然増継続 0 1（滋賀） 1

総計 17 30 47

（資料）筆者作成

2

4

表3-4　人口動態区分別移住促進政策の積極性
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 人口動態と移住促進政策の実効性と（3）

の関係 

次に、図 3-8 で区分した人口動態と、

前節で議論した移住促進政策の実効性

（定着支援の有無）とでクロス集計し、

表 3-5 を得た。 

定着支援の KPI が存在する（＝実効性

のある移住促進政策を計画したと評価さ

れる）都道府県は 8 つにとどまる。そし

て、この 8 県は区分 1 に分類される。移

住促進政策において移住後の定着支援が

重要な政策課題であるという認識は、社

会減、自然減の都道府県の一部にとどま

ることが指摘できる。 

同時に、区分 2～4 の都道府県では、定

着支援の KPI がなく、移住支援は政策課

題として重要視しているものの、定着に

向けた支援は軽視されている。 

 

 小括 （4）

表 3-4、3-5 でみたとおり、人口動態と

移住促進政策の積極性、実効性との間に

相関関係を見出すことはできなかった。

すなわち、人口の自然減、社会減という

課題を抱えていても、移住促進政策の積

極性や実効性には結びついていない可能

性が都道府県版総合戦略に掲載された数

値目標、KPI の分析から指摘できる。 

表 3-6 は、表 3-4、3-5 を一つにまとめ

たものである。同表の左上から右下に向

けて都道府県が配置されれば、人口動態

と移住促進政策との相関関係を示すもの

となるが、実際には下線を施した県（赤

字）が相関関係から外れた。具体的には、

実効性高い
（定着支援あり）

実効性低い
（定着支援なし）

実効性高い
（定着支援あり）

実効性低い
（定着支援なし）

1 流出超 7 7 1 17 32

1-1 1990年代 4（秋田、鳥取、

高知、鹿児島）

4（山形、和歌

山、島根、山
0 2（愛媛、徳島） 10

1-2 2000年代 3（岩手、群馬、

山梨）

3（北海道、長

野、静岡）
1（富山）

15（青森、福島、栃

木、新潟、福井、岐
阜、三重、奈良、広
島、香川、佐賀、長
崎、熊本、大分、宮
崎）

22

まちまち 0 3 0 3 6

2000年代 0 3（茨城、石川、

兵庫）
0 3（宮城、京都、岡山） 6

3 流入超 0 0 0 8 8

3-1 2010年代 0 0 0 4（埼玉、千葉、大阪、

福岡）
4

3-2 自然増継続 0 0 0 4（東京、神奈川、愛

知、沖縄）
4

流出超 0 0 0 1 1

自然増継続 0 0 0 1（滋賀） 1

総計 17 10 1 29 47
（資料）筆者作成

表3-6　人口動態区分別移住促進政策の積極性・実効性

2

4

移住促進政策に積極的
（移住・定住プロセス支援の5項目のう

ち、KPI設定が3項目以上）

移住促進政策に消極的
（移住・定住プロセス支援の5項目のうち、

KPIで設定が3項目未満）
総計

人口
動態
区分

社会増減
　自然減転換
　　　　　　　年代
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人口の流出超（社会減）にありながら、

1990 年代に自然減へ転換し、かつ移住促

進政策に消極的かつ実効性の低い数値目

標や KPI を設定している県は、愛媛、徳

島の 2 県、社会減、2000 年代に自然減へ

転換したものの、同様に消極的で実効性

の低い数値目標、KPI を設定している県

は、青森、福島、栃木、新潟、福井、岐

阜、三重、奈良、広島、香川、佐賀、長

崎、熊本、大分、宮崎、の 15 県であった。 

5. おわりに 

本章では、都道府県版総合戦略に記載

のある移住促進政策を、数値目標・KPI

の設定有無から分析し、地域差を明らか

にした。すなわち、三大都市圏以外の地

域で数値目標・KPI の設定が多いという

分布の特徴は見られた点である。また、

人口動態にも三大都市圏、地方中核都市

とそれ以外で人口動態の地域差が認めら

れたが、人口の自然減や社会減が移住促

進政策の積極性や実効性を高めていると

は必ずしも言えなかった。 

地方創生における数値目標・KPI の設

定が推奨された理由は、政策の PDCA サ

イクルを確実に回すことを都道府県や市

町村に求めたためである。つまり、数値

目標・KPI の設定がみられない個別施策

は、それらが設定されている施策よりも

軽視しているとみなせる。 

移住・定住プロセス支援では、移住し

定着するという連続した時間経過に対す

る支援という視点に立ち、本章では 5 つ

の段階が数値目標・KPI によって PDCA

サイクルを実行できる環境にあるかを分

析した。そして、人口が自然減、社会減

に直面している都道府県ほど移住促進政

策を積極的に展開し、かつ実効性のある

取組みとする動機が働くという前提で、

人口動態と移住促進政策の積極性、実効

性との関係を探ったが、強い関係性は見

られず、むしろ、都道府県が移住促進政

策にどの程度本気で取り組もうとしてい

るかを浮き彫りにしたといえる。 

もちろん、本章の分析による評価は一

面的に過ぎず、本分析結果の考察には十

分な配慮が必要である。3 節（2）でも述

べたとおり、総合戦略に数値目標・KPI

の設定はないものの、移住・定着支援に

関する個別施策が挙げられている都道府

県も散見されることから、移住・定住プ

ロセス支援がどの程度個別の施策で実施

済みなのか、その実態を調べる必要があ

るからである。 

また、数値目標・KPI の設定数は、青

森県と宮城県で 24 と最小、東京都が最大

で 300 を超えており（中川内 2016）、多

様であった。地理的条件は都道府県や市

町村によって大きく異なるため、地方創

生の実効性を高めた結果が、地方版総合

戦略に反映されるともいえる。このこと

は、この分析の弱点であり、様々な角度

から都道府県ごとの移住に対する取組み

を評価する必要があろう。 

本章での議論は、前述のとおり都道府

県の移住促進政策を一面的に評価したに

過ぎないものの、移住者が必要とする政

策支援を受けられる都道府県は限られる

こと、東京に一極集中する人口の流れを

是正する政策効果を発揮しにくいことの

2 点を示唆するものである。 

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―
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付録 

 

 

都道府県名

①
認
知
支
援

②
入
口
支
援

③
マ

ッ
チ
ン
グ
支
援

④
就
職
支
援

⑤
定
住
支
援

都道府県名

①
認
知
支
援

②
入
口
支
援

③
マ

ッ
チ
ン
グ
支
援

④
就
職
支
援

⑤
定
住
支
援

北海道 無 有 有 有 無 京都府 有 無 無 無 無
青森県 無 有 無 無 無 大阪府 無 有 無 無 無
岩手県 有 有 有 有 有 兵庫県 無 有 有 有 無
宮城県 無 無 無 有 無 奈良県 無 無 無 無 無
秋田県 無 有 有 有 有 和歌山県 無 有 有 有 無
山形県 有 有 有 無 無 鳥取県 有 有 有 有 有
福島県 無 無 有 有 無 島根県 有 無 有 有 無
茨城県 有 有 有 有 無 岡山県 有 無 有 無 無
栃木県 無 無 無 有 無 広島県 無 無 無 有 無
群馬県 有 無 無 有 有 山口県 無 有 有 有 無
埼玉県 無 無 無 有 無 徳島県 無 無 無 有 無
千葉県 有 無 無 有 無 香川県 無 有 無 無 無
東京都 無 無 無 無 無 愛媛県 無 有 無 無 無
神奈川県 有 有 無 無 無 高知県 有 有 無 有 有
新潟県 無 無 無 無 無 福岡県 無 無 有 無 無
富山県 無 無 無 有 有 佐賀県 有 無 無 無 無
石川県 無 有 有 有 無 長崎県 有 無 無 無 無
福井県 無 無 無 無 無 熊本県 無 有 無 無 無
山梨県 有 無 無 有 有 大分県 無 無 無 有 無
長野県 無 有 有 有 無 宮崎県 無 無 無 有 無
岐阜県 無 無 無 有 無 鹿児島県 有 無 無 有 有
静岡県 有 有 無 有 無 沖縄県 無 有 無 無 無
愛知県 無 有 無 有 無
三重県 無 無 無 有 無
滋賀県 無 無 無 無 無
（資料）各都道府県総合戦略を基に筆者作成

表3-7　都道府県別総合戦略での移住にかかる数値目標・KPI設定の有無

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―
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第Ⅱ部 鳥取県における「地方創生」政策 

―移住と新規就農を中心に― 

 

 

 

 

第Ⅱ部では、鳥取県における「地方創生」政策を移住と新規就農を

中心に紹介する。第 4章では鳥取県および市町村、第 5章では鳥取

市について、地理的条件を踏まえながら移住促進政策を取り上げ、地

方版総合戦略を評価する。第 6 章では、鳥取市移住受け入れも含め

た地域づくりを担う自治組織を取り上げる。具体的には、歴史的な街

並み保存を中心とした景観維持に取り組む「いんしゅう鹿野まちづく

り協議会」の調査事例に基づき、自治組織だからこそ果たすことがで

きる役割について検討する。そして、第 7 章では移住理由の一つに

挙げられる新規就農に着目し、鳥取県における取組みの実態と移住促

進政策とのかかわりについて考える。また、補章として、島根県で進

む新規就農者と移住者の確保に関する取組みも紹介する。 

 

 

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―
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第 4章 移住の取組みからみた鳥取県および市町村の「地方版総合戦略」 

 

多田忠義 
 

要 旨 
 

  

数値目標・KPI による一面的な移住促進政策の評価では見落としがちな地域ごとの取組

み経緯や地理的条件等を把握するため、行政が把握する移住者数で全国トップの鳥取県を

対象とし、移住促進政策の導入経過と総合戦略の内容について分析した。 

過疎地域や振興山村地域に指定されるなど、条件不利地域の側面を有する一方、多様な

自然環境、気候条件や関西圏へのアクセス向上など、移住希望者の多様なニーズを受け入

れられる環境や定住条件の改善もみられ、2007（平成 19）年以降取り組んでいる移住促進

政策もあり、移住世帯は増加傾向である。 

鳥取県の総合戦略における移住の取組みは、これまでの蓄積を継続、発展する内容であ

り、全国的な都市から地方への移住ブームと政策効果とが共振し、成果を上げる可能性を

もつ。また、移住促進政策は市町村の取組みも必要不可欠であるが、総合戦略を分析する

と、既存の取組みで成果を挙げつつある市町村の一部では移住に関する数値目標・KPI が

確認できなかった。ゆえに、市町村の移住に関する取組みを評価するためには、取組み実

態を把握する必要があると指摘できる。 

 

1. はじめに 

第 3 章では、都道府県版総合戦略のう

ち移住に関する数値目標・KPI の分析を

通じて、その取組みが地域差を伴ってい

るか、また、取組みの方向性に違いがあ

るかを明らかにした。しかし、移住促進

政策を一つの政策文書を対象に分析した

ため、地方創生以前の取組みや、今後の

移住促進政策の展開方向性については明

らかにできていない。 

そこで、第 4～7 章では、移住促進政策

による移住者数が多く、地方創生が開始

される前から移住促進政策が先行して実

施されている都道府県の一つで、細かな

KPIの設定がみられる鳥取県（第4、7章）、

そして鳥取市（第 5、6 章）を事例地域と

して取り上げ、移住促進政策の実態と今

後の展開を検討する。 

本章では、まず、全国における移住者

数の変化とその背景、鳥取県の総合戦略

と地理的条件を把握し、鳥取県の移住促

進政策の契機と経過を分析する。最後に、

鳥取県総合戦略における移住政策につい

て取りまとめるとともに、鳥取県各市町

村の総合戦略のうち移住にかかる部分を、

第 3 章と同様の手法で評価し、実態との

ズレについて考察する。 

2. 全国の移住者数変化と鳥取県の位

置づけ 

 行政が把握する移住者数で全国ト（1）

ップの鳥取県 

都道府県間や都道府県内の人口移動は、

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―



 

 

- 50 - 

 

5 年に 1 度実施される国勢調査、住民基

本台帳に基づく調査、国立社会保障・人

口問題研究所の調査などが挙げられるが、

近年「田園回帰」で話題となっている田

舎暮らしへの憧れなどに基づく都市から

地方への移住者数を捉えている公的な統

計は存在しない。 

しかし、阿部・小田切（2015）、小田切

ほか（2016）は、全国移住者数調査を実

施し、その一端を明らかにした。一部の

府県でデータ未収集はあるものの、2009

（平成 21）年度には 2、842 人だった移

住者は年々増加し、2014（平成 26）年度

には 11、735 人と 5 年間で約 4 倍に増加

したことがわかる（図 4-1）（注 1）。これ

らの調査によれば、13 年度は鳥取県、

2014（平成 26）年度は岡山県が、全国で

一番多く移住者を受け入れた県であるこ

とがわかった。 

ただし、この注目すべき増加の

解釈には注意が必要である。年度

によってデータ収集ができなかっ

た県や市町村も含まれ、行政の介

入なしに移住した人は数字に含ま

れないという移住の対象範囲を限

定した調査結果である上、移住促

進政策を展開する自治体が増加し

たことにより勘定されるようにな

った移住者も含まれているためで

ある（作野 2016）。 

調査を実施した小田切氏も同様

の注意を促しているが、一方で、

移住者の定義をきわめて狭めた調

査であっても増加が確認されてい

ること自体に意義があるとしてい

る（小田切ほか（2016））。本章で

はこうした意見も踏まえつつ、地方創生

前から移住促進政策を展開し、移住者獲

得の実績が確認できているという点を重

視し、鳥取県の総合戦略、地理的条件、

取組み実態を明らかにすることとした。 

 

 移住者を①県外から転入し（注1）

た人、かつ②移住相談の窓口

や中古住宅を活用する「空き

家バンク」などの支援策を利

用した人またはその他の方

法で行政により把握されて

いる人で、行政窓口で把握可

能だった転勤や進学等で一

時的に転入した人を除外し

た数字と定義した。 

  

0

500

1,000

1,500

2,000

09年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

図4-1 09～14年度における45道府県移住者数

の推移と上位3県の内訳

鳥取県

島根県

長野県

岡山県

鹿児島県

岐阜県

0

5,000

10,000

15,000
（移住者数）

45道府県合計

（資料）阿部・小田切（2015），小田切・中島・阿部（2016）を基に筆者作成

（注） 下図は09～14年度で上位3県となった6県を表示し た。グラフに表示されてい

ない数値は，データが得られ ていない。また，全市町村が回答していない県も含ま

れる。東京都，大阪府は調査対象外である。
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 鳥取県総合戦略の概要 （2）

鳥取県が策定した総合戦略は図 4-2 に

まとめることができる。基本姿勢は「住

んで、訪れてよかったと誇れる鳥取県」

で、各県の特色が現れるキャッチコピー

となるが、基本目標では、国の総合戦略

で示されているまち、ひと、しごとに関

わる内容となる。ただし、鳥取県では、

まち、ひと、しごとという分類にこだわ

らず、生きる、住む、楽しむをテーマと

し、「む」で韻を踏む見出しでまとめてい

ることが特徴である。 

もちろん、政策分野に細分化すると、

まち、ひと、しごとで謳われている政策

分野が提示され、国が示した総合戦略に

概ね対応する総合戦略の構成となってい

る。そして、政策分野にそれぞれに対応

する数値目標が設定され、移住・定住と

新規就農者の取り組みは 9 の目標のうち

3 つも占める重要な取り組みであること

が確認できる。 

本レポートで中心的に取り上げる移

住・定住分野は 15 の KPI、14 の具体的

施策が総合戦略で確認されたほか、新規

就農に関連する分野、まちづくり、買い

物支援や再生エネルギーに関連する分野

も挙げると、本レポートで対象とする取

り組みは広範にわたる。なお、移住にか

かる総合戦略の中身は後述（表 4-4）す

る。 

 

 鳥取県の地理的条件と政策地域指定 （3）

移住を検討する人が移住先に求める自

然や社会経済環境は多様である。そのた

め、まずは鳥取県の地理的条件や政策地

域の指定状況から確認していきたい。 

住
ん
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鳥取県は、2016（平成 28）

年 10 月 1 日時点で人口が

569,579 人と、47 都道府県

で最小であり、1971（昭和

46）年以来 45 年ぶりに 57

万人を下回った（図 4-3）。 

1970（昭和 45）年代まで

は社会減（県外転出）によ

る人口減がみられたが、

1990 年代に人口の自然減

と社会減が同時進行するよ

うになり、2000 年代以降、

年 4 千人のペースで人口が

減少している（図 4-4）。な

お、総人口のピークは 1988

（昭和 63）年の 616,371 人

（鳥取県調べ）である。 

人口は日本海側に多く分

布しており、特に、鳥取市、

倉吉市、米子市、境港市に

集中している（図 4-5）。一

方で、山地・丘陵地が広が

 

図 4-5 鳥取県における人口分布（2010 年、500m メッシュ） 

（資料）国土交通省国土政策局「国土数値情報」、ESRI Japan データを基に作成 
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っている県南部では（図 4-6）、沢筋に集

落が点在し、山村も広く見られるのが特

徴である。経済圏は、この人口集中地域

別に、東部から鳥取圏、倉吉圏、米子圏

で構成される。 

また、気候条件は県南部ほど厳しく、

冬期間（12～3 月）の日最低気温の経年

平均をみると、米子市の-1.3℃から日南

町の-13.7℃まで多様な分布となってお

り（図 4-7）、最深積雪は、大山周辺、三

朝町～鳥取市の山間部、岩美町から若桜

町にかけての県境で多い（図 4-7）。日本

海側に面していることから、季節風によ

る降雪があり、全県が豪雪地帯対策特別

措置法により豪雪地帯に指定されている。 

以上のように、日本海に面し、平地、

 

図 4-7 鳥取県の最深積雪（1km メッシュ） 

（資料）図 4-5 に同じ 
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図 4-6 鳥取県の地形起伏、冬期間（12～3月）の日最低平均気温 

（資料）図 4-5 に同じ 
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山地と変化に富む自然環境と、冬期間は

積雪地帯であるという四季のメリハリの

ある気候条件とがそろっており、移住者

が求める自然環境条件に対応可能な多様

性を備えた地域である。 

土地利用状況をみると（図 4-8）、県土

の多くが民有林で、大山周辺、三朝町か

ら鳥取市にかけて、および智頭町、若桜

町で国有林が確認できる。一方、農業振

興地域整備計画に基づく農用地区域（農

業上の利用を確保すべき土地として指定

された土地）は平場の多い日本海側の市

町村に多く、市町村面積の一番大きい鳥

取市は、土地利用の面からみても、多様

である。 

 

図 4-9 鳥取県の過疎地域・進行山村指定状況 

（資料）図 4-5 に同じ 
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図 4-8 鳥取県の土地利用区分（国土計画利用法関係） 

（資料）図 4-5 に同じ 
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農山村に関係する政策指定地域として、

振興山村地域と過疎地域がある（図 4-7）。

振興山村地域は、1965（昭和 40）年に制

定された山村振興法（昭和 40 年法律第

64 号）に基づく地域指定で、「国土の保

全、水源のかん養、自然環境の保全等に

重要な役割を担っている山村の経済力の

培養と住民の福祉の向上等を図る」とし

た議員立法に基づくものである（注 2）。

これに指定された地域では、各種事業の

国庫負担率かさ上げや税制特例を実施す

るほか、各種配慮事項を規定している。

時限法であるが、延長・改正を重ね、現

行法の期限は 2025 年 3 月 31 日である。 

一方、過疎地域は、1970（昭和 45）年

の議員立法である過疎地域対策緊急措置

 

図 4-10 鳥取県の土地利用区分 

（資料）図 4-5 に同じ 
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図 4-11 鳥取県の主要交通体系 

（資料）図 4-5 に同じ 
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法に基づく指定地域で、4 回の延長・改

正を重ねている。目的は都度変更されて

いるが、地域格差の是正、住民福祉の向

上、雇用の増大に加え、近年では過疎地

域の自立促進等が盛り込まれている。現

行法の期限は 2021 年 3 月 31 日である。

指定要件は、人口減少率と財政力指数で

定められる（注 3）。 

鳥取県内で、振興山村と過疎地域の両

方の指定を受けているのは、日南町、日

野町、智頭町、若桜町の 4 町である。ま

た、同一市町村内に両方の指定地域を含

むのは、伯耆町、鳥取市、八頭町の 3 市

町で、鳥取市は 2005（平成 17）年の広域

合併による旧町村がおおむね該当し、県

庁所在地であり、人口が県内で最も集中

している一方、国による条件不利の指定

を受けた地域も内包する多様さが特徴的

である。 

農地に関する地域区分のひとつとして、

農林水産省による農業地域類型が挙げら

れる。これによれば、農林統計の分析及

び農政の推進の基礎資料として活用する

ため、旧市区町村ごとに、その地域の土

地利用上の特性により類型化した統計表

章区分を設定することとしている。 

具体的には、人口集中地区（DID）の

面積割合、林野率、耕地率等の地域農業

構造を規定する基盤的条件の等質性に基

づいて分類される都市的、平地、中間、

山間の 4 農業地域（第 1 次分類）と、こ

の分類毎に農業経営の特徴として水田率

を参照して水田型（水田率 70％以上）、

田畑型（同 30～70％）、畑地型（同 30％

未満）の 3 分類（第 2 次分類）とし、計

12 の組み合わせパターンが存在する（図

4-10）。 

この区分をみても、鳥取県の農業生産

が都市、平地、中山間地域のいずれでも

多様であるかが確認できる。すなわち、

山間地域で畑地型は確認できないものの、

それ以外の地域では、水田型、田畑型、

畑地型が分布している点が特徴である。

特に、鳥取市では、都市、平地、中山間

図 4-12 鳥取市役所から 2時間半車で移動した場合の到達可能圏の比較 

（資料）図 4-5 に同じ （注）車速は ArcMap の既定値を用いた。 
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地域の条件が当てはまり、水田型、田畑

型、畑地型が含まれ、日南町、日野町、

智頭町のように山間地域かつ水田型とい

う単一地域とは対照的で、特徴的でもあ

る。 

最後に交通体系をみると（図 4-11）、

鉄道は主要都市を結ぶものの、鉄道駅の

ない町村もあり、道路網が人、物流の基

盤となっている。かつて、米子市から鳥

取市までの東西移動は国道 9 号線に依存

してきたが、現在も山陰自動車道の整備

が進んでいる。ただし、鳥取市周辺、北

栄町周辺の事業が進行中であるため、移

動可能範囲の広まりは限定的である。一

方、2 つの中国横断自動車道が米子市と

鳥取市から中国山地を越えて中国縦貫自

動車道に接続しており、米子側（米子自

動車道）は 1992（平成 4）年、鳥取市側

（鳥取自動車道）は 2013（平成 25）年に

全線開通した。鳥取自動車道の開通効果

は大きく、これまで 2 時間半で到達でき

なかった兵庫県神戸市周辺まで到達でき

るようになり、関西圏へのアクセスが大

幅に改善した（図 4-12）。 

移住者にとっての鳥取県の魅力は、田

舎暮らしへの憧れを受け入れる多様な自

然環境、気候条件を選択できる点、関西

圏へのアクセス改善、地域ごとに多様な

作物展開がみられ就農しやすい環境（第

6 章で詳述）などが挙げられる。また、

詳しくは注 4 の文献を参照されたいが、

ジャパンディスプレイやセイコーエプソ

ンなどの電子デバイス工場が立地するた

め、これらの産業が全国に比べ特化して

おり、就業先を確保しやすいことも移住

者を引き付ける要素となっている可能性

がある。 

 主務大臣（国土交通大臣、総務（注2）

大臣及び農林水産大臣）が、都

道府県知事の申請に基づき、国

土審議会の意見を聞いて、振興

山村を指定。指定要件は、旧市

町村（昭和 25 年 2 月 1 日時点の

市町村）単位に林野率（昭和 35

年）75％以上かつ人口密度（昭

和 35 年）1.16 人／町歩未満等。 

 総務省「これまでの過疎対策法（注3）

について」に詳細あり。 

http://www.soumu.go.jp/main_con

tent/000288551.pdf （2017 年 2

月 21 日最終閲覧） 

 経済産業省「鳥取県の地域経済（注4）

分析」 

http://www.meti.go.jp/policy/local

_economy/bunnseki/47bunseki/31t

ottori.pdf （2017 年 2 月 23 日最

終閲覧） 

3. 鳥取県における移住促進政策 

 取組みの契機 （1）

前述の通り、鳥取県では 1988（昭和 63）

年を境に総人口が減少に転じている。た

だし、人口流出は高度経済成長期以降継

続していたため、産業誘致や雇用対策な

どの人口流出対策を展開してきた。 

表 4-1 は、現在鳥取県で取り組む移住

促進政策を、第 3 章の表 3-1 で提示した

移住・定住プロセス支援に基づき分類し

たものである。地方創生が開始される以

前から多くの支援を展開していることが

わかる。 

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―

http://www.soumu.go.jp/main_content/000288551.pdf
http://www.soumu.go.jp/main_content/000288551.pdf
http://www.meti.go.jp/policy/local_economy/bunnseki/47bunseki/31tottori.pdf
http://www.meti.go.jp/policy/local_economy/bunnseki/47bunseki/31tottori.pdf
http://www.meti.go.jp/policy/local_economy/bunnseki/47bunseki/31tottori.pdf
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取組みの始まりは、1994（平成 6）年

に開始された④就職支援（丸数字は表 4-1

の分類を示す、以下同じ。）にさかのぼる。

この取組みを推進するにあたり、1995（平

成 7）年に公益財団法人ふるさと鳥取県

定住機構が設立されている。この財団は、

設立当初、就職先の紹介支援を通じて若

者の県内就職を推進するという人口流出

防止の側面に焦点を当てた取組みを展開

したが、次第にUターン者の就職支援（里

帰り就職の支援）や移住定住支援にまで

事業内容を徐々に拡大している。11 年以

降，鳥取県から移住定住サ

ポートセンターの業務を受

託したことで、住居、職業

の紹介や相談先の一本化を

図るワンストップ窓口の機

能を持つようになった（付

録の図 4-15～4-18を参照の

こと）。 

次に実施され始めた支援は、①認知支

援と②入口支援で、いずれも 2007（平成

19）年以降の取組みである。団塊世代の

大量退職でUターンが見込まれたことも

あり、情報発信と相談機能の強化が優先

された。鳥取県では、情報発信や県外か

らの問い合わせを、県（実務上は、公益

財団法人ふるさと鳥取県定住機構）に一

本化して対応している。これにより、市

町村では、移住先の具体的選定や相談、

移住後の支援などに人員を割くことがで

きる体制となっている。 

市町村名 軒数 期間 開始年
鳥取市　　　　 9 3日～1年 2007年～
米子市　　　　 3 3日～90日 2015年～
智頭町　　　　 3 3日～3ヶ月 2009年～
倉吉市　　　　 2 2日～3ヶ月（就農希望者は6ヶ月） 2015年～
若桜町　　　　 2 3日～3ヶ月 2016年～
岩美町　　　　 1 1ヶ月 2014年～
琴浦町　　　　 1 3日～1ヶ月 2013年～
北栄町　　　　 1 3日～3ヶ月 2015年～
合計 22

表4-2　鳥取県移住定住ポータルに掲載のあったお試し住宅

資料　とっとり移住定住ポータルサイト（http://furusato.tori-info.co.jp/）
　　　より作成（2017年2月27日最終閲覧）

分類 事業期間 事業名等

移
住
・
定
住
プ
ロ
セ
ス
支
援

①認知支援

2007 – 現在 とっとり移住定住ポータルサイトによる情報発信

2008 – 現在
ふるさと回帰支援センター東京へのブース出展による
情報発信

2009 – 現在 メルマガ「鳥取来楽暮通信」による情報発信

2011 – 現在 ツイッターによる情報発信

2012 – 現在
ふるさと回帰支援センター大阪へのブース出展による
情報発信

②入口支援

2007 – 現在
県移住定住サポートセンターの設置
→2010年に関西相談窓口設置、2011年に（公財）ふるさと鳥取県定住機
構に委託し窓口一本化。2011年8月に東京相談窓口を開設。

2008 – 現在 市町村合同相談会 in 大阪

2008 – 現在 鳥取県移住定住交付金による市町村取組への支援
2009 – 現在 住宅相談員の設置

2012 – 現在 市町村専任相談員設置への支援
2014 – 現在 市町村合同相談会 in 東京

③マッチング支援 2011 – 現在 お試し住宅設置の支援
④就職支援 1994 – 現在 ふるさと鳥取県定住機構を中心とした取り組み

⑤定住支援 2013 – 現在
移住者受入地域組織・団体の立ち上げ支援
民間団体との協働による移住定住の一元的な推進

（資料）鳥取県Web、鳥取県提供資料、聞き取り調査を基に筆者作成

表4-1 鳥取県における移住促進政策とその分類
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最近実施され始めた取組みは、③マッ

チング支援と⑤定住支援である。鳥取県

への I ターン者（県外出身者の移住者）

数が増加するなか（次節詳述）、移住希望

先と移住希望者とのミスマッチングを軽

減し、移住者が地域コミュニティに定着

できるよう支援する必要に迫られ、これ

らの支援が展開している。2011（平成 23）

年より県がお試し住宅の設置支援に乗り

出したが、一部市町村ではそれ以前から

の取組みもあり、2017（平成 29）年現在、

県内では少なくとも 22 件が提供されて

いる。 

⑤の定着支援は、単なる行政側の受け

入れ支援にとどまらず、既存の地域コミ

ュニティ活動に移住者を受け入れる機能

を加える働きを持っている点が特徴であ

る。鳥取県では、移住者の定着支援活動

を手助けする手法の

一つとして、コミュ

ニティ内の空き家管

理をコミュニティに

取り組んでもらって

いる。ここで管理さ

れた空き家は、移住

希望者に提供される

ことになっており、

また、地域内の空き

家を発掘することを

通じて、空き家解消と移住者受け入れに

よる人口増加というコミュニティの課題

解決にもつなげている。 

なお、鳥取県では、移住・定住支援は

市町村が主体的に取り組むものと考え、

市町村の取組みに対する財政支援を通じ

た主体的な移住・定着を支援する枠組み

を提供するように努めている。具体的な

取組みの一つは、移住相談員の全市町村

配置で、これにより、鳥取県内すべての

市町村で移住者の受け入れに向けた各種

施策の推進や移住に関する相談受付が実

現している。一方、鳥取県では、情報発

信や鳥取県への移住に関心のある人の相

談窓口など、全県で取り組むほうが効率

的、効果的である認知支援や入口支援に

軸足を置いた施策を展開している。 

 

移住目的
農林水産業 35 （9.9） 32 （6.7） 38 （5.8） 20 （2.0） 22 （2.0） 147 （4.1）
田舎暮らしを志向 83 （23.4） 69 （14.4） 64 （9.8） 91 （8.9） 87 （7.8） 394 （10.9）
企業等への就職 132 （37.3） 195 （40.7） 284 （43.7） 436 （42.7） 408 （36.6） 1,455 （40.2）
起業 15 （4.2） 13 （2.7） 22 （3.4） 21 （2.1） 22 （2.0） 93 （2.6）
結婚・子育て 27 （7.6） 79 （16.5） 63 （9.7） 148 （14.5） 154 （13.8） 471 （13.0）
介護 10 （2.8） 9 （1.9） 18 （2.8） 26 （2.5） 24 （2.2） 87 （2.4）
退職・卒業等による帰郷 26 （7.3） 75 （15.7） 142 （21.8） 185 （18.1） 182 （16.3） 610 （16.9）
その他 26 （7.3） 7 （1.5） 19 （2.9） 94 （9.2） 215 （19.3） 361 （10.0）
合計 354 （100.0） 479 （100.0） 650 （100.0） 1,021 （100.0） 1,114 （100.0） 3,618 （100.0）
資料　鳥取県元気づくり総本部元気づくり推進局とっとり暮らし支援課資料より作成

単位：世帯、（％）
2012年度 13年度 14年度 15年度 5年度の合計16年度
表4-3　鳥取県への移住目的別世帯数の推移
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（年度）図4-13 鳥取県への移住状況
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資料 鳥取県元気づくり総本部元気づくり推進局とっとり暮らし支援課資料より作成

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―



 

 

- 60 - 

 

 鳥取県への移住状況とその理由 （2）

以上の取組みが展開する鳥取県では、

年々、支援制度を利用した移住が増加し

ている（図 4-13）。移住世帯の UI ターン

別内訳が不明な年もあるが、2016（平成

28）年度では 49％が U ターン、46％が I

ターンで、2014（平成 26）年度以降 2 年

連続で I ターンの割合が高まっている。 

次に、鳥取県への移住理由（表 4-3）

をみると、企業等への就職の回答が世帯

数、割合ともに最大であることが確認で

きる。農林水産業と回答した世帯数は 5

年間で移住した世帯の 4％であるが、こ

れに田舎暮らしを志向と回答した世帯を

合わせると移住世帯全体の 15.0％となる。

これは、鳥取県でも「農」に関心を持つ

人が移住の一翼を担っていることを示し

ている（第 7 章で、新規就農対策に関す

る取組みを詳述）。 

また、農林水産業と田舎暮らしを志向

と回答した世帯主の年齢分布（図 4-14）

をみると、農林水産業と回答した人は 20

～40 代に多く、田舎暮らしを志向と回答

した人は 60 代以降が最も多いことが特

徴である。若い世代は就業を、高齢世代

は田舎暮らしを志向した移住が多い一方

で、若い世代のなかにも田舎暮らしを志

向する傾向がある。 

「農」に関心を持つ移住の次に高い割

合を示したのが、退職・卒業等による帰

郷（16.9％）である。高度経済成長期に

大都市へ流出した人が退職を機にUター

ンしていると考えられるほか、近年の地

元就職志向を受け、大学進学で一旦流出

した人が就職を機にUターンしていると

みられる。特に地元就職は、ふるさと鳥

取県定住機構が長年取り組んできており、

時代の流れや労働需給の改善などの要因

が重なったとみられる。 

4 番目に高いシェアとなった理由は、

結婚・子育て（13.0％）である。この点

は、移住・定住プロセス支援よりも、む

しろ住民サービスそのものに対する魅力

が高く、移住希望者の気持ちをつなぎと

めたと考えられる。 

 

 総合戦略における移住政策の位置づ（3）

け 

地方創生の取組みが始まる前から、全

国に先駆けて移住促進政策が展開する鳥

取県では、その取組みをさらに発展させ

る方向で総合戦略が策定されている（表

4-4）。 

移住・定住プロセス支援別に総合戦略

の数値目標・KPI をみると、すでに実績

がある項目がほとんどで、新規に移住促

進政策を開始する都道府県とは異なる取

組み水準に達していることが確認できる。
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図4-14 年代別移住理由の世帯数推移

農林水産業 田舎暮らしを志向

資料 表4-3に同じ （注）12～16年度の合計値。
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すでにほとんどの取組

みは助走状態にあり、

移住・定着の取組みを

一段と深める段階であ

るといえる。 

ちなみに、世論の動

向を確認すると、内閣

府の世論調査「東京在

住者の今後の移住に関

する意向調査」（2014

（平成 26）年 8月調査）

では，東京在住者の約

4 割が移住予定，また

は移住を検討したいと

思っているほか，同「農山漁村に関する

世論調査」では，都市住民の農山漁村へ

の定住願望は，2014（平成 26）年に 31.6％

と，05 年の 20.6％から 10 ポイント以上

上昇している。また、農山漁村地域に定

住して過ごしたいこととして、回答者の

4 割が趣味、もしくは所得源として農林

漁業に関わりたいとしている。 

こうした都市から地方へ移住への希望

が高まる中、移住促進政策が移住ニーズ

と共振し、鳥取県における移住の取組み

が成果を上げる可能性もある。 

4. 鳥取県各市町村の総合戦略におけ

る移住取組みの目標 

 市町村の総合戦略の特徴 （1）

鳥取県では、市町村と一体となり移住

促進に取り組んでいる。もちろん、鳥取

県に先駆けて独自に移住・定住支援に乗

り出した市町村もあり、移住促進政策の

歴史的経緯は様々である。 

ここでは、移住促進政策の実効性を高

めるうえで不可欠な市町村の取組みを、

市町村版総合戦略の移住促進にかかる数

値目標・KPI から評価し、鳥取県におけ

る移住・定住にかかる取組み目標の地域

差を確認する。 

表 4-5 は、第 3 章同様、移住・定住プ

ロセス支援に基づいて、各市町村の総合

戦略を分類したものである。この結果、

移住促進政策に対し積極的と評価された

市町村は、鳥取市、米子市、南部町、倉

吉市、大山町、八頭町の 6 市町で、実効

的と評価された市町村は、鳥取市、米子

市、琴浦町の 3 市町である。 

積極的、実効的と評価される市町村の

地理的分布は、鳥取経済圏、倉吉経済圏、

米子経済圏の中心市町に集中しており、

県南部の中山間地域では、数値目標・KPI

の設定が控えめとなっていることが特徴

である。 

もう一つの地域差は、公営住宅や分譲

地、分譲住宅の整備を KPI として掲げる

指標 現状→目標（KPI）

基本目標
社会増減

1,109人→転出超過を５年かけて半減させ、そ
の５年後に転入転出者数を均衡

移住者数
1,246→6,000人
（15～19年度）

移
住
・
定
住
プ
ロ
セ
ス
支
援

①認知支援
• Uターン情報の受信者数（SNS等）
• とっとり仕事・定住バンク登録者数

なし→1,500人
4,000→8,000人

②入口支援 • 移住定住促進専任相談員の人数 11→25人

③マッチング支援 • お試し住宅、短期滞在施設の棟数21→30棟

④就職支援

• 県外大学進学者の県内就職率
（県出身者が多い大学）

• ・県外学生の県内企業へのイン
ターンシップ参加者数

29.5％→40％

10→200人

⑤定住支援 • 移住者受入地域団体数 5→20団体

表4-4 鳥取県の総合戦略における移住

資料 鳥取県「鳥取県元気づくり総合戦略」（平成27年10月）
（注） 現状，目標（KPI）ともに総合戦略に記載の数字を転載した。現状は14年もしくは14年度
を指すが，一部指標は10～14年（度）の累積 であった。
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地域も散見された点である。移住・定住

プロセス支援の枠組みでは取りこぼして

しまう支援項目であるが、そもそも住宅

供給の乏しい地域では、公営住宅や分譲

地、分譲住宅の整備が不可欠な取組みで

ある。地域ごとの課題に応じて政策課題

を立て、住宅整備という具体的な目標を

示したことは、移住促進政策に対し積極

的である要素の一つといえよう。 

 

 移住・定住プロセス支援の枠組みに（2）

よる政策目標評価の限界 

前節では市町村版総合戦略

に記載の内容に従って分析し

た結果を述べたが、一方で、

総合戦略の内容に基づく評価

の限界も以下の通り 2 点確認

された。 

第 1 に、智頭町など、先進

事例で紹介される地域でも、

積極性、実効性が低く評価さ

れている点である。このよう

な市町村では、そもそも総合

戦略として数値目標・KPI を

設定するまでもなく、人口問

題に対して課題意識を持って

各種対策に取り組んでおり、

あえて総合戦略で政策課題の

設定と移住促進政策を打ち出

す必要がなかったと考えられ

る。 

第 2 に、お試し住宅を実際

に提供している智頭町、若桜

町、琴浦町、岩美町、北栄町

（表 4-2）が③マッチング支

援に関するKPIを設定してい

ないために過小評価されている点である。 

移住・定住プロセス支援で分析する枠

組みは、都道府県の取組み評価において

一定の機能を発揮したが、市町村段階で

は、都道府県以上に機能しないことが指

摘でき、総合戦略の内容から実際の取組

み状況を類推する上で一層の注意が必要

であるといえる。 

5. おわりに 

鳥取県は、2000 年代以降、移住促進政

移
住
・
定
住
プ
ロ
セ
ス

支
援
状
況

市
町
村

移
住
者
数
の

数
値
目
標
・
K
P
I

①
認
知
支
援

②
入
口
支
援

③
マ

ッ
チ
ン
グ
支
援

④
就
職
支
援

⑤
定
住
支
援

（
参
考

）
住
宅
整
備

鳥取市　　　　有 有 有 有 有 有 無
米子市　　　　有 有 有 有 有 有 無

①～⑤のうち4つ 南部町　　　　有 有 有 有 有 無 有
倉吉市　　　　有 有 有 有 無 無 無
大山町　　　　有 無 有 有 有 無 無
八頭町　　　　有 有 無 有 有 無 有
江府町　　　　有 有 有 無 無 無 有
三朝町　　　　有 有 有 無 無 無 無
日野町　　　　有 有 有 無 無 無 有
北栄町　　　　有 無 有 無 有 無 無
岩美町　　　　有 無 有 無 無 無 有
琴浦町　　　　有 無 無 無 無 有 無
若桜町　　　　有 無 有 無 無 無 無
日吉津村　　　無 有 無 無 無 無 無
日南町　　　　有 無 有 無 無 無 有
伯耆町　　　　有 無 無 有 無 無 無
境港市　　　　有 無 無 無 無 無 無
智頭町　　　　有 無 無 無 無 無 無
湯梨浜町　　　有 無 無 無 無 無 無

18 9 12 7 6 3 6
（資料）各市町村公表の総合戦略を基に筆者作成
注　改訂版総合戦略が存在する場合、その内容を優先した。

総計（有の数）

表4-5　市町村総合戦略における移住促進の取り組み目標

①～⑤すべて

①～⑤のうち3つ

①～⑤のうち3つ

①～⑤のうち3つ

個別KPIなし
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策に全県挙げて取り組んでおり、県の過

半が条件不利地域に指定されているもの

の、都市から地方への移住という時代の

流れの後押しもあって移住者は増加して

いる。また、移住者を引き付ける鳥取県

の地理的条件として、移住希望者の多様

なニーズを満たす自然環境と気候条件、

高速道路網の整備拡大といった関西圏か

らのアクセス改善等が挙げられる。 

第 3 章で提示した移住・定住プロセス

支援の枠組みによる総合戦略の分析には

限界があり、これまでの取組み経緯や実

態を踏まえて移住促進政策を評価する必

要がある。一方で、2007（平成 19）年以

降、鳥取県では移住促進に関する取組み

を着実に展開し、総合戦略で現状の数値

と目標数値の双方を盛り込めた点は評価

される。これまでの取組みという助走が

あるため、5 年後の取組み結果を設定し

やすかったのではないかと考える。 
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付録 

 

図 4-15 ふるさと鳥取県定住機構が担うワンストップサービスの概念図 

資料 公益財団法人ふるさと鳥取県定住機構提供資料を転載 
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図 4-16 ふるさと鳥取県定住機構の業務紹介①移住定住支援 

資料 公益財団法人ふるさと鳥取県定住機構提供資料を転載  
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図 4-17 ふるさと鳥取県定住機構の業務紹介②ふるさと就職支援 

資料 公益財団法人ふるさと鳥取県定住機構提供資料を転載  

農林中金総合研究所　総研レポート　2017年7月
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図 4-18 ふるさと鳥取県定住機構の業務紹介③若年就職支援 

資料 公益財団法人ふるさと鳥取県定住機構提供資料を転載  
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第 5章 鳥取市における移住促進政策の展開 

 

多田忠義 
 

要 旨 
 

  

移住者が多い鳥取県鳥取市において展開する移住促進政策の特徴を分析した。2005（平

成 17）年に人口減少に転換し、これを契機として 2006（平成 18）年に取組み始めた各種

施策は、他の関係団体との連携のもとで構築された重層的な支援体制、切れ目のない、継

続した支援の実施、移住者の定着重視、地元住民の関与といった特徴を有する。これらが、

移住者と移住先社会とを調和させる効果を持つと考えられ、移住者の増加や定着に寄与し

ている。 

同市の移住に関する総合戦略は、これまでの蓄積を生かした取組みの展開が期待できる

一方、KPI に定着率を含めることで、より実効性が高まる可能性を指摘できる。 

 

1. はじめに 

第 4 章では、移住促進政策の経緯と実

態を踏まえる必要性を指摘した。そこで

第 5、6 章では、鳥取県で最も移住者が多

く、2000 年代半ばから移住促進政策に取

り組んでいる鳥取市を事例として取り上

げる。第 5 章では、鳥取市における移住

促進政策の取組み経緯と政策の概要、移

住状況と総合戦略における移住の取組み

について取りまとめ、第 6 章では、移住

者を実際に受け入れる地域コミュニティ

の取組み例を取り上げ、2 つの章から移

住を二つの側面から分析する。 

2. 鳥取市の概要と移住促進政策の契

機 

 人口動態 （1）

現在鳥取市となっている地

域の人口は、2005（平成 17）

年をピークに減少に転じてい

る（図 5-1）。この要因を自然

増減（出生者数から死亡者数

を差し引いた正味の増減）と

社会増減（転入者数、転出者

数、外国人登録等から求める

正味の増減）でみると、2006

（平成 18）年度を境に出生者

数が死亡者を下回る自然減へ

転換し、2004（平成 153）年

度を境に社会減に転換してい

0

5

10

15

20

25

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

（万人）

（年）図5-1 鳥取市の人口推移

老年人口（人） 生産年齢人口（人） 年少人口（人）

（資料）RESASデータ（原典は総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題

研究所「日本の地域別将来推計人口」）、総務省「平成27年国勢調査」より作成

社人研による予測値
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ることがわかる（図 5-2）。

しかも、社会減が 2000 年代

半ば以降に進行したことが、

2000 年代後半の人口減少

を引き起こした主因である。 

社会減が進行した原因は

いくつか考えられるが、主

に、公共事業削減による建

設業の事業所数縮小と製造

業の海外移転が挙げられる。

事業所・企業統計調査の

2001 年と 2006（平成 18）年の結果（鳥

取県地域振興部統計課公表）を比較する

と、民営事業所従事者数総数が▲1.8％に

対し、第 1～3 次産業の寄与度がそれぞれ

▲0.1 ポイント、▲5.3 ポイント（うち建

設業▲2.4 ポイント、製造業▲2.6 ポイン

ト）、3.6 ポイントとなっており、第 3 次

産業で受け止められなかった労働力が流

出した可能性があると指摘できる。 

2010（平成 22）年代に入ると、自然減

と社会減を合わせると年 1 千人前後で推

移しているが、社会減が自然減を上回っ

ている状態が続いており、社会減（人口

流出）対策が政策課題の一つであると確
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2
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2
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2
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6

（人）

（年度） （年）図5-2 鳥取市における要因別人口増減

社会増減 自然増減 人口増減

（資料）RESAS（原典は総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する

調査」）を基に作成 （注）2012年までは年度、2013年以降は暦年データ。

～
郷
土
愛
を
育
み
人
が
つ
な
が
る
ま
ち
む
ら
創
生
～

次世代の
鳥取市を担う
‘ひとづくり’

合計特殊出生率 1.8（2020年）

2.07（2030年）

教育の充実・郷土愛の
醸成

10 8

結婚・出産・子育て支援 22 15

誰もが活躍できる
‘しごとづくり’

正規雇用創造目標数 5,000人以上（5年間）

企業誘致数（補助事業指定企業件数）

75件以上（5年間）

地域経済の再生と産業
の底上げ

19 16

人材の確保と育成強化 9 11

にぎわいにあふれ
安心して暮らせる

‘まちづくり’

IJUターンの受入者数 6,000人（5年間）
正規雇用創出数 10,000人（4年間）
転出超過を5年かけて半減させ、その5年後に
転入転出者数を均衡

ふるさと・
いなか回帰の促進

11 12

交流人口の拡大 9 9

住み良い環境づくり 21 22

総合戦略（2015～19年度の5か年）

（資料） http://www.city.tottori.lg.jp/www/contents/1470722618038/files/senryaku2.pdf （最終確認： 2017年3
月23日） （注）KPI項目数、具体的施策数は「●」または「・」で始まる内容を対象とし計上した。

総合戦略の柱 基本目標・数値目標

図5-3 鳥取市創生総合戦略の体系図

具体的な施策

テ
ー
マ

KPI
項目数

具体的
施策数
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認出来る。 

 

 鳥取市の総合戦略 （2）

鳥取県が策定した総合戦略は図 5-3 に

まとめることができる。鳥取県の総合戦

略では、基本目標、政策分野、数値目標、

KPI、施策という流れでくみたてられて

いたが、鳥取市では、総合戦略の柱、基

本目標・数値目標、具体的な施策、KPI、

で組み立てられている。両者に構造の違

いは認められるものの、鳥取市のほうが

島根県に比べ、まち、ひと、しごとの 3

分野を総合戦略の柱として明示し、それ

につながる具体策を提示している。 

本章の分析対象である移住に関する取

組みは 3 つの基本目標・数値目標に示さ

れており、重点施策の一つであることが

わかる。 

 

 地理的条件 （3）

第 4 章では、鳥取県の地理的条件につ

いて図 4-2 から 4-9 を参照しながら確認

したため、ここでは簡単に鳥取市の地理

的条件について確認する。 

鳥取市は，県内で最も人口が集中して

おり（図 4-5）、海から内陸部まで地形起

伏が豊かである（図 4-6）。そのため、冬

期間の積雪深は南北で差が大きく（図

4-7）、土地利用区分や条件不利地域等の

政策地域指定も市内で異なる（図 4-8、

4-9、4-10）。また、高速道路開通に伴う

関西圏へのアクセス改善の効果を得やす

い地域である（図 4-11）。 

以上のように、都市から農村まで，あ

るいは海岸付近から平野，そして山村ま

でをカバーする恵まれた地理的条件を持

ち，多様な移住定住ニーズを受け入れる

素地が備わっているのが、鳥取市の最大

の特徴である。 

また，上記以外にもいくつか移住希望

者を引きつける特徴がある。例えば、移

住希望者に人気の温泉施設が生活圏から

至近であること、食材が豊富で新鮮であ

ること、全般に物価が安いことなどであ

る。 

一方，買い物や通勤・通院などで自家

用車に依存せざるを得ない地域が多いた

め、自家用車を確保する等の対策が必要

である。ちなみに、鳥取市、自検協（AIRIA）

によれば、世帯当たりの自動車保有台数

は、東京都で 0.456 台、全国平均 1.069

台であるのに対し、鳥取市では1.79台と、

全国平均の 2 倍弱、東京都の 4 倍強の保

有となっている。 

また，図 4-4 のとおり、鳥取市市街地

で数十 cm、鳥取市南部の山沿いでは 2m

以上の積雪が例年見込まれる積雪地域で

あることを移住者は覚悟しなければなら

ない。こうした点を移住希望者が受け入

れられるかが移住に向けた第一関門とな

っている。 

3. 鳥取市における移住促進政策の展

開 

 契機は合併後の人口減少 （1）

鳥取市が移住に取り組むようになった

契機は、2005（平成 17）年以降の人口減

少に対する危機感である。 

鳥取市は、2004（平成 16）年 11 月に

周辺 8 町村（国府町、福部村、河原町、

用瀬町、佐治村、気高町、鹿野町、青谷

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―



 

- 72 - 

 

町）と合併し、人口増加を見込む計画

（2010（平成 22）年：205.3 千人、2015

（平成 27）年：206.1 千人、2020 年：205.7

千人、2025 年 203.9 千人）を立てていた

（注 1）。実際、合併当初、山陰地方で初

めて人口が 20 万人を超える自治体とな

ったが、その翌年には人口減少に転じた

ため、人口減少への対策が急務となった。

移住促進政策は、この対策の一つで、今

現在も継続して取り組まれている政策で

ある。 

 

 継続性と切れ目のない移住・定住プ（2）

ロセス支援 

鳥取市では、移住の需要を掘り起し、

定住にこぎつけるまでの切れ目のない支

援を、2006（平成 18）年以降継続してい

る。実施事業は表 5-1 にまとめたとおり

で、移住に関する情報発信、検索ポータ

ルの開設、関東や関西での開催を含む定

期的な相談会の実施、お試し移住機会の

提供、職業マッチング、起業・農林漁業

への就業支援、不動産情報の提供、移住

するうえでの金銭的支援、などである。

第 3 章の表 3-1 に示した移住・定住支援

プロセスに当てはめると、①認知支援～

⑤定住支援のすべてを含む手厚い支援が

特徴で、移住関連政策である空き家の活

用や農林水産業への新規就業も取り組ま

れている。 

鳥取市の移住促進政策で指摘できる特

徴の一つは、移住者が移住先社会にいち

早く溶け込める体制の強化を目指し、空

き家管理を含む包括的な移住支援組織の

分類 事業期間 事業名

移
住
・定
住
プ
ロ
セ
ス
支
援

①認知支援 2015.07 – 現在 Uターン支援登録制度

②入口支援
2006.09 – 現在
2016.01 – 現在

定住促進・Uターン相談支援窓口
移住・交流情報ガーデン

③マッチング支援
2007.06 – 現在 お試し定住体験施設

市街地2戸、農村平野部4戸、農山村部3戸

2011.04 – 現在 鳥取暮らし体験ツアー事業

④就職支援
2007.01 – 現在 UJIターン希望者無料職業紹介
2013.04 – 2015.03 UJIターン若者就職奨励金

⑤定住支援
2009.01 – 現在 鳥取ふるさとUI（友愛）会

2013.06 – 現在 移住定住空き家運営業務委託事業

関
連
施
策

空き家の活用

2007.04 – 現在 UJIターン者住宅利活用推進事業
※空き家改修に対する補助事業

統
合

07.04 - 住宅支援（住宅取得補助）

14.04 -
家財道具処分支援
（空き家内の不要家財処分費補助）

2013.06 – 現在 （再掲）移住定住空き家運営業務委託事業
農振水産業
への新規就業

2009.04 – 現在 とっとりふるさと就農舎（就農研修）

その他

2014.04 – 現在 地域おこし協力隊（※総務省事業）

2015.07 – 現在
鳥取市の環境が移住定住者の健康に与え
る影響に関する調査

2016.01 – 現在 鳥取市へようこそようこそ奨励金交付事業

（資料）鳥取市提供資料、聞き取り調査を基に筆者作成

表5-1 鳥取市における移住促進政策とその分類
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活動支援を重視している点である。この

取組みは、移住・定住プロセス支援の中

で特に重要視したい⑤定住支援に該当す

る。鳥取市は、地元住民を移住者受け入

れに関与してもらうことを通じて、移住

者と移住先社会との調和を図る場を提供

したいと考えている。実際、移住者が住

み続けている割合を示す定着率は比較的

高いことが推測され（注 2）、鳥取市の移

住促進政策は移住者の定着にも一定の効

果を発揮している事例といえる。 

もう一つの特徴は、お試し定住体験施

設を市内に 11 ヶ所設けている点である。

鳥取市では、移住希望者に対し、それぞ

れが思い描く移住後の生活をできるだけ

体験し、移住者と移住先とのミスマッチ

を減らすことを目指している。図 5-4 は、

お試し定住体験施設の位置を図 4-7 で示

した農業地域区分と重ね合わせて描画し

たもので、お試し定住体験施設が、都市、

平地、中間、山間にまんべんなく分布し

ていることを示している。 

体験できる住居の特徴も様々で、多様

な移住希望者の世帯形態に対応できる工

夫がなされてある。表 5-2 には、間取り、

料金、期間、その他特徴を示したが、移

住者に人気の高い古民家リノベーション

施設や温泉付き施設だけでなく、ペット

同伴可能な施設や No. 10 のように、市役

所近隣の戸建て住宅も施設として提供す

るなど、移住希望者の多様な居住スタイ

ルニーズに対応可能となっている（付録

の図 5-10-1、5-10-2 に鳥取市が作成した

募集チラシを転載した）。 

また、図 5-5 はお試し定住体験施設の

外観を示したが、新築住宅（No. 10）か

ら、古民家を再生したもの（No. 2，5）

まで提供されていることも特徴である。  

1

2
3

4
5

6

7

8

9

10

11

兵庫県

鳥取県

岡山県

上山高原

高清水高原 中
国

横
断

自
動

車
道

姫
路

・
鳥

取
線

扇ノ山

東山

高鉢山

花知ヶ仙

鳥取空港

岩美

若桜

智頭

八頭

鳥取

5

KM

（資料）国土交通省国土政策局「国土数値情報」、ESRI Japanデータ、鳥取県オープンデータを基に作成

図5-4　お試し定住体験施設の分布図

都市的地域

平地農業地域

中間農業地域

山間農業地域

（ｃ）ESRI Japan

お試し定住体験施設

　※数字は表5-2の

　　見出しNoに一致
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№ 地域 構造 部屋数 体験料金 期間 その他

1 福部 木造2階建
1階：駐車場
2階：2室

1日1,200円。
体験料、生活用品、燃料代、交通
費は自己負担。

3日以上1ヶ月以内  

2 用瀬 木造2階建
1階：8畳1室、6畳1室、DK
2階：8畳1室、6畳2室、4畳1室

1日1,200円。
体験料、生活用品、燃料代、交通
費は自己負担。

3日以上1ヶ月以内 古民家リノベーション

3 佐治 木造2階建
1階：6畳2室、台所
2階：6畳2室

1日1,200円。
体験料、生活用品、電気、上下水
道、燃料代、交通費は自己負担。

3日以上1ヶ月以内 教員住宅利用

4 気高 木造平屋建 6畳3室、DK
1日1,200円。
体験料、生活用品、燃料代、交通
費は自己負担。

3日以上1ヶ月以内 旧駐在所リノベーション

5 鹿野 木造2階建
1階：6畳1室、台所
2階：6畳2室

1日1,200円。
体験料、生活用品、燃料代、交通
費は自己負担。

3日以上1ヶ月以内 古民家リノベーション

6 鹿野 木造平屋建 6畳2室、LDK
1ヶ月54,000円
（公共料金等基本料金含む）、保証
料162,000円（使用料の3ヶ月分）

3ヶ月間（最長1年まで） 温泉付き

7 鹿野 木造2階建
1階：8畳1室、DK
2階：6畳2室

1ヶ月54,000円
（公共料金等基本料金含む）、保証
料162,000円（使用料の3ヶ月分）

3ヶ月間（最長1年まで） 温泉付き

8 鹿野 木造2階建
1階：3室、台所、囲炉裏、薪ストーブ
2階：4室

1日（1人）6,000円、1週間（1棟）
21,600円、1ヶ月（1棟）54,000円

1日以上1ヶ月以内 古民家リノベーション

9 鳥取 4階建マンション 2DK

1日1,200円。
体験料、生活用品、燃料代、交通
費は自己負担。犬・猫同伴の場合
は15,000円納入要す。

7日以上3ヶ月以内
電気自動車つき
ペット同伴可能

10 鳥取 木造2階建 4LDK

3日～10日　5,000円/日、11日～
20日　3,000円/日、21日～3ヶ月
2,000円/日（月額上限60,000円）。
設備使用料300円/日。水道光熱
費実費負担。

3日以上3ヶ月以内  

11 河原 木造2階建 1階：3室、2階：3室
1日1,200円。
体験料、生活用品、燃料代、交通
費は自己負担。

3日以上1ヶ月以内  

（資料）鳥取県オープンデータ、聞き取り調査を基に作成

表5-2　お試し定住体験施設の特徴

No. 10 市役所から徒歩 10 分圏のお試し住宅 

 

No. 5 旧城下の古民家を改修したお試し住宅 

 

No. 6 温泉付きお試し住宅 

 

No. 2 山間部の中心集落にあるお試し住宅 

 

図 5-5 お試し定住体験施設の外観（一部） 

（資料）筆者撮影（鳥取市内、2015 年 7 月 23 日） 
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 鳥取市「新市まちづくり計画」（注1）

第 3 章に合併後の人口計画が記

されている。

http://www.city.tottori.lg.jp/www/

contents/1428407448364/files/shi

nshi5.pdf （2017 年 3 月 2 日最

終閲覧） 

 鳥取市が定期的に発送する移住（注2）

者向け交流会の案内郵便が返送

率 1 割未満（宛名不明によるも

の）である点に着目して定着率

を推定。転送は考慮していない。 

 

 政策の重層性と支援体制の構築 （3）

鳥取市の移住促進政策は，市の取組み

が鳥取県に一部先行したところもあるが

（表 4-1、表 5-1）、4 章でみたとおり、鳥

取県では 1995 年に鳥取県ふるさと定住

機構を通じて、若者中心に地元への就職

をあっせんしていたこともあり、徐々に

取組みの連携が図られていった。 

鳥取県が 2007（平成 19）年以降、本格

的に移住促進政策を展開し始めたことや、

団塊世代の退職受け皿としての移住など

で国等が都市から地方への移住を推進す

るようになったこともあり、各主体で移

住促進に関する取組みの役割分担が明確

化していった。 

その結果、鳥取市における移住促進政

策は、重層的な政策スケールの組合せに

よって展開しているといえる（表 5-3）。

すなわち、立法や方針策定は国レベル、

県外折衝や市町施策支援は鳥取県レベル、

移住条件整備や移住者フォローは各市町

村レベル、移住者の実際の受け入れは住

民組織レベルで実施されていることであ

る。 

移住希望者が移住し、地元に定着する

まで直面する障壁はいくつもある。これ

に対し、それぞれの主体が重層的な支援

体制を構築することで、移住希望者が抱

える諸問題を一つずつ取り除き、移住を

促進していると考えられる。こうした連

携や重層性は、藤山（2015）や小田切・

主体 主な役割 具体的な内容

国及び関連団体
立法（方針）、予算措置、広報（移住に対す
る意識の醸成）

・地方創生関連事業の推進
・移住定住ポータルの運用
・広報活動

鳥取県
県事業の策定、予算措置、広報（鳥取県の
PR）、市町村間の連絡調整

・政策立案
・広報活動
・市町村への助成金交付

（公財）
ふるさと鳥取県定住機構

県事業の実施、広報（鳥取県のPR）

・県の事業実施主体
・ワンストップ相談窓口の提供
・広報活動
・移住定住ポータルの運用

鳥取市
市事業の策定、予算措置、広報（鳥取市の
PR）、移住者・移住先集落や町内会との連
絡調整

・町内会、集落等との橋渡し役
・移住希望者の対応
・広報活動
・ワンストップ相談窓口の提供

住民組織（NPO、まちづくり
協議会、町内会等）

移住者の受け入れ、まちづくり
・空き家の提供、仲介、管理
・移住者に対する物心両面の
サポート

表5-3　鳥取市における重層的な移住政策

（資料）聞き取り調査を基に筆者作成

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―

http://www.city.tottori.lg.jp/www/contents/1428407448364/files/shinshi5.pdf
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筒井編（2016）が指摘する

ように、都道府県間の移住

において必要不可欠な支援

体制であると考えられる。 

4. 若者中心に増加し続

ける移住者 

こうした政策や体制の下、

鳥取市における移住相談に

関する窓口対応のべ件数、

相談登録者数が増加すると

ともに、鳥取市外から同市

へ転入する移住者・世帯数

は、2006（平成 18）年以降

増加し続けており（図 5-6）、

鳥取市の移住促進政策が移

住者数の増加・定着に寄与

していることが考えられる。 

移住世帯の世帯主を年齢

別にみると（図 5-7）、過半

は 10～30 歳代（若者世代）

で構成され、年々その割合が高まってい

る点が特徴である。ちなみに、2015（平

成 27）年度までに鳥取市へ移住した 973

世帯に占める若者世代は 7 割に達する

（図 5-8）。 

移住世帯の世帯主を前住地でみると、

関西圏と関東圏で過半を占める一方、近

隣県からも移住していることがわかる

（図 5-9）。また、鳥取市は鳥取県の県庁

所在地であり、近隣町村からの移住も考

えられるが、移住世帯に占める割合は

4％とわずかであり、移住促進政策による

近隣市町村からの移住は限定的である。 

ちなみに、移住世帯の 57.6％がＵター

ンで、残りが JI ターンで構成される（注

3）。鳥取市を転出する人の多くは、関西・

関東圏に向けたものであり、前住地や U

ターンの多さとも一致する。さらに、そ

れ以外の地域からも移住している世帯数

が約半数に達する。 

さらに、この政策を通じて移住した世

帯が、移住希望者同士の人的ネットワー

クを介して次の移住者を呼び込むという

連鎖移住（チェーン・マイグレーション）

のような動きもみられる。 

こうした実態を踏まえると、鳥取市で

生まれ育った人もそうでない人にとって

も、移住促進政策や地理的条件等が IJU

0
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（年度）図5-6 鳥取市における移住関連指標の推移

相談登録者数（世帯）
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（資料）鳥取市提供資料より作成
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ターンのきっかけを与え、着実に移住者

を増加させていると考えられる。 

 

 鳥取市への聞き取り調査による。（注3）

2015（平成 27）年 6 月末時点で

Uターンは864世帯中 497世帯、

JI ターンは 367 世帯。 

 

 

5. 鳥取市の総合戦略における移住の

位置づけと今後の課題 

最後に、鳥取市の総合戦略における移

住関連の数値目標・KPI（表 5-4）から、

鳥取市における今後の移住促進政策の展

開を考察する。 

第 4 章で確認した通り、鳥取市でも、

指標 現状→目標（KPI）

基本目標
（人口目標あり）

移住定住者数
200→1,１00世帯
351→2,000人以上

移
住
・定
住
プ
ロ
セ
ス
支
援

①認知支援 • Uターン支援登録制度（定期的な情報提供） なし→5,000人以上

②入口支援 • 官民協働による首都圏等の相談会の開催 なし→年4回以上

③マッチング支援 • お試し体験住宅開設数 8→13棟

④就職支援

• とっとり若者インターンシップ事業を通じた就職率
• 関西圏の大学への就業案内・田舎暮らしのPR

• 県外からの転入、就職者数

69.7％→80％以上
なし→6校以上

（大学説明会開催）
10→55人（5か年累計）

⑤定住支援
• 移住者交流会の開催
• 移住定住コンシェルジュ配置

1→4回（年）
なし→3人

表5-4 鳥取市の総合戦略における移住

資料 鳥取市「鳥取市創生総合戦略」（平成28年7月改訂）
（注） 現状，目標（KPI）ともに総合戦略に記載の数字を転載した。現状は14年もしくは14年度を指すが，一部指標は
10～14年（度）の累積 であった。

若者

667

その他

306

10代

8

20代

343

30代

316

40代

111

50代

70

60代

101

70代

24

図5-8 移住世帯の年齢構成

合計

973世帯

資料 鳥取市提供資料より作成

（注） 16年3月末時点の累積。

関西圏

355

関東圏

143

その他

475

大阪府

182

兵庫県

125

京都府

48

東京都

111神奈川県

32
広島県

49

福島県

48

岡山県

43

鳥取県

39

島根県

33

その他

263

図5-9 移住世帯の前住地

合計

973世帯

資料 鳥取市提供資料より作成

（注） 16年3月末時点の累積。関西圏、関東圏は、提供された

資料を基に再集計した。そのため、その他に千葉県等、

関東圏、関西圏に含めるべき世帯数が含まれる。
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移住・定住プロセス支援の枠組みで総合

戦略を捉えると、①認知支援から⑤定住

支援までのすべてで KPI が確認された。

一部の取組みは 2014（平成 26）年時点で

未実施であったが、表 5-1 をみる限り類

似の取組みは実施済みであり、KPI 達成

に向けて移住促進政策を強化することが

想定される。 

また、移住促進に関する KPI がきめ細

かく設定されており、これまで以上に移

住者受け入れを強化する方針と受け止め

られる。これまで実施してきた事業を継

続・発展させる内容が多い点も、移住に

先行して取り組んできた強みを生かせた

と考えられる。 

鳥取市における「移住定住者数（＝移

住者数）」の目標数値はやや野心的な設定

にも思えるが、これまで取り組んできた

蓄積を生かして、移住者獲得の取組みを

展開するだろう。その際、KPI に定着率

を加えることができれば、移住者が定住

できているという点で、移住促進政策の

実効性をより適切に評価できるであろう。 

6. 国、都道府県、市町村の移住にかか

る数値目標・KPI 比較 

ここでは、第 3～5 章で評価を試みた移

住にかかる国、都道府県、市町村の数値

目標・KPI を振り返り、三層構造をなす

総合戦略の考え方に基づき、PDCA サイ

クルを実施できるか考察する。 

国は移住のあっせん件数を年間 11,000

件とし、鳥取県では IJU ターンの受け入

れ者数を 2015～2019 年の 5 年間で 6,000

人、鳥取市では 2019 年に移住定住者数を

1,100 世帯 2,000 人以上、と定めている。

このように、国が 4 つの基本方針の一つ

として掲げる移住にかかる取組みですら、

全く異なる基準で評価する数値目標や

KPI が設定されており、単純な比較検討

は不可能である。PDCA サイクルを実施

することが総合戦略の三層構造を支える

屋台骨の一つであるにもかかわらず、数

値目標や KPI だけが先走りし、PDCA サ

イクル実施は困難ではないか、との印象

を持ってしまう。 

地方創生が数値目標やKPIを重視する

のであれば、本来、国が目標とする数字

にかかる基準策定と標準化ガイドライン

を提示させ、それに沿った数字の取り方、

進捗管理を実施する必要がある。そこま

で国が取り組まなかった理由は、①地域

の自主性を阻害しないため、②政策立案

や PDCA サイクルを実施させるうえで、

数値目標やKPIの設定を優先させたため、

などが考えられる。地方創生が、トップ

ダウン的な性質を持ちながらも、地域の

自主性や地方自治体の政策立案・PDCA

サイクルの定着を促す二律背反的な政策

展開となっていることの弊害が、数値を

巡る取扱いの不備につながっていると評

価される。 

また、都道府県や市町村で設定された

数値目標やKPIは現状を踏まえ適切に設

定されているかも、十分注意する必要が

ある。鳥取県や鳥取市の事例では、地方

創生の主要な取組みの一つとされる移住

促進に早くから取り組んで成果を上げて

おり、妥当な KPI であると考えられる。 

一方、地方創生以降開始した取組みが

ある自治体では、数値目標や KPI の妥当
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性を毎年度検討しているところが散見さ

れる。こうした実態を踏まえ、数値目標

やKPIが PDCAサイクルにもたらした効

果を検証することも必要であろう。 

7. おわりに 

鳥取市では、人口減少に転じた時点で

移住促進政策を打ち出し、10 年以上にわ

たって移住者の呼び込みを続けている。

この政策効果が確認されつつある中、地

方創生が地方への移住を後押ししたこと

で、鳥取市の移住促進政策はさらなる効

果が期待される。 

一方で、U ターン者が移住者の過半を

占めたため、移住促進政策の効果をどう

評価すべきか、考え方を整理する必要も

あろう。U ターン移住者は、IJ ターンに

比べその土地で住んだことがあるという

点で移住を受け入れやすく、移住促進政

策の効果が出やすいと考えられるためで

ある。 

鳥取市における年齢階級別の人口移動

をみると、2016（平成 28）年の他市区町

村への転出に占める 15～39 歳の割が

65％に達し、大学進学や、就職、転勤に

伴う人口の流出にどう対応するかが鍵で

あると分かる。 

鳥取市が、大学や就業機会の多さで大

都市に勝ることはできない一方、転出し

た人の中には、大都市で知識、技能、人

的ネットワークなど鳥取市では得難いも

のを獲得する人もいるであろう。そうし

た人が鳥取市に U ターンすることで、同

市の活性化を期待できる。 

もちろん、IJ ターンも U ターンと同様

の効果が期待されるが、住んだことのな

い地で職を求め、新たな人的ネットワー

クを構築する障壁は無視できない。他方

で、IJ ターン者は「よそ者」の視点で鳥

取市に関わりを持てるという利点がある。

例えば、築山（2013：188）は、地域再生

の必須条件として若者層 I ターン者の移

住促進を指摘している。 

また、移住先の居住経験の有無は別に

すれば、U ターンにせよ、IJ ターンにせ

よ、鳥取市への移住する上で解決しなけ

ればならない仕事や家庭の問題に差はな

い。よほど強い意志ややむを得ない事情

がない限り、UJI ターンを実現させるこ

とは厳しく、行政をはじめとする第三者

の支援は、こうした移住する上でのハー

ドルを低くする効果が期待される。 

移住促進政策は、都市から地方への IJ

ターンを前提に考えがちであるが、これ

までの議論を踏まえれば、流出した人口

を取り戻しつつ、市外で得た経験を活か

せる U ターン、「よそ者」視点をもたら

しうる IJターンのそれぞれを受け入れる

利点があると考えられる。ゆえに、U タ

ーン者が過半を占める鳥取市の移住促進

政策は、一旦流出した人口の呼び戻しと、

新住民の受け入れの双方に効果を発揮し

ていると評価できる。 

もちろん、鳥取市と同様の取組みが全

国各地で通用するとも考えにくい。鳥取

市の移住促進政策は、政策それ自体だけ

にとどまらず、国から地元住民までの協

力体制や地理的条件など、様々な要素の

つり合いで成り立っている。このつり合

いがとれるよう、各地域で試行錯誤する

必要性を認識しなければならない。 

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―
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付録 

 

図 5-10-1 お試し定住体験施設募集チラシ（表） 

（資料）鳥取市提供資料  
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図 5-10-2 お試し定住体験施設募集チラシ（裏） 

（資料）鳥取市提供資料 
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図 5-10-3 移住希望者向け鳥取市案内パンフレット（2016（平成 28）年版） 

（資料）鳥取市提供資料 
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図 5-10-3 移住希望者向け鳥取市案内パンフレット（2016（平成 28）年版）（続き） 
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図 5-10-3 移住希望者向け鳥取市案内パンフレット（2016（平成 28）年版）（続き） 
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図 5-10-3 移住希望者向け鳥取市案内パンフレット（2016（平成 28）年版）（続き） 
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図 5-10-3 移住希望者向け鳥取市案内パンフレット（2016（平成 28）年版）（続き）  
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第 6章 移住支援における住民組織の役割と意義 

―「いんしゅう鹿野まちづくり協議会」を事例として― 

 

寺林暁良 
 

要 旨 
 

  

鳥取県では、県や市町村などが重層的に移住支援策を展開しているが、実際の移住者の

受け入れにおいて欠かすことのできない役割を果たしているのが住民組織である。 

本章では、鳥取市鹿野町でまちづくり活動を行う特定非営利法人「いんしゅう鹿野まち

づくり協議会」を事例に、住民組織が移住支援で果たしうる役割について検討した。その

結果、①移住支援と多様なまちづくり活動とを一体的・包括的に展開する役割、②地域コ

ミュニティに馴染むことができる移住者かどうかを見極める役割、③個別の解決策をオー

ダーメード的に作り上げる役割、④関係者間の意向を仲介する役割を有していることが明

らかになった。「地方創生」では、ミクロなスケールで地域課題の解決を目指す住民組織の

活動に大きな意義があり、行政との間で適切な連携・役割分担を図ることが重要である。 

 

1. はじめに 

第 4 章と第 5 章では、鳥取県における

移住支援政策が、県や市、ふるさと鳥取

県定住機構などによって重層的に展開し

ていることを明らかにした。移住者が地

域社会に定着するまでには様々な障壁が

あり、各段階において重層的な支援体制

を構築することで、移住者が抱える諸問

題を 1 つずつ解決していくことが求めら

れるのである。 

本章で注目したいのは、これらの重層

的な移住支援のうち、地縁組織や NPO

などの住民組織が果たす役割である。移

住支援は、都道府県や市町村などの行政

機関の支援策だけで成り立つわけではな

い。最終的に移住者がその地域に馴染む

ことができるかは、移住先地域の受け入

れ体制の有無に大きく左右されるといえ

るだろう。 

そこで本章では、鳥取県鳥取市鹿野町

を拠点に活動する特定非営利法人「いん

しゅう鹿野まちづくり協議会」（以下、「鹿

野まち協」）の活動を取り上げ、重層的な

移住支援のなかで、住民組織が果たす役

割について考察する。 

以下では、まず「地方創生」において

住民組織がどのように位置付けられてい

るかを簡単に整理する。次に、鳥取市鹿

野町における「鹿野まち協」の取組みを

概観した後、同協議会による空き家管理

と移住支援の取組みについて紹介する。

そしてそれを踏まえ、移住支援において

住民組織だからこそ果たしうる役割につ

いてまとめる。 

2. 「地方創生」において期待される住

民組織の役割 

 住民組織への注目 （1）

「まち・ひと・しごと創生基本方針
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2016」では、「地方創生実現のためには、

住民が自ら地域の現状に正面から向き合

うことが重要である」と指摘されている。

これは、「地方創生」において住民組織が

果たす役割に大きな期待がかけられてい

ることを示すものである。 

特に、政府は住民組織を「地域運営組

織」と呼び、その設立を支援している。

「地域運営組織」とは、「地域の生活や暮

らしを守るため、地域で暮らす人々が中

心となって形成され、地域内の様々な関

係主体が参加する協議組織が定めた地域

経営の指針に基づき、地域課題の解決に

向けた取組みを持続的に実践する組織」

（総務省，2016）とされ、「まち・ひと・

しごと創生総合戦略（2015 年改訂版）」

では、2020 年までにその数を 3,000 団体

まで拡大するとの目標が掲げられている。 

「地方創生」において、「地域運営組織」

のような住民組織の役割に期待が寄せら

れることには、少子高齢化の進行に伴う

自治会・町内会などの地縁組織の機能低

下、地域内・家族内の相互扶助機能の消

失、民間事業者の撤退に加え、地方自治

体の税収減少や合併に伴う広域化によっ

て、従来通り行政サービスを保つことが

難しくなったことなど、後ろ向きな理由

もあるだろう。 

一方、「地方創生」において、住民組織

の役割発揮には積極的な意義も見出せる。

「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2015

（平成 27）年改訂版）」において、「地域

の特性に即した地域課題の解決」は、「東

京一極集中の是正」「若い世代の就労・結

婚・子育ての希望の実現」とともに「地

方創生」の基本的視点に掲げられるテー

マである。この地域課題とは、まさに地

域住民にとっての課題であり、住民組織

には自主的・自立的な地域運営を実行す

る「地方創生」の主役としての役割が期

待されている。 

 

 移住支援における住民組織の役割 （2）

移住支援においても、住民組織の役割

には大きな期待がかけられる。移住とは、

単に住居を移すことではなく、職業や社

会関係など、移住者のライフスタイルそ

のものを変えることであり、移住者がそ

の地域での生活に馴染むことができるか

どうかが移住の成否を決めるといっても

過言ではない。こうしたなか、住民組織

が移住者受け入れの方針や体制を設ける

ことは、移住者がその地域に定着する上

で大きな助けになる。 

実際、移住支援にかかる研究では、住

民組織が果たす役割の大きさが強調され

てきた。例えば、阪井・藤田（2015）は、

住民組織（自治組織や非営利組織）を移

住者と地域住民、あるいは行政などを結

び付ける役割を果たす「中間支援組織」

として位置づけ、それらによる移住支援

の取組みを取りまとめている。そして、

住民組織が移住者と地域住民とを結び付

けることが、移住者の定着支援に大きく

寄与していることを明らかにしている。 

このように、移住支援では、都道府県

や市町村の移住促進政策に加え、住民組

織が果たす役割にも注目する必要がある

のである。 
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3. 鹿野町と「鹿野まち協」の概要 

 鹿野町の概要 （1）

ここからは、住民組織の事例として、

鳥取県鳥取市鹿野町で移住支援をはじめ

とするさまざまな活動を展開する「鹿野

まち協」の活動を紹介する。 

「鹿野まち協」が活動する鳥取市鹿野

町は、1955（昭和 30）年に気高郡鹿野町、

同郡勝谷村、同郡小鷲河村が合併して誕

生した鹿野町を区域とする地域で、2004

（平成 16）年 11 月に実施された 1 市 6

町 2 村の合併以降は、鳥取市の一部とな

っている。2016（平成 28）年 3 月末の鹿

野町の人口は 3,845 人（鹿野地区 1,684

人、勝谷地区 1,660 人、小鷲河地区 501

人）、世帯数は 1,433 世帯（鹿野地区 670

世帯、勝谷地区 579 世帯、小鷲河地区 184

世帯）である。 

鹿野町の中心部には、戦国時代から江

戸時代初期にかけて鹿野藩の拠点となっ

ていた鹿野城跡がある。鹿野藩がおかれ

たは、1582（天正 10）年に亀井玆矩が豊

臣秀吉から 1 万 3,500 石（後に 3 万 8,000

石まで加増）を与えられ、1617（元和 3）

年に 2 代目政矩が津和野藩に移封される

までの短期間であったが、市街地には、

町割りや道路、水路がほぼ当時のままの

位置に残されており、江戸末期から明治

期の物を中心に、城下町らしい歴史的建

造物群が立ち並んでいる。 

 

 「鹿野まち協」の概要 （2）

「鹿野まち協」は、2001（平成 13）年

に鹿野町民の有志が設立した NPO で、

「先人が歩んできた歴史を深く認識し、

生きる活力を後世に繁栄するため、すべ

ての立場の住民が一体となって住んで誇

りに思えるまちづくり、心が通う人づく

りの振興を行う」ことを目的としている。

2003（平成 15）年には、翌年に鹿野町が

鳥取市と合併することを見越し、役場に

代わって地域を支えられる組織としての

体制を強化するため、特定非営利活動法

人の法人格を取得した。 

「鹿野まち協」は、理事長、副理事長

2 人、理事 5 人、監事 2 人、事務局長で

構成されており、一般会員は 40 人程度で

ある。固定給スタッフは 1 人で、運営に

携わるスタッフのほとんどはボランティ

アである。一般会員の会費は年間 1 万円

である。また、鹿野町民や鹿野出身者、

鹿野愛好者による応援団会員が 10 人程

度おり、年間 1 口 5,000 円の会費を支払

っている。「鹿野まち協」の活動内容は、

毎月第 3 土曜日に理事メンバーを中心と

して開かれる「夢会」という会議の中で

提案・協議され、提案者を中心に具体的

な活動が実行される。 

「鹿野まち協」による活動は、各方面

から高く評価されており、2010（平成 22）

年の国土交通省「手づくり郷土賞 大賞」、

2013（平成 25）年の総務省「地域づくり

総務大臣表彰 団体表彰」をはじめ、数々

の賞を受賞している。 

 

 「鹿野まち協」の設立経緯 （3）

次に「鹿野まち協」が設立された経緯

について確認する。 

鹿野町では、1975（昭和 50）年に市街

地を迂回する「鹿野バイパス」が開通し

たが、これを契機に、それまで市街地に

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―
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あった町役場や商店などが次々とバイパ

ス沿いに移転した。また、住民の転出や

少子高齢化が進行し始めたのもちょうど

この頃であった。この結果、市街地には

空き家や空き地が目立ち始め、住民など

の間では、情緒豊かな城下町の景観が失

われることへの危機感が募っていった。 

そこで鹿野町は、30 代を中心とした若

い世代の鹿野町民 10 人程度を総合計画

の策定委員に任命し、住民主体による「20

年後、どんな鹿野町に住みたいか」とい

うまちづくり計画が策定された。また、

1994（平成 6）年に「鹿野町基本整備構

想」をとりまとめ、それをもとに「街な

み環境整備事業」も始まった。その中で

キーワードとなったのが「鹿野祭りの似

合う街」と「四季薫るまち鹿野」である。 

特に、「鹿野祭りの似合う街」は、鹿野

町の景観形成の指針として住民に広く共

有されることとなった。鹿野祭りは、約

400 年前に亀井玆矩が城山神社を祀った

際に始まったと言われる。亀井政矩が津

和野に転封されたことで一旦は途絶えた

ものの、江戸中期に住民が主体となって

復活させたとされる。2 年に 1 度、4 月に

行われており、鳥取県の無形民俗文化財

にも指定されている。祭りは城山神社で

の「宵祭り」から始まり、城下町での「本

祭り」では、各町の屋台や榊、御輿が道

幅を埋めるようにして練り歩く。また、

町内各戸の土間や玄関では、獅子舞や御

輿を饗応する「門付」が行われる。こう

した鹿野祭りが似合う景観の形成は、鹿

野町の住民たちにとって、最も共感が得

られるまちづくりの基準となり、多くの

住民の参加と協力を呼びこむ「合言葉」

となったのである。 

鹿野町は住民らとの協議・検討をさら

に重ね、1996（平成 8）年に「街なみ整

備の指針」を策定するとともに、翌年に

かけて鹿野旧城下町地区の 8 町内会と

「街づくり協定」を結んだ。これは、「公

的空間」である道路や水路の縁石、石橋、

石行燈を鹿野町が整備・管理する一方で、

「私的空間」である家屋の補修は、「街並

み整備事業補助金（補助金額最高 100 万

円）」を活用しつつも、個人が自ら担うこ

とを確認し、町と住民との役割分担のも

とで景観保全に取り組む方針を示すもの

であった。 

それを受け、各町内会においても主体

的な景観形成の取組みが進んできた。例

えば、上町は 1994（平成 6）年に「手作

りぼんぼり」、1996（平成 8）年に「足下

行灯」に取り組んできたほか、紺屋町は

1996（平成 8）年に「木製消火ホース収

納箱」を導入している（家中，2009）。ま

た、2003（平成 15）年には、各町内会に

よる自主的活動として水路上の花竹籠の

設置も始まっている。 

行政や町内会によるまちづくり活動が

活発化するにつれて、地域住民のなかで

も自主的にまちづくりに取り組もうとい

う機運が高まってきた。鹿野町は、約 30

年前から「鹿野ふるさとミュージカル」

という市民ミュージカルが継続するなど、

もともと住民の結束が強い地域であり、

住民主体で活動を行う素地は十分であっ

た。こうしたなか、2000（平成 12）年に

鳥取県が実施した「鳥取県街なみ整備コ

ンテスト」において、鹿野の住民組織「セ

クションドリーム」らが策定した「いん
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しゅう鹿野童里夢
ド リ ー ム

計画」が最優秀賞を獲

得した。これは、空き家・空き地を活用

して地域振興を図るためのグランドデザ

インで、その後の市民活動の大きな指針

となるものであった。 

そして、2001（平成 13）には、同計画

の策定に関わった住民有志が中心となっ

て「鹿野まち協」を設立した。「鹿野まち

協」は、地域住民の自主的なまちづくり

活動の中で設立した団体なのである。 

 

 鳥取市の「まちづくり協議会」と「鹿（4）

野まち協」 

鳥取市では、市の施策として地域運営

組織である「まちづくり協議会」が設立

されている。これと「鹿野まち協」の関

係性についても整理しておこう。 

鳥取市は、2008（平成 20）年から「市

民と行政による協働のまちづくり」を進

めており、市内 61 の地区公民館単位に地

域運営組織である「まちづくり協議会」

の設立が推進されてきた。鹿野町内にも、

鹿野地区の「鹿野まち普請の会」、勝谷地

区の「勝谷元気づくりの会」、小鷲河地区

の「小鷲河ふる里を守る会」という 3 つ

の「まちづくり協議会」が設立している。

そして、「鹿野まち協」はこれら 3 つのう

ち「鹿野まち普請の会」に構成団体とし

て参画している。ちなみに、残る 2 つの

「まちづくり協議会」は、個人会員で構

成されている。 

鳥取市が主導する「まちづくり協議会」

は、公民館活動を母体としており、地区

内の住民同士、あるいは自治会と地域内

の組織・団体が地域課題の解決に向けた

協議を行う場である。「まちづくり協議会」

自体も景観維持や福祉、防災、文化活動

などを行うが、役割としては、住民と行

政との調整役としての色彩が強い。 

例えば、「鹿野まち普請の会」には、18

の自治会のほか、「鹿野まち協」をはじめ

文化活動団体や体育会、老人クラブなど

16 の組織・団体が参画している。この「鹿

野まち普請の会」の会合では、各組織・

団体がまちづくりの方向性について協議

し、それぞれの役割について調整が行わ

れる。一方、実際の活動は、各種組織・

団体がそれぞれの専門領域で、それぞれ

に展開している。 

一般的に、地域運営組織には、地域課

題を共有し、その解決に向けて各組織・

団体が議論する「協議」と、地域の課題

解決に向けた取組みを実践する「実行」

という 2 つの機能があるとされている

（総務省，2016）。 

鹿野町においても、「鹿野まち普請の会」

などの「まちづくり協議会」と各組織・

団体、個人の構成員は緊密に連携しつつ

も、それ自体は主に「協議」の場として

機能しており、具体的な「実行」は「鹿

野まち協」をはじめとする各種組織・団

体が担うという役割分担がなされている

といえる。 

4. 「鹿野まち協」の各種事業 

「鹿野まち協」は、町内会や各団体な

どと緩やかに連携しつつ、鹿野町のまち

づくり活動において主導的な役割を果た

してきた。その活動は、表 6-1 のとおり

多岐に渡っているが、それぞれの活動は

相互に関係するものである。 

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―
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 景観形成 （1）

まず、景観形成についてみていこう。

景観形成は、鹿野祭りの似合うまちづく

りを行う「鹿野まち協」にとって、主要

事業のひとつである。 

2004（平成 16）年には、町内の藍染め

工房で作成した藍染暖簾を町内建物の表

玄関に掛ける取組みを開始しており、現

在約 100 軒が参加している。暖簾の設置

費用は、半額が「まちづくり協議会」か

らの補助、もう半額は家主の自己負担と

なっている。 

そして、2005（平成 17）年には鳥取市

鹿野町総合支所の職員や建築専門家など

との協働のもとで「鹿野まち普請の作法」

を策定した。これは、市街地の天空率や

各戸の格子戸や枕木などのデザイン、車

庫の目隠しや室外機囲いの設置方法など

について記したもので、住民が景観に調

和した住宅改修を行う際のマニュアルと

して活用されている。 

また、2006（平成 18）年には火鉢など

を用いた各戸軒下でのメダカ飼育、2008

（平成 20）年には屋号の入った瓦の設置、

同年には鳥取大学農学部から譲り受けた

世界各地のハスの設置、2011（平成 23）

年には各戸への苔玉瓦の設置など、景観

形成に資する各種の取組みを展開してき

た。 

 

 賑わい創出 （2）

次に、賑わい創出である。鹿野町では、

景観形成 研修・地域内外連携 空き家活用・移住支援

2002年 「ゆめ本陣」オープン

2003年 「鹿野まちづくり研修会」 「夢こみち」オープン

2004年 藍染暖簾の設置開始

2005年 「鹿野まち普請の作法」

2006年 火鉢メダカの設置開始 「鹿野・トークライブ」

2007年 (株)サラベル鹿野設立

2008年 屋号瓦の設置開始 カフェ「しかの心」オープン

「世界の蓮」設置開始 世界の蓮フォーラム

2009年 「鹿野まちづくり合宿」開始 「空き古民家再生プロジェクト」開始

2010年 「楽園的絵画」

2011年 苔玉瓦の設置開始 「景観まちづくり大会」

2012年 「週末だけのまちのみせ」開始

2013年 「移住定住空き家運営業務」開始

2014年 「鹿野ちゃれっじ」開始

「神山・尾道・鹿野連携プロ
ジェクト」開始

2015年 「国の登録有形文化財」
登録取組み開始

表6-1　「鹿野まち協」による主な事業とその開始年

（資料）「鹿野まち協」ホームページ、紹介パンフレット「やらいなしょいな」より作成

東京都谷中「とっとりカフェ」

他の3地域と「鳥取暮らし体験」イベントを共同開催
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鹿野祭り以外にも様々なイベントが行わ

れているが、それらの実施にあたっても、

「鹿野まち協」が大きな役割を果たして

きた。 

例えば、虚無僧行脚は、鹿野祭りがな

い年の秋に行われるイベントである。も

ともと鹿野町が主催しており、鳥取市と

の合併後によって行政で主催できなくな

ったことから、「鹿野まち協」が引き継い

で実施している。全国から虚無僧が 40～

50 人程度集まり、「門付」と同じように、

各戸での献奏も行われる。鹿野町の景観

ともマッチしたイベントとして継続され

ている。 

また、毎年 8 月には「いんしゅう鹿野

盆踊り」、10 月には「鹿野わったいな祭

り」が開催されているほか、節分時期に

は子どもが参加しての豆まきも行われる。

これらのイベントでも、「鹿野まち協」が

主導的あるいは補助的な役割を果たして

いる。 

 

 研修・地域内外連携 （3）

第 3 に、研修・地域内外連携である。

「鹿野まち協」は、自分たちの活動を振

り返ったり、新たな活動を開始したりす

る契機として、研修や地域内外の他団体

との交流・連携に力を注いでいる。 

例えば、2009（平成 21）年には「アー

トとまちづくりの幸せな関係を探る in

鹿野」という空き家とアートとの連携の

可能性を探るシンポジウムが開かれた。

これは徳島県神山町や広島県尾道市など

の先進的な活動を学ぶとともに、神山町

の NPO 法人「グリーン・バレー」や尾道

市の NPO 法人「空き家再生プロジェクト」

と連携する重要なきっかけとなった。

2010（平成 22）年には尾道市のアーティ

ストからの申し出もあって、鹿野町で「楽
らく

園
えん

的
の

絵
かい

画
が

」というアートイベントも開催

されている。 

また、2009（平成 21）年以降、毎年 2

月に「まちづくり合宿」を開催している。

これは、まちづくり活動など展開する全

国各地の組織・団体を鹿野町に呼び、そ

れぞれの活動状況や課題について 2 日間

にわたって議論するという取組みである。 

さらに、2014（平成 26）年には、明治

大学や鳥取大学、大阪国際大学などとの

連携のもとで「鹿野ちゃれっじ」という

取組みが行われている。これは、「鹿野」

と「チャレンジ」と「カレッジ」を組み

合わせた造語で、鹿野を拠点に活動する

劇団「鳥の劇場」による「演劇体験プロ

グラム」、農家のもとでの「農業体験プロ

グラム」、まちづくり活動を紹介する「ま

ちづくり体験プログラム」からなる。 

その一環として、同年には鹿野町河内

集落で 1.5haの耕作放棄地対策を行う「果

樹の里山計画」が実行に移されている。

これは、農林水産省の「農村集落活性化

支援事業」を活用した事業で、大学生ら

が参加して耕作放棄地にカキやクリ、イ

チジクなどの果樹の苗を植え、実りの時

期に地域住民やその家族、活動に参加し

た大学生の交流を行うというものである。 

さらに、「鹿野まち協」では、こうした

さまざまな活動を伝えるため、年に数回

「鹿野タイムス」という広報誌の発行も

行っている。これは、鹿野町内全戸に配

布されるほか、地域外の鹿野町関係者や

鹿野町訪問者に町の情報を伝えるツール
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として活用されている。 

 

 空き家活用 （4）

そして、景観形成や賑わい創出などの

活動と連続するかたちで展開されている

事業が、空き家活用である。空き家や空

き地の発生は、街の景観を悪化させ、「賑

わい」と対局の印象を生じさせる原因に

なりうるため、その管理は、「鹿野まち協」

にとって特に解決の優先度が高い課題と

なってきたのである。 

「鹿野まち協」は、まずは自ら空き家

を改修し、その活用をはかってきた。そ

れら 3 つの建物は、それぞれ「ゆめ本陣」

「夢こみち」「しかの心」と名付けられ、

現在は鹿野町の名所と呼ぶにふさわしい

建物となっている。 

 

① 小物店「ゆめ本陣」 

「ゆめ本陣」は、2002（平成 14）年に

「鹿野まち協」が小物店として営業を開

始した店舗である（写真 6-2）。 

この建物は、もともと空き家であった

が、「鹿野まち協」が神戸在住の所有者に

対して改修許可と賃貸契約を取り付けて

整備を進めた。改修費用には、鹿野町が

単費で拠出した 1,000 万円を活用したほ

か、鳥取県「中山間地域活性化推進交付

金」も利用した。 

「ゆめ本陣」は、当初ボランティア 3

人で営業していたが、各人の都合によっ

て開店時間が左右されたため、常時開店

できるようにテナントショップを入れた

こともあった。しかし、鹿野町らしい店

舗づくりを目指すため、2004（平成 16）

年以降は再び「鹿野まち協」によって運

営されている。 

地元の作家や職人が制作した商品を販

売するなどの工夫を進めてきたことで売

り上げも安定し、2005（平成 17）年以降

は常勤の有給スタッフを雇って運営され

ている。現在では年間 1 万人近い利用者

が訪れており、鹿野町の顔となる施設と

して認知されている。 

 

② 飲食店「夢こみち」 

「夢こみち」は、2004（平成 16）年に

女性グループ「あじさいの会」の有志が

運営を開始した食事処である。この建物

も空き家となっており、鹿野町が取り壊

して駐車場にする計画を立てていたが、

「鹿野まち協」は活用の可能性について

町と話し合いを重ね、町と賃貸契約を結

んだうえで、鳥取県「中山間地域活性化

交付金」を利用して改修を行った。 

「鹿野まち協」は、この空き家を飲食

店として活用する計画を立て、民間事業

者に声掛けをしたものの、担い手はなか

なか見つからなかった。こうしたなかで

「あじさいの会」の 6 人から運営を行い

 

写真 6-1 「ゆめ本陣」 
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たいとの申し出があったため、任せるこ

とにしたのである。 

営業をはじめて半年間は、試行錯誤で

の営業で、従業員もボランティアであっ

たが、その後は徐々にリピーターや評判

を聞きつけた利用者も多くなり、週末に

は予約せずには入店できないほどの人気

店に成長した。事業を始めた当初のメン

バーは、年齢や本業の都合で全員退職し

ているが、世代交代もうまくいき、現在

は 5 名の従業員で営業を行っている。 

一番人気の料理は、菅笠の上に 10 種類

以上の小鉢がずらりと並ぶ目にも鮮やか

な「すげ笠御膳」である（写真 6-3）。御

膳の食材は全て地元産で、特に山菜や野

菜のほとんどは、スタッフが町内の野山

や畑で採取した旬の食材である。食事に

は季節の花も添えられるなど、気配りが

行き届いている。菅笠は、亀井玆矩が農

村振興の一助に副業として奨励したと言

われる「鹿野笠」であり、「鹿野すげ笠を

守る会」が推進する菅笠文化や菅田の保

全の活動とも連携している。 

 

③ カフェ・イベントホール「しかの心」 

「しかの心」は、「鹿野まち協」が中心

となって資金調達を行って改修し、2008

（平成 20）年にカフェ・イベントホール

としてオープンした施設である。 

これは 1933（昭和 8）年に養蚕共同飼

育施設として建設されたが、その後は時

代ごとに高校の分校や保育所、公民館な

どとして使われてきたため、強い思い入

れを持つ鹿野町民も少なくない建物であ

る。2005（平成 17）年まではメリヤス工

場として利用されていたが、その経営者

が亡くなったことで閉鎖され、解体もし

くは地域外に売りに出される恐れが浮上

していた。そこで、「鹿野まち協」がこれ

を買い取り、保存することになった。 

しかし、「鹿野まち協」だけでその買取

資金を用意することは難しかった。また、

NPO 法人が建物を取得した場合、仮に法

人を解散した場合には、財産の清算をし

なくてはならないという問題もあった。 

そこで「鹿野まち協」は、資金調達を

行うための組織として株式会社「サラベ

ル鹿野」を立ち上げ、1 株 3 万円で 300

 

写真 6-2 「夢こみち」のすげ笠御膳 

 

 

 

写真 6-3 「しかの心」 
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株の出資を募集した。これには、町内だ

けではなく、鹿野町に縁のある町外者か

らも出資があり、目標金額を調達するこ

とに成功した。また、市の制度融資も利

用して地域金融機関からの融資も受けた。 

「しかの心」は、カフェとして訪問者

の憩いのスペースになっているほか、イ

ベントホールは地元作家のギャラリー、

空き家改修で不要になった雑貨類の販売

スペースとして活用されている。また、

「鹿野まち協」の事務所も置かれ、まち

づくり活動の拠点としての役割を果たし

ている。 

5. 空き家管理と移住支援 

 「空き古民家再生プロジェクト」の（1）

実施と「空き家情報バンク」の受託 

以上のように「鹿野まち協」は、主体

的に空き家の改修と活用を進めてきた。

しかし、鹿野町内にはさらに多くの空き

家が点在しており、その管理は引き続き

課題となってきた。 

一方、「鹿野まち協」が中心となって景

観形成や賑わい創出といったまちづくり

を進めてきた結果、徐々に鹿野町への移

住希望者が増え始めていた。 

こうしたなか、空き家の活用と移住希

望という両者のニーズを結びつける取組

みとして始まったのが「空き古民家再生

プロジェクト」である。この事業には、

トヨタ財団 2008（平成 20）年度「地域社

会プログラム」助成が活用されている。 

「空き古民家再生プロジェクト」は、

「鹿野まち協」が空き家所有者と入居希

望者との仲介役となり、空き家所有者に

対しては売買や賃貸、活用の提案を行う

一方、移住者や事業者などの入居希望者

との間でも入居・活用相談を進めること

で、両者にとって、そして鹿野町の景観

形成にとって最善の空き家の活用方法を

見つけるという事業である（図 6-1）。 

この事業の実施にあたり、「鹿野まち協」

は、城下町地区での空き家現状調査を実

空
き
家
所
有
者

入
居
希
望
者
（移
住
者
な
ど
）

い
ん
し
ゅ
う
鹿
野
ま
ち
づ
く
り
協
議
会

空き家募集 制度紹介

情報提供 問い合わせ

空き家登録依頼

空き家登録

情報提供

現地確認依頼

契約相談 契約相談

改修・片付け支援 改修・片付け支援

図6-1 「空き古民家再生プロジェクト」の事業概要

（資料）「まちづくり協議会」パンフレット、鳥取市ホームページ

農林中金総合研究所　総研レポート　2017年7月



 

 

- 99 - 

 

施して 15 軒の空き家を確認するととも

に、空き家の近隣住民や関係者からのヒ

アリングを実施し、所有者に関する情報

収集も行っている。 

この事業の特徴は、「鹿野まち協」が空

き家の改修や片付けの支援にまで携わる

ことである。空き家には仏壇や家財道具

などが従前の居住者が生活していたまま

の状態で置かれている場合も少なくない。

こうした中で、空き家に新たな居住者を

呼び込むためには、空き家の中の家財道

具をある程度片づけたり、あるいは「仏

壇はそのままにする」などのルールを定

めたりする必要がある。「鹿野まち協」は、

こうした空き家所有者の要望を聞き入れ、

入居希望者へとつなぐ役割を果たすので

ある。 

なお、2013（平成 25）年度には「鹿野

まち協」からの働きかけもあって、鳥取

県「空き家対策支援事業補助金」が創設

されており（同年度は県単独、次年度よ

り市町村と折半）、家財道具の処分に 40

万円までの補助が受けられるようになっ

ている。 

また、同年度には「鹿野まち協」の提

案で鳥取市に「空き家情報バンク（空き

家情報提供制度）」ができたが、「鹿野ま

ち協」は鹿野町の空き家情報提供業務を

受託し、入居希望者に対して独自に情報

提供を行っている。 

「鹿野まち協」は現在 23 軒の空き家を

取り扱っているが、鹿野町内には、「鹿野

まち協」が空き家として認識している建

物はまだ 50 軒ほどあるという。これらの

空き家についても所有者を把握し、所有

者との話し合いを進めて、その管理・活

用を図っていきたいとしている。 

 

 空き家管理事例 （2）

以下では、「鹿野まち協」が「空き古民

家再生プロジェクト」等によって空き家

を管理している具体的な事例についてい

くつか紹介しよう。 

 

① シェアハウスとしての貸出事例 

「天女の館 薫風亭」は、2009（平成

21）年に「鹿野まち協」が、移住者 2 人

にシェアハウスとして貸し出すために空

き家を改修した事例である。 

「鹿野まち協」は、まず、移住希望者

から移住の相談を受け、移住者が提示す

る条件に合った空き家を探した。次に、

「鹿野まち協」が空き家の所有者と管理

方針について話し合い、「鹿野まち協」と

空き家所有者との間で賃貸契約を取り結

んだ。そして、「空き古民家再生プロジェ

クト」の活動資金を活用し、さらにボラ

ンティアの助けも借りて下水道等の整備

や改修を実施した。こうして、移住希望

者が居住できる環境が整えられたのであ

る。 

この事例は、「鹿野まち協」が所有者と

賃貸契約を行って空き家改修を行い、そ

れを入居者に貸し出すことで、継続的に

空き家の管理・活用に取り組むことが可

能となるモデルのさきがけとなった。 

 

② 飲食店としての貸出事例 

「八百屋 bar ものがたり」は、空き家

となっていた民家を改修して 2013（平成

25）年に営業を開始した飲食店である。 

この民家は数年前から空き家となって
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おり、関西の所有者から「鹿野まち協」

に寄付したいとの申し出があった。しか

し、寄付を受けると多額の贈与税が発生

するおそれがあるため、「鹿野まち協」で

購入することとした。 

購入した民家は予想以上に傷みがひど

かったことから、一時は取り壊して駐車

場にする案も出た。しかし、再び協議を

重ね、鹿野町の中心部に位置する建物で

もあるため、改修して飲食店として活用

することとした。 

改修にあたっては、寄付金や国土交通

省の補助事業を活用した。また、ちょう

どこの空き家への居住を望む移住希望者

が現れたため、その移住希望者にも自ら

壁塗りなどの改修作業を行ってもらうこ

ととした。 

こうして改修が終わった民家は、「鹿野

まち協」から移住者へと賃貸され、「八百

屋 bar ものがたり」として営業を開始し

た。「八百屋 bar ものがたり」は、鹿野町

民だけではなく、移住者同士が集まった

り、移住希望者や一時訪問者が訪問して

鹿野に関する情報を集めたりする拠点と

して機能し始めており、鹿野町の活性化

に大きな役割を果たしている。 

 

③ 民家の管理事例その 1 

市街地では、1768（明和 5）年に建て

られたとされる民家が空き家となってい

る。これは、もともとの庄屋の家であり、

鹿野町でもとりわけ立派な建物である。 

この空き家は、2014（平成 26）年に「鹿

野まち協」が管理を開始した。空き家所

有者は、空き家を自身で管理してきたが、

自身の高齢化に加え、関東在住というこ

ともあって管理が続けられなくなり、手

放すこととなった。そこで「鹿野まち協」

が所有者のもとに話し合いへ向かったと

ころ、「鹿野まち協」の活動について共感

した所有者のほうから「鹿野まち協」に

管理を任せたいという相談があり、両者

の間で賃貸契約が取り結ばれたのである。 

「鹿野まち協」で管理方針を協議した

結果、この民家は住居として活用するこ

とが適当だという結論に至った。ただし、

鹿野町を代表する建物であるため、建物

の貴重さを理解し、積極的にその保存に

協力してくれる人でなければ貸すことは

できない。幸い、何度も会う中で「この

人にならば任せられる」という移住希望

者が見つかったことから、2016（平成 28）

年から現在の居住者に住居として貸し出

している。 

この民家は国の登録有形文化財にも申

請中であり、価値づけを明確にしながら

管理を継続していく方針である。 

 

④ 民家の管理事例その 2 

また、市街地には、江戸末期に建てら

 

写真 6-4 「八百屋 bar ものがたり」 
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れ、2014（平成 26）年に空き家になった

民家がある。空き家となった 1 ヶ月後に

市内に住む所有者からの依頼を受け、「鹿

野まち協」が管理を行うことになった。 

この民家は、建物自体も大きくて立派

であるが、民家の裏側には竹林や水田、

畑もあり、管理が非常に困難である。ま

た、店舗としても利用可能な造りとなっ

ている。そのため、居住希望者や利用希

望者はいるが、田畑等も含めて管理を担

うことができる居住者がいるかどうか、

店舗など活用方法があり得るかどうかを

総合的に判断したうえで、最終的な活用

方法を決めることとしており、現在はそ

のまま「鹿野まち協」の管理下に置かれ

ている。 

このように、「鹿野まち協」は、空き家

が出たからといって、すぐに入居希望者

に貸し出すわけではない。所有者の意向

や鹿野町にとって最善の方向性を判断し

ながら、個別に管理・活用の方針を決定

しているのである。 

 

⑤ 空き家を活用した賑わい創出 

さらに、2012（平成 24）年からはこれ

らの空き家を活用して「週末だけのまち

のみせ」という活動を行っている。 

これは、鹿野町で活動する劇団「鳥の

劇場」が「鳥の演劇祭」を行う期間中の

土曜日と日曜日に、家き家や空き店舗な

どを飲食店、工芸や雑貨などを販売する

店舗として活用する取組みである。2015

（平成 27）年 9 月の期間中には、常設店

舗も含めて、25 の建物で 59 団体が店舗

を営業した。 

これは、賑わい創出の取組みでもある

一方、空き家の活用・管理としても大き

な意味を有している。同イベントを実施

することで、地域内の空き家の状況を定

期的に把握する機会となっている。 

 

 移住支援の取組み （3）

「鹿野まち協」による移住支援の根幹

をなすのは、移住希望者への空き家紹介

である。つまり、「鹿野まち協」による移

住支援の取組みは、空き家管理と表裏一

体の関係となっており、「鹿野まち協」に

とって移住支援は、まちづくり活動の一

環として明確に位置づけられる。 

また、「鹿野まち協」は、2008（平成

20）年に鳥取市がお試し定住施設として

整備した「しかの宿」の指定管理も行っ

ている（写真 6-5）。「しかの宿」は、1 泊

1,200 円で宿泊できるという手軽さもあ

り、鹿野町やその周辺への移住を希望す

る人々にとって、移住の契機のひとつと

なっている。 

こうした活動の結果、鹿野町への移住

者は着実に増えており、2014（平成 26）

年度には 12 軒 21 人、2015（平成 27）年

 

写真 6-5 お試し定住施設「しかの宿」 

 

 

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―



 

 

- 102 - 

 

度には 8 軒 15 人が移住している。これま

では、単身で移住する若者が多かったも

のの、「空き家バンク制度」ができてから

は、ホームページ上での情報発信体制が

整ったこともあり、家族連れでの移住も

増えている。さらに、移住者がまた移住

者を呼び込むという好循環が生まれてき

た成果だともいえる。 

ただし、「鹿野まち協」は、移住希望者

が現れた際に、すぐに手厚い移住支援を

行っているわけではない。「鹿野まち協」

は、移住希望者が空き家に入居してもら

う前に、最低 3 回は鹿野町に訪問するこ

とを求めている。1 度目の訪問では、情

報交換を行う程度で、実際に空き家を見

せることはない。そして、2 度目の訪問

時にはじめて空き家を見てもらい、そこ

で入居を希望する空き家が見つかった場

合は、3 度目の訪問で「鹿野まち協」の

理事長と面談して、最終的に入居しても

らうかどうかを決定するのである。鹿野

町にとって重要なことは鹿野町での生活

やまちづくりに理解を示してくれる移住

者を獲得することである。こうしたプロ

セスを踏むことが、鹿野町に馴染むこと

ができる人物かどうかを判断することに

もつながっているのである。 

また、移住者が実際に鹿野町に住んで

からは、「鹿野まち協」側から積極的に定

住支援を行っているわけではない。もち

ろん移住者側から相談があれば対応する

ものの、移住者に負担を感じさせず、程

よい距離感のなかで地域に馴染んでもら

うことが移住者にとっても鹿野町にとっ

ても望ましいと捉えている。 

 

 連携による移住支援の拡大 （4）

「鹿野まち協」による移住支援の取組

みは、鹿野町外への働きかけや、鳥取県

内の他地域との連携によって、充実が図

られている。 

まず、「鹿野まち協」は、2015（平成

27）年に「ふるさと鳥取県定住機構」の

支援も受けながら、東京都台東区谷中の

カフェで、鳥取の魅力を伝える「とっと

りカフェ」というイベントを開始した。

これは、鹿野町の概要について紹介する

とともに、東京都から鳥取県への移住者、

鳥取県から東京都への移住者の話を聞い

たり、鹿野町への移住相談会を行ったり

するイベントである。昼の食事時間には、

「夢こみち」のすげ笠御膳を提供し、鹿

野町の食の魅力も存分に伝えている。ま

た、夜には、同カフェで「とっとりナイ

ト」と銘打って、鳥取でのライフスタイ

ルや魅力などについて語り合うイベント

も開催した。 

さらに同年には、鳥取市内の河原町西

郷地区、佐治町のまちづくり団体と連携

して「鳥取暮らし体験イベント」を開催

した。これは、都市圏から移住希望者を

呼び込み、鳥取市内の各地域をめぐるツ

アーに参加してもらうことで、鳥取市の

魅力を包括的に理解してもらうとともに、

自分にとって適した移住先地域はどこか

を考えてもらうイベントである。 

「鹿野まち協」は、鹿野町だけで移住

者を受け入れることには限界があるため、

周辺の地域の空き家活用や移住支援にも

協力し、鳥取県全体で移住者受け入れの

体制を作っていくことが重要だと考えて

いる。そのため、鳥取市内の各まちづく
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り団体によるネットワークの構築を進め

ているのである。また、今後はこうした

ネットワークを鳥取市内のみならず、鳥

取県東部地域に広げていきたいと考えて

おり、岩美町や八頭町、若桜町、智頭町

の各まちづくり団体とも話し合いを進め

ている。 

6. 「鹿野まち協」が空き家管理・移住

支援に果たす役割 

ここまで見てきたように、「鹿野まち協」

は、住民有志が主体となったまちづくり

団体として、景観形成や賑わい創出、研

修・地域外連携などの事業を展開してお

り、そのなかで空き家管理や移住支援に

も取り組んできた。 

「鹿野まち協」は、地域で暮らす当事

者である住民の組織だからこそ、鹿野町

の地域課題を的確に把握し、地域のニー

ズや思いにきめ細やかに対応しながらま

ちづくりを進めてきた。移住支援におい

て「鹿野まち協」の役割として、次のよ

うな点が指摘できるだろう。 

第 1 に、移住支援と多様なまちづくり

活動とを一体的・包括的に展開する役割

である。「鹿野まち協」にとって、移住支

援は、景観形成や賑わい創出、地域内外

連携、空き家管理などの各種事業と全て

相互に連関する取組みである。行政機関

の場合、これらの事業はそれぞれの担当

部署に分断されがちであるし、事業目標

も移住支援であれば「移住者数の増加」

というように、それぞれの事業ごとに立

てられがちだろう。しかし、住民組織で

ある「鹿野まち協」は、それぞれの事業

がまちづくりに果たす意味を意識して、

総合的に事業を展開しうる。そのため、

移住支援の目標も、単に移住者の数を増

やすことではなく、まちづくりの趣旨を

理解する移住者に来てもらうことに置か

れているのである。 

第 2 に、上記とも関連するが、鹿野町

に馴染むことのできる移住者かどうかを

見極める役割である。行政機関の移住支

援政策は、誰でも平等に活用できること

が原則である。しかし、「鹿野まち協」は、

鹿野町に住む必然性があるか、地域コミ

ュニティに関わってもらえる人物である

かどうかを検討し、移住者自身が鹿野町

だからこそ移住したいという思いを持ち、

「鹿野まち協」もこの方になら移住して

ほしいと思える人物である場合に、空き

家の紹介などの移住支援を積極的に展開

する。住民組織だからこそ、人物像を見

極めたうえで支援策を講じるべきかどう

かを選択できるのである。 

第 3 に、個別の解決策をオーダーメー

ド的に作り上げる役割である。「鹿野まち

協」の空き家管理は、ある時は自ら購入

して入居者に貸し出したり、またあると

きは所有者から借り入れて、入居者に貸

し出したり、さらに場合によってはすぐ

に貸し出さずに活用方法をじっくり検討

したりと、1 軒 1 軒異なっている。行政

の政策のように一律的・形式的に展開す

るのではなく、個別ケースごとに最適な

管理の方向性を考えて試行錯誤できるこ

とは、「鹿野まち協」の大きな強みのひと

つだろう。 

第 4 に、関係者間の意向を仲介する役

割である。空き家管理において、「鹿野ま
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ち協」は、空き家所有者と移住希望者と

の間に立って、相互の利害を調整する役

割を果たしていたが、移住支援について

も同様である。移住支援は、行政機関に

とっては人口減少・少子化問題の解決が

目的として捉えられる。しかし、移住者

は鳥取県や鳥取市の人口減少・少子化問

題の解決を目的に移住するわけではなく、

新たな地域で個性を発揮し、生きがいを

見つけたいという生活の希望を持ってい

る。「鹿野まち協」は、両者の意向を汲み

取り、微妙に異なるそれぞれをまちづく

り活動という一つの方向性に結び付ける

中間者としての役割を果たしている。こ

れもまた、住民の活動として展開し、地

域のさまざまな組織・団体と連携する「鹿

野まち協」だからこそ果たしうる機能だ

といえるだろう。 

このように、鹿野町の移住支援は、住

民組織である「鹿野まち協」が役割を発

揮するからこそ、鹿野町のまちづくりに

資するかたちで成果を挙げることにつな

がっているのである。 

7. おわりに 

本章では、鳥取県鳥取市鹿野町で活動

する住民組織である「鹿野まち協」を事

例に、移住支援において、住民組織だか

らこそ担うことのできる役割について検

討した。 

移住支援は、「移住者数の増加」という

単純な指標で評価されがちであり、移住

者を呼びこむための政策だけに注目が集

まることも少なくないだろう。しかし、

「地方創生」の主役である地域住民から

みると、移住支援は地域課題の解決のた

めに必要な取組みであり、住民組織の活

動も、まさにそれを目的に展開している

といえるだろう。 

住民組織は、移住支援において①移住

支援と多様なまちづくり活動とを一体

的・包括的に展開する役割、②地域コミ

ュニティに馴染むことができる移住者か

どうかを見極める役割、③個別の解決策

をオーダーメード的に作り上げる役割、

④関係者間の意向を仲介する役割を有し

ている。これらはいずれも行政機関等で

は代替することが難しい、住民組織だか

らこそ持ちうる役割だといえる。 

このように、「地方創生」は、大枠的な

政策だけで実現するものではなく、ミク

ロなスケールで地域課題の解決を目指す

住民組織の役割発揮にこそ成功の道筋が

見通せる。行政と住民組織の適切な連

携・役割分担が肝要だといえる。 
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※ 本章の記述は、2016（平成 28）年 5

月 15 日の調査時点に基づく。 
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第 7章 「農」に関心を持つ移住者と鳥取県の新規就農支援 

 

多田忠義 
 

要 旨 
 

  

全国の新規就農者は半分が 60 歳以上で構成され、依然として農家出身者が主な農業の担

い手である一方、近年は 39 歳以下の新規雇用就農者と新規参入者が増加している。国、都

道府県、市町村や関係機関・団体が様々な支援策や相談体制により参入障壁を緩和しよう

と取り組んでいる。 

鳥取県の営農状況は、稲に偏らず、野菜、果実、畜産など幅広い作目に取り組まれてお

り、新規参入者の作目選択肢が幅広く、参入しやすい地域の一つといえる。 

鳥取県、関係団体、JA、市町村等が連携して切れ目のない支援体制を構築し、県は国の

支援対象とならない部分も支援する独自策を展開しており、毎年新規就農者の確保に成功

している。また、各都道府県が就農希望者の獲得を強化し、他産業との労働力獲得競争と

なっているものの、新規就農者数は 2010 年以降、緩やかに増加している。 

移住者の中には「農」に関心を持つ人もおり、農業の担い手になりうるが、「農」の営み

に関与するためには、農地確保や住まい、コミュニティ、当面の農外収入の確保などの諸

課題を解決する必要がある。こうした実態に対し、鳥取県農業農村担い手育成機構では、

関係団体等との連絡・調整を密にして就農にかかる諸課題を解決し、農業の担い手の確保・

育成に取り組んでいる。 

 

1. はじめに 

この章では、新規就農に焦点を当てる。

移住希望者の中には、農業に挑戦したい

人や、U ターンして親許で就農すること

を希望する人が見られるが、就農は相当

な覚悟をもって臨まなければならず、前
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（千人）

（年）
図7-1 新規就農者の全国動向

新規就業者（全体） 新規就業者（39歳以下） 新規就業者（40歳以上）

（資料）農林水産省「新規就農者調査」、「農業経営構造の変化」

http://www.maff.go.jp/j/keiei/keiei/pdf/201212_kouzou_henka.pdf（2017年3月6日最終閲覧）

（注）2015年より、調査期日が4月1日現在から2月1日現在に変更された。
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章でみた鳥取市の場合でも、2015（平成

27）年 6 月末までの移住者全体（1,717

人）に占める新規就農者（39 人）の割合

は 2.2％であった。 

しかし、農業の後継者問題が年々深刻

化するなか、農に興味ある、もしくは農

業を営みたいという若年層を少しでも多

く取り込むことはますます重要な取組み

となろう。 

第 4 章では、内閣府の世論調査の結果

から、農山漁村への定住を検討する都市

住民や東京から地方への移住を検討する

人が増加していることを確認した。また、

鳥取県を事例に、県外からの移住理由を

みると、移住世帯の 2 割が「農」に関心

を持つものであった。 

本章では、全国の新規就農動向や鳥取

県の農業の姿や後継者確保状況などを捉

えつつ、鳥取県における新規就農を支え

る様々な取組みを、増加する移住者と「農」

に関心を寄せる移住希望者という今日的

な環境変化を踏まえて再検討することを

目的とする。 

なお、この章での新規就農者という用

語は、断りのない限り、農林水産省によ

る「新規就農者調査」の定義に倣って用

いる。すなわち、新規就農者は、新規自

営農業就農者、新規雇用就農者、新規参

入者の 3 区分で構成され、 

 新規自営農業就農者：農家世帯員

で、調査期日前 1 年間の生活の主

な状態が、「学生」から「自営農業

への従事が主」になった者及び「他

に雇われて勤務が主」から「自営

農業への従事が主」になった者。 

 新規雇用就農者：調査期日前 1 年

間に新たに法人等に常雇い（年間

7 か月以上）として雇用されるこ

とにより、農業に従事することと

なった者（外国人研修生及び外国

人技能実習生並びに雇用される直

前の就業状態が農業従事者であっ

た場合を除く。）。 

 新規参入者：調査期日前 1 年間に

土地や資金を独自に調達（相続・

贈与等により親の農地を譲り受け

72.4 

64.4 

49.6 

57.4 

44.8 47.1 45.0 
40.4 

46.3 

51.0 

6.5 
7.3 

8.4 
7.6 8.0 

8.9 8.5 
7.5 7.7 

10.4 

2.2 1.8 2.0 1.9 1.7 2.1 
3.0 2.9 

3.7 3.6 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

0

10

20

30

40

50

60

70

80

6年 7年 8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年

（千人）（千人）

図7-2 形態別新規就農者の推移

新規自営（←） 新規雇用（→） 新規参入（→）

（資料）農林水産省「新規就農者調査」各年版より作成 （注）図7-1に同じ。
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た場合を除く。）し、新たに農業経

営を開始した経営の責任者及び共

同経営者。なお、共同経営者とは、

夫婦が揃って就農、あるいは複数

の新規就農者が法人を新設して共

同経営を行っている場合における、

経営の責任者の配偶者又はその他

の共同経営者。 

で定義される。 

2. 最近の新規就農 

 1990（平成 2）年を境に増加傾向（1）

の新規就農者 

農林水産省によると、新規就農者は、

経済成長の進展に伴い減少し、バブル経

済が崩壊した 1990（平成 2）年に最低の

1.6 万人となった。それ以降、2006（平成

18）年に 8.1 万人まで増加しているが、

内訳をみると 40 歳以上の増加幅が大き

く、特に 2000 年代の増加は、団塊の世代

の退職等に伴う増加とみられる。 

足元では 5～6 万人の水準で推移して

おり、40 歳以上の新規就農者が大半を占

める。一方で、39 歳以下の若者世代が 90

年以降一貫して増加し続けていることは

大きな特徴である（図 7-1）。 

 

 雇用就農と新規参入が 39 歳以下の（2）

新規就農者数を押し上げ 

新規就農者は、就農の形態に応じて新

規自営農業就農者、新規雇用就農者、新

規参入者の 3 つに分類される。全国では

新規自営農業就農者の割合が一番高く、8

割を占めるものの、数は減少傾向にある

（図 7-2）。農業後継者不足が新規自営農

業就農者数の減少からも確認できる。 

一方、農業の新たな担い手として期待

される新規雇用就農者は増加傾向である

（図 7-2）。2009（平成 21）年、2011（平

成 23）年の農地法改正などで農業法人の

設立・新規参入が促進されたことが主な

要因である。 

また、新規参入者も増加傾向で、年 4

千人の規模になろうとしている。しかし、

後述する通り、新規参入者は農地・住居

確保などの点で新規自営農業就農者や新

規雇用就農者に比べ困難に直面しやすく、

新規就農者全体の 1 割弱である。 

 

 増加する 39 歳以下の新規参入者 （3）

年齢階層に着目して形態別新規就農者

をみると、新規就農者全体の半分が 60

歳以上の新規自営農業者であることが特

徴である。この傾向は、最近 10 年でほと

んど変わっておらず、企業に勤めあげた

人が退職後に就農する流れが続いている

ことを示す。 

年齢別新規自営農業就農者の推移をみ

ると（図 7-3）、60 歳以上は緩やかに減少

し、40～59 歳はリーマンショック以前ほ

どの水準には回復しないものの、近年増

加に転じ、39 歳以下は 8 千人前後で推移

していることが特徴である。 

年齢別新規雇用就農者の推移をみると

（図 7-4）、就農者は 39 歳以下、40～59

歳、60 歳以上の順で多く、39 歳以下の増

加傾向と 60 歳以上に増加の兆しがみら

れることが特徴である。 

もっとも特徴的な変化がみられるのは

年齢別新規参入者の推移で（図 7-5）、2011

（平成 23）年以降、39 歳以下が倍増し継
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続していることが特徴である。 

以上、全国の新規就農動向をまと

めると次のようになる。近年の新規

就農者は増加傾向であり、その半数

は退職者を主とする 60 歳以上の新

規自営農業就農者で構成されるが、

やや減少傾向である。一方で、39 歳

以下の新規雇用就農者や新規参入者

は増加傾向で、実数は少ないものの

新規参入者が近年増加していること

は注目すべき変化である。 

 

 新規参入の障壁 （4）

では、新規就農者が農業参入にあ

たって直面する障壁について考えた

い。 

江川（2014）は、地域外から新た

に就農する新規参入者が新規自営農

業就農者に比べ大きなハンディキャ

ップを抱えていることを指摘し、募

集、技術習得、農地・機械確保、住

宅確保、資金確保、労働力確保、収

入安定、地域融合の観点で支援措置

が必要と論じている。このことは、

全国新規就農センターが実施した

「平成 25 年度新規就農者の就農実

態調査」でも同様の傾向が指摘され

ている。 

もちろん、行政や JA、農業法人や

その他関連団体による就農支援は各地で

展開されており、例えば国レベルの支援

は表 7-1-1、表 7-1-2 にまとめることがで

きる。 

また、行政の役割分担上、農業を所管

する部署が新規参入者に対する住宅確保

を直接支援することは難しい。一方で、

第 3～6 章でみてきた移住促進政策の展

開が、移住者向け公営住宅の供給、空き

家バンクの取組み、事情があって手放せ

ない空き家の貸借を後押しする協議会等

の設立などで、少しずつ住宅を確保しや

すくなる可能性がある。 
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図7-4 年齢別新規雇用就農者の推移

（資料）農林水産省「新規就農者調査」各年版より作成

（注）図7-1に同じ。

（資料）農林水産省「新規就農者調査」各年版より作成

（注）図7-1に同じ。

（資料）農林水産省「新規就農者調査」各年版より作成

（注）図7-1に同じ。
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図7-5 年齢別新規参入者の推移

（資料）農林水産省「新規就農者調査」各年版より作成

（注）図7-1に同じ。
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図7-3 年齢別新規自営農業就農者の推移

（資料）農林水産省「新規就農者調査」各年版より作成

（注）図7-1に同じ。
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 営農形態も参入障壁となる可能性 （5）

もう一つ指摘したい参入障壁は、地域

固有の諸条件が、支援による参入障壁の

緩和効果を左右しかねない点である。 

筆者がヒアリングした東北のある農業

関係機関によれば、稲作中心の地域では、

一定規模の土地確保が求められ、新規参

入は難しいと指摘を受けた。また、関東

のある農業関係機関では、あらゆる農産

物の生産出荷が盛んであるため、正直、

新規参入を支援しなくても後継者が確保

表7-1-1 国による主な新規就農支援策（～17年3月まで）

就農準備

就農開始

経営確立法人正職員
としての就農

独立・自営就農

所得の確保

青年就農給付金
（準備型）

指定機関等で研修を
受ける場合、年間150
万円を最長2年間給付

対法人支援：
農の雇用事業

• 法人に就職した青年に
対する研修経費として
年間最大120万円を最
長2年間助成

• 雇用した新規就農者
の新たな法人設立・独
立に向けた研修経費
を年間最大120万円を
最大4年間助成（3年目
以降は60万円）

青年就農給付金
（経営開始型）

認定新規就農者に対し年
間最大150万円を最長5
年間給付

農業法人等の次世
代経営者の育成
（農の雇用事業）
法人等の職員の派遣
研修経費として、月最
大10万円を最長2年間
助成

トッププロを目指す経
営者育成のための助
成

技術・経営力
の習得

農業経営者育成教
育のレベルアップ
のための助成

機械・施設の
導入

青年等就農資金
（無利子）

スーパーL資金

経営体育成支援事業

農地の確保
就農相談等

（都道府県、市町村、
関係機関等）

（農地中間管理機構
地域連携推進員）

（資料）農林水産省Web（http://www.maff.go.jp/j/new_farmer/）より作成（2017年3月8日最終確認）

表7-1-2 国による主な新規就農支援策（17年4月から）

就農準備

就農開始

経営確立法人正職員
としての就農

独立・自営就農

所得の確保

農業次世代人材
投資事業
（準備型）

研修期間中、年間150
万円を最長2年間交付
（青年就農給付金事業か
ら要件追加、拡充事項有）

法人側に対する
農の雇用事業

• 法人に就職した青年に
対する研修経費として
年間最大120万円を最
長2年間助成

• 雇用した新規就農者
の新たな法人設立・独
立に向けた研修経費
を年間最大120万円を
最大4年間助成（3年目
以降は60万円）

農業次世代人材
投資事業

（経営開始型）
45歳未満で独立して自営
する認定新規就農者に対
して、年間最大150万円を
最長5年間交付
（青年就農給付金事業から要
件追加、拡充事項有）

農業法人等の次世
代経営者の育成
（農の雇用事業）
法人等の職員の派遣
研修経費として、月最
大10万円を最長2年間
助成

農業経営塾の創出

技術・経営力
の習得

農業経営者育成教
育のレベルアップ
のための助成

就農定着に
向けた諸課題

の解決

就農相談会
若者の就農意欲喚
起の取組み

新規就農者間の交流会
サポート体制の強化

一農（いちのう）ネット

機械・施設の
導入

青年等就農資金
（無利子）

スーパーL資金

経営体育成支援事業

（資料）農林水産省Web（http://www.maff.go.jp/j/new_farmer/）より作成（2017年6月28日最終確認）
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できている、とのことであった。 

実際、全国農業会議所が実施したアン

ケートによると、新規参入者が就農 1 年

目に売上額 1 位となった農業経営作目を

回答しているが、新規参入者の 6～7 割が

露地野菜または施設野菜と回答している

（図 7-6）。露地・施設野菜は、水稲に比

べ収益性（単位耕地あたりの所得）が高

く、果樹のように生産まで数年を必要と

せず、また、酪農や畜産のように大規模

な設備投資を必要としない。新規参入者

が直面しやすい農地の確保も、露地・施

設野菜は、水稲に比べ経営維持に必要な

面積は小さく済むため、参入障壁の比較

的低い作目といえる。 

すなわち、野菜生産が地域の経営耕地

面積にある程度の割合を確保している地

域ほど、野菜の生産技術の習得や販売経

路の確保も容易になり、農業に参入しや

すい地域条件の一つとなる。 

そこで、以下では、第 4～5 章で取り上

げた鳥取県がどのような農業生産条件で

あるかを確認し、また展開されている支

援策を紹介する。そして、近年の移住促

進政策で農への関心も高まっているとい

う視点から、農業の担い手確保に関する

諸課題を検討する。 

3. 鳥取県の農業の姿 

 農業産出額特化係数 （1）

まず、鳥取県の農業産出額が他県と比

べてどのような位置を占めているか、特

化係数を利用して確認する。 

都道府県の作目別特化係数は、都道府

県の農業産出額の合計に占める部門別産

出額を、全国の農業産出額の合計に占め

る部門別産出額で除して求められるもの

で、1 を超えれば、その県の作目は全国

的に見て特化していると定義される。 

鳥取県では、耕種作目で 4、畜産で 6

の計 10 作目が 1 を超えており、全国的に

見て特化係数が 1 を超える作目が多い地

域である。 

ちなみに、鳥取県に注目すると、新規

参入者が 1 年目に選択することの多い野

菜の特化係数は 1.07 である。安定的な経

営に必要な耕地面積をより多く必要とす

る米は 1.03 で、野菜と同程度である。他

の係数で 1 を超えているのは雑穀、果実、

乳用牛、豚、鶏で、米、野菜、果樹、畜

産と特化している作目が多く、幅広い作

13.1

7.7

27.4

41.2

25.9

25.6

7.1

5.9

15.0

11.4

3.8

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2010年

2013年

図7-6 新規参入者の農業経営作目（就農1年目の1位）

水稲

麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花卉・花木

果樹

酪農

畜産

その他（資料）全国農業会議所・全国新規就農相談センター「新規就農者

の就業実態調査（平成22年、同25年）」より作成

農林中金総合研究所　総研レポート　2017年7月



 

- 113 - 

 

目に取り組まれているのが特徴である。

このため、新規参入者は幅広い選択肢の

中から、取組みたい作目に挑戦すること

ができる環境であるといえる。 

 

 後継者と高齢化の状況 （2）

農林水産業「世界農林業センサス 2015

（平成 27）年」によると、鳥取県の販売

農家全体に占める同居後継者がいる割合

は 34.8％で、全国の 29.9％に比べ同居後

継者が多いことが特徴であるが、後継者

が同居していない販売農家が 6 割に上る

ともいえる。 

また、同居後継者はいないが他出農業

う
ち
耕
種

う
ち
畜
産

北海道 0.71 0.57 4.34 2.84 3.18 2.24 0.70 0.06 0.26 1.84 0.43 1.54 1.09 3.75 0.51 0.32 4.62 なし 9 5 4
青森 1.10 0.81 0.00 0.31 0.45 0.28 0.91 3.16 0.18 0.82 0.68 0.83 0.63 0.26 1.18 1.26 0.73 0.05 3 1 2
岩手 0.64 1.20 0.16 1.55 0.45 0.08 0.41 0.48 0.44 0.97 0.37 1.67 1.29 1.07 1.58 2.62 0.45 0.00 7 2 5
宮城 0.90 2.15 0.23 0.00 1.65 0.22 0.57 0.16 0.42 0.05 0.40 1.20 1.81 0.80 1.13 1.25 0.08 0.18 6 2 4
秋田 1.23 3.13 0.00 1.20 1.24 0.19 0.60 0.45 0.48 0.50 0.36 0.61 0.46 0.21 1.62 0.43 0.26 0.10 4 3 1
山形 1.31 1.95 0.00 1.69 0.49 0.09 0.62 3.33 0.75 0.10 0.46 0.45 0.69 0.38 0.77 0.15 0.25 0.35 3 3 0
福島 1.16 1.69 0.00 1.46 0.25 0.49 0.90 1.51 1.09 0.43 0.59 0.72 0.90 0.48 0.70 0.87 0.14 0.81 4 4 0
茨城 1.10 0.90 0.22 1.27 0.44 2.51 1.54 0.32 0.74 0.16 0.25 0.79 0.47 0.42 1.22 1.13 0.09 2.46 6 3 3
栃木 0.96 1.14 3.14 2.83 0.41 0.23 1.20 0.36 0.64 0.12 0.51 1.09 1.04 1.54 1.35 0.59 0.10 0.65 8 4 4
群馬 0.89 0.31 1.01 0.38 0.15 0.21 1.50 0.41 0.50 1.77 0.50 1.21 0.70 1.21 2.33 0.84 0.82 0.13 6 3 3
埼玉 1.32 1.05 1.10 0.48 0.13 0.64 1.87 0.39 2.20 0.34 0.87 0.44 0.28 0.40 0.52 0.53 0.35 0.08 4 4 0
千葉 1.09 0.76 0.05 0.00 2.79 2.03 1.47 0.43 1.06 0.09 1.23 0.86 0.20 0.62 1.56 1.11 0.35 0.15 7 5 2
東京 1.46 0.02 0.00 0.00 0.00 2.03 2.23 1.18 3.61 0.00 3.02 0.19 0.09 0.44 0.09 0.12 0.46 0.00 5 5 0
神奈川 1.25 0.21 0.00 0.00 0.46 0.91 2.03 1.22 1.65 0.12 1.15 0.56 0.18 0.65 0.90 0.56 0.00 0.59 4 4 0
新潟 1.24 3.18 0.00 0.81 0.73 0.44 0.57 0.39 0.97 0.26 0.10 0.59 0.20 0.29 0.75 1.07 0.06 0.07 2 1 1
富山 1.31 3.87 0.97 3.12 2.84 0.25 0.31 0.38 0.45 0.00 0.38 0.45 0.26 0.30 0.52 0.68 0.00 1.55 4 3 1
石川 1.28 2.99 0.40 0.00 1.25 1.24 0.71 0.61 0.35 0.19 0.46 0.51 0.27 0.60 0.51 0.64 0.00 0.32 3 3 0
福井 1.38 3.56 2.32 13.51 1.46 0.91 0.65 0.24 0.35 0.00 0.81 0.33 0.28 0.24 0.10 0.64 0.00 0.37 4 4 0
山梨 1.40 0.38 0.00 0.00 0.15 0.24 0.56 6.72 1.14 0.06 2.84 0.29 0.23 0.30 0.22 0.37 0.17 1.18 4 3 1
長野 1.35 1.03 0.33 2.39 0.36 0.18 1.36 2.61 1.55 0.06 1.58 0.36 0.43 0.54 0.31 0.16 0.46 2.11 7 6 1
岐阜 0.96 1.06 0.35 0.00 0.67 0.24 1.10 0.53 1.50 0.34 0.52 1.09 1.32 0.47 1.00 1.60 0.62 0.14 7 3 4
静岡 1.12 0.49 0.00 0.00 0.06 0.81 1.07 1.56 2.02 4.30 1.31 0.66 0.53 0.51 0.47 0.94 1.97 7.97 7 5 2
愛知 1.09 0.49 0.52 0.00 0.41 0.20 1.22 0.70 4.72 0.31 1.85 0.84 0.50 0.75 1.27 0.82 1.78 0.26 5 3 2
三重 0.90 1.28 0.91 0.00 0.69 0.28 0.52 0.77 1.10 2.27 4.24 1.11 0.95 0.62 0.98 1.82 0.13 5.27 7 4 3
滋賀 1.25 3.22 1.70 1.64 3.42 0.33 0.61 0.14 0.51 0.49 0.20 0.55 1.36 0.46 0.14 0.37 0.00 0.82 5 4 1
京都 1.16 1.31 0.00 0.00 1.57 0.49 1.40 0.27 0.45 3.05 0.97 0.59 0.35 0.54 0.23 1.07 0.19 8.44 6 4 2
大阪 1.46 1.30 秘匿 秘匿 0.00 0.57 1.66 2.02 1.40 0.00 1.02 0.20 0.08 0.39 0.25 0.08 0.00 0.00 5 5 0
兵庫 0.96 1.59 0.12 0.00 2.18 0.27 0.98 0.24 0.72 0.03 0.43 1.08 1.45 0.76 0.17 1.79 0.17 0.10 5 2 3
奈良 1.30 1.29 0.00 0.00 0.31 0.48 1.07 2.08 2.34 0.93 1.42 0.43 0.29 0.81 0.10 0.39 0.34 2.74 6 5 1
和歌山 1.49 0.44 秘匿 秘匿 0.00 0.12 0.59 7.01 1.44 0.14 3.20 0.14 0.12 0.07 0.01 0.29 0.55 0.32 3 3 0

鳥取 0.97 1.03 0.00 1.38 0.54 0.39 1.07 1.18 0.76 0.20 0.50 1.07 0.65 1.02 1.09 1.44 0.00 0.00 8 4 4

島根 0.91 1.78 0.35 3.38 0.66 0.34 0.60 0.69 0.66 0.25 0.61 1.17 1.87 1.39 0.69 0.81 0.74 0.28 5 2 3
岡山 0.90 1.31 0.75 0.00 1.14 0.15 0.57 1.72 0.55 0.04 0.70 1.19 0.87 0.93 0.24 2.35 0.11 0.12 5 3 2
広島 0.85 1.14 0.00 0.83 0.11 0.43 0.61 1.57 0.52 0.04 1.09 1.29 0.77 0.63 0.97 2.51 0.48 0.14 5 3 2
山口 1.07 1.90 0.32 0.00 0.20 0.31 0.79 0.74 1.16 0.23 2.03 0.89 1.08 0.35 0.40 1.59 0.67 0.00 5 3 2
徳島 1.12 0.60 0.00 0.00 0.00 3.18 1.37 1.20 0.90 0.18 1.34 0.81 0.94 0.41 0.54 1.31 0.13 0.15 5 4 1
香川 0.88 0.73 0.49 0.00 0.15 0.48 1.11 0.76 0.92 0.12 1.70 1.23 0.93 0.57 0.36 2.71 0.17 0.00 4 2 2
愛媛 1.20 0.64 0.16 0.00 0.10 0.28 0.61 4.54 0.71 0.15 5.52 0.66 0.39 0.37 1.47 0.62 0.23 0.00 3 2 1
高知 1.44 0.56 0.00 0.00 0.00 0.69 2.28 1.12 1.71 0.61 0.80 0.24 0.22 0.30 0.22 0.20 0.14 0.16 3 3 0
福岡 1.26 1.00 2.45 0.00 1.26 0.16 1.35 1.26 2.11 0.63 3.54 0.54 0.37 0.48 0.37 0.83 0.38 1.31 8 7 1
佐賀 1.18 1.13 3.97 0.00 2.40 0.15 1.23 1.54 0.56 0.77 1.15 0.69 1.50 0.14 0.61 0.69 0.11 0.74 7 6 1
長崎 1.07 0.46 0.26 0.00 0.16 3.32 1.24 0.95 1.36 1.26 1.42 0.89 1.70 0.42 1.10 0.65 0.36 0.41 7 5 2
熊本 1.03 0.64 0.36 0.29 0.19 0.64 1.41 0.89 0.80 1.36 1.35 0.93 1.50 0.92 0.88 0.55 1.46 1.34 6 3 3
大分 1.00 0.99 0.46 0.00 0.29 0.51 1.05 1.13 1.07 0.81 0.90 0.99 1.50 0.71 0.99 0.94 0.11 1.36 5 3 2
宮崎 0.60 0.27 0.00 0.28 0.04 1.01 0.84 0.47 0.51 0.65 0.68 1.71 2.43 0.30 2.03 2.39 0.12 1.31 6 1 5
鹿児島 0.53 0.25 0.00 0.43 0.03 2.10 0.47 0.22 0.77 2.87 0.57 1.79 3.18 0.26 2.34 1.95 0.22 3.46 7 2 5
沖縄 0.85 0.03 0.00 1.03 0.13 0.42 0.48 0.69 2.87 9.98 1.24 1.28 2.66 0.50 1.80 0.71 0.30 0.00 7 4 3

加
工
農
産
物

1
以
上
の
数

（資料）農林水産省「生産農業所得統計」より作成　（注）1を超える特化係数を網掛けした。
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表7-2　都道府県別農業産出額特化係数（2015年速報）
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図7-8 正社員有効求人倍率の推移（原数値）

鳥取県

全国

（資料）鳥取労働局「労働市場月報」より作成 （注）本図の正社員有効求人倍率は、（正社員の有効求人数）

÷（パートタイムを除く常用の有効求職者数）で求めている。パートタイムを除く常用の有効求職者数には、派

遣社員や契約社員の求職者も含むことから、この値は厳密な正社員の有効求人倍率よりも低い値となる。

後継者（農業後継者のうち、満 15 歳以上

で独立して生活している者）はいる割合

は 18.6％で、全国（18.8％）と同じ程度

で、同居、他出を合わせた後継者がいる

割合は、鳥取県の販売農家の約半分であ

ることがわかる。つまり、農家の後継者

だけに頼るだけでは、次世代の担い手確

保につながらないことを意味する。 

次に、鳥取県の販売農家における農業

経営者の高齢化率をみると、65 歳以上の

割合は 58.3％と、2010（平成 22）年の

50.8％から 7.5 ポイント上昇し、高齢化が

進行していることが確認できる。ちなみ

に、全国の割合は 2010（平成 22）年、2015

（平成 27）年がそれぞれ 48.9％、56.2％

で、7.3 ポイントの上昇であることから、

鳥取県は高齢化の進行速度がやや早いと

言え、次世代の担い手確保は重要な課題

である。 

4. 鳥取県における新規就農者の状況 

 就農相談件数は近年横ばい （1）

鳥取県の営農状況や担い手の実態を概

観し、担い手対策が必要であることが分

かった。それでは、実際にどのくらい就

農相談を受け、就農に至っているか、実

態に迫ってみたい。 

まず、就農への関心度合い

を推し量る指標の一つとして、

鳥取県における就農相談件数

に注目する。鳥取県における

相談体制は、県外者を（公財）

鳥取県農業農村担い手育成機

構（以下、「担い手機構」とい

う）が、県内希望者のうち、

特に就農を希望する市町村や

品目が決まっている人を市町

村や各地域の農業改良普及所

158

264
327

266 286 278
224 210 222

0

100

200

300

400

500

600

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

（人）

（年度）
図7-7 鳥取県における就農相談者数の推移

就農相談者数 うち、担い手育成機構

（資料）鳥取県農林水産部経営支援課提供資料より作成
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が中心に対応することが原則となってい

る。 

鳥取県における就農相談者数の推移を

みると（図 7-7）、資料を入手出来た 2007

（平成 19）年度以降増加傾向で、2012（平

成 24）年度以降は横ばいである。また、

県外からの就農希望を中心に対応する担

い手機構への相談者は、2009（平成 21）

～2012（平成 24）年度をピークにやや減

少しているものの、毎年 200 名程度の相

談を受けている。 

相談者数が伸び悩み、新規就農者を確

保することが年々厳しさを増している理

由は、大きく 2 つ挙げられる。 

第 1 に、他の都道府県との新規就農者

獲得競争激化の流れである。鳥取県の担

当者は、他都道府県でも同様の新規

就農支援が行われ始めたことによる

就農希望者の争奪競争が起きている、

との認識を示した。他都道府県でも

農業の後継者や担い手不足は深刻で、

それに対する取組みは他都道府県で

も活発に展開しており、就農希望者

の争奪が発生している。 

第 2 に、労働需給のひっ迫で、他

産業との労働力獲得競争になってい

る点である。図 7-8 に示した正社員

の有効求人倍率をみると、2008（平

成 20）年のリーマンショックで大き

く低下した後、全国の回復ペースに

後れを取っているものの、2016（平

成 28）年にかけて徐々に上昇してい

る。労働力人口も減少する中で、農

業の担い手を確保するためには、こ

れまで以上の取組みが不可欠である

といえる。 

 

 新規参入者の割合が高い鳥取県 （2）

前述のとおり、新規就農者数を確保す

ることは年々厳しさを増しているが、鳥

取県では、2010 年以降、多少の増減はあ

るものの、新規就農者数は緩やかに増加

している（図 7-9）。 

2009（平成 21）年は、農地法改正によ

る株式会社の農業参入緩和や農の雇用事

業開始による研修費用の一部助成開始に

加え、県が新規就農者向け施策を強化し

たことが重なり、新規雇用で新規就農者

が急増した。 

2010（平成 22）年以降、新規就農者は

毎年 100～150 人の範囲で確保されてお

り、最近まで大きな変化は見られない。 

21%

55%

24%

新規雇用

新規参入

鳥取県

136人

新規自営

78%

16%

6%

新規自営

全国

6.5万人

新規参入

新規

雇用

（資料） 農林水産省「新規就農者調査」、鳥取県農林水産部経営支援

課提供資料より作成 （注）全国は2月現在、鳥取県は暦年で集計。

図7-10 新規就農者数の内訳（2015年）
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（年）図7-9 新規就農者数（実数）の推移
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（資料） 鳥取県農林水産部経営支援課提供資料より作成
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一方、新規就農者の形態別割合を全国

と鳥取県とで比較すると、大きな違いが

みられる。全国では新規自営農業就農者

が新規就農者の 78％を占めるのに対し、

鳥取県では 21％にとどまる一方で、新規

雇用就農者が 55％と、新規就農者の主力

 

図 7-11 鳥取県における新規就農者の確保・支援プログラムのフロー図 

（資料）鳥取県農林水産部経営支援課提供資料を転載 

H27.5.21版

【先進農家実践研修】
 先進農家での  技術・経営知識の習得
 農業大学校でのサポート研修
 県内在住者（ 業農家等）向け
 地域の関係者が研修をサポート

連携

体 験

新規就農者の
 期経営安定

 生産技術の向上
 経営・技術の向上
   の開 等
 地域社会への 期 応

農業大学校での研修

【鳥取へ    アグリスタート研修事業】
 先進農家で  技術・経営知識の習得

 農業大学校での集合研修

    ターン者、県内 農家出身者向け
【市町村公社等就農研修支援事業】

担い手育成機構や市町村公社での研修

農業改良 及所

(総合支援 )

支援

研修準備 階

 ローワーク等

≪農業経営の安定に
向けた指導≫

・就農計 策定支援

・技術指導
・経営管理指導
・情報提供（市場、

気象、新技術）

   技術・経営管理
の知識の習得

 住宅、作業場の確保
 農地確保の準備
 機械、施設の準備

（中古農機の活用）

就農希望者の状況・要望にあわせた研修体制

研修 階

市町村

・就農準備への支援

<就農・くらしアドバイ ー>

・新規就農者を地域で
  的に支援

農林局

・田舎暮らしコーデ ネーター
によるアドバイス
・IJUターンの促進

農業改良 及所・市町村

【人・農地プランへの位置づけ】

【青年就農給付金（開始型）】
【就農応援交付金】
【就農 件整備事業】

市町村

鳥取県における新規就農者の確保・支援プログラム

● 就農希望者への相談対応から始まり、さま まな 階を経て新規就農者を育成
● 就農までの各 階ごとに県、市町村、JA、(公財)鳥取県農業農村担い手育成機構（以下、担い手育成機構）

な 多くの機関がさま まな形で就農希望者や新規就農者を支援

● また、就農後においても新規就農者が経営安定を図り、地域農業の担い手として独り立ちするまでには、さ
らに長期間にわたる関係機関の継続的支援が 要

公庫、JA等

【青年等就農資金】
・機械、施設の整備
・運転資金

農業再生協議会

・新規就農者の仲間作り

雇用就農

インターンシップ

独 立 就 農

就農   定

担い手育成機構

・相談員による相談窓口
（相談会：東京・大阪・県内）

・農業体験研修（日帰り・１泊２日）

相 談

研 修

認定 査会
（指導農業  市町村 県 JA

農業委員会・農地利用集積円 化団体
担い手育成機構（農地中間管理機構）

・農地情報の提供 支援

・中間保有農地での研修

農地の利用調整・あっせん

関係機関連携

東京・関西本部

 農業の基 知識と実践技能の基本を習得農業大学校

【鳥取県版農の雇用支援事業】
 農業法人での  技術実習
 研修最長期間 年

経営体での研修

就農準備 階

連携
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をなしている（図 7-10）。 

また、全国の新規参入者の割合は 6％

であるが、鳥取県では 24％である点も大

きく異なる。新規就農者の 4 人に 1 人が

新規参入者である鳥取県では、参入しや

すい営農条件に加え、各種の支援策も有

効に活用された結果とみるべきであろう。 

5.  新規就農を支える鳥取県の取組み 

 鳥取県内の各機関・団体が連携し（1）

て新規就農を支援する体制 

鳥取県では、農林水産部経営支援課、

担い手機構、JA、市町村等が連携して新

規就農支援施策を実施している。 

鳥取県における新規就農の確保・支援

は体系化されたプログラムとして整備さ

れており、研修準備段階、研修段階、就

農準備段階（もしくは雇用就農）、独立就

農の段階に応じた支援策が用意されてい

る（図 7-11）。 

このフローをわかりやすく伝えるため、

担い手機構が準備した就農希望者向けの

パンフレットには、就農相談・研修準備

段階＝ホップ、研修段階・就農準備段階

＝ステップ、独立就農＝ジャンプと、新

規就農までの三段階を明示している（図

7-12）。 

 

 就農希望者の事前相談 （2）

鳥取県では、就農希望者が農業にどの

程度熱意をもっているか、就農すること

に関して家族の理解や支援が得られるか

どうか、十分な資金を蓄えているか、な

ど綿密な事前相談を実施し、基礎研修に

進めるかどうかを判断する。 

鳥取県では、農業経営が成り立つ人材

の育成に取り組んでいる。そのため、「農」

ある暮らしを検討する移住希望者は、担

い手機構が配布するパンフレットの最初

のページに示されたフロー図（図 7-13）

によって、青で示された区分に仕分けら

 

図 7-12 ホップ、ステップ、ジャンプで新規就農に至る道のりを示したパンフレット 

（資料）（公財）鳥取県農業農村担い手育成機構提供資料を転載 

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―



 

- 118 - 

 

れ、事前相談の結果から就農研修か市町

村の担当者での対応かに仕分けられるこ

とが一般的である。農村コミュニティへ

の関与や自給的農業を動機とする新規就

農希望も、農業の担い手であることには

変わりないが、次世代の農業経営を担う

人材確保が喫緊の課題であり、まずはそ

ちらに対処する姿勢である。 

こうした姿勢は、担い手機構が配布す

るパンフレットにも表れている。鳥取県

における主な経営作物とその収益性をパ

ンフレットに明示し（図 7-14）、就農を

検討し始める段階から、自立経営するう

えで必要な農地面積や農事暦、作目選択

等を検討するよう促している。 

 

 事前相談と農業体験の重要性 （3）

鳥取県では、事前相談、研修前の農業

体験の充実、研修時における就農意思の

確認徹底、就農研修期間の拡大、研修生

受け入れ農家に対する研修の実施、営農

作目・作物の選択助言などの工夫を重ね

ている。 

農の雇用支援事業が国で開始され、鳥

取県でも新規就農に関する研修を充実さ

せたのが 2009（平成 21）年であった。こ

の時のアグリスタート研修（実践研修）1

期生は 15 名で開始したものの、就農に至

ったのは 3 名で、研修受講生に占める独

立就農者の割合（定着率）は 20％であっ

た。 

このため、事前相談における就農意思、

 

図 7-13 就農希望者の入口仕分け 

（資料）（公財）鳥取県農業農村担い手育成機構提供資料を転載 
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家族の理解、資金の準備（できれば 3～5

百万円は必要）等の確認徹底や支援体制

の強化を迫られ、毎年改善を重ねている。 

これまで紹介した研修フロー、相談体

制、農業体験機会の増加が実現できたこ

とで、7・9 期生の定着率は 100％となる

など、最近では研修生の 8～10 割が就農

する体制となっている（表 7-3）。 

 

図 7-14 鳥取県における主な経営作物とその収益性 

資料：（公財）鳥取県農業農村担い手育成機構提供資料を転載 

全体
定着率

IJUターン者
の定着率

うち
IJUターン

（B）

うち
IJUターン

うち
IJUターン

（D）
C/A*100 D/B*100

第1期 09年9月～10年8月 15 8 12 8 3 2 20.0 25.0
第2期 10年4月～11年3月 15 13 11 9 7 6 46.7 46.2
第3期 10年9月～11年8月 9 9 8 8 3 3 33.3 33.3
第4期 11年2月～12年1月 10 6 9 5 8 5 80.0 83.3
第5期 12年2月～13年1月 17 10 17 10 16 9 94.1 90.0
第6期 13年2月～14年1月 20 14 19 14 18 14 90.0 100.0
第7期 14年2月～15年1月 18 11 18 11 18 11 100.0 100.0
第8期 15年2月～16年1月 9 4 7 4 7 4 77.8 100.0
第9期 16年2月～17年1月 4 3 4 3 4 3 100.0 100.0
第10期 17年2月～18年1月 11 10
（資料）公益財団法人鳥取県農業農村担い手育成機構「平成27年度事業報告書」、同機構提供資料より作成
（注） http://www.t-agri.com/ninaitekiko/upload_images/H27jigyouhoukoku.pdf（2017年3月13日最終閲覧）

表7-3　アグリスタート研修の実績

採用
者数
（A)

研修期間期
卒業
者数

就農
者数
（C）
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 研修の流れ （4）

事前相談を通過した就農希望者は研修

制度を活用し、基礎研修や実践研修を受

けて自営、雇用、もしくは親元での就農

に至る。 

基礎研修は、雇用就農では公共職業訓

練に位置づけられる 4 ヶ月のアグリチャ

レンジ科、自営、親元就農では農業大学

校の研修を受ける。 

また、実践研修に入る前段階として、

基礎的な知識や技術を習得すると同時に、

実践研修で辞退者が出ないよう、就農希

望者と鳥取県での農業経営とのマッチン

グや就農意思の確認を徹底して行うこと

としている。 

実践研修は、IJU ターン者、県内在住

者、雇用就農希望者、親元就農希望者別

に研修コースが用意されており、このう

ち「鳥取へ IJU！アグリスタート研修」

では、5 ヶ月のトライアル研修と 7 ヶ月

の実践研修（2017（平成 29）年 2 月から

は2ヶ月のトライアル研修と10ヶ月の実

践研修に変更）とで構成されている。ト

ライアル研修から実践研修に移行するに

あたっては、農家、担い手機構、農業普

及員等が研修生を評価することとなって

おり、就農希望者が農業の向き不向きを

検討する機会を設けている。 

こうした研修費用は国や県などが負担

するほか、研修期間中の手当や給付金が

支給される（表 7-4）。国は実践研修に対

し、青年就農給付金（準備型）（2017（平

表7-4 鳥取県における就農前の支援施策（主なもの、2016年度）

区分 事業名・研修名 内容、要件等 期間 助成額
事業
主体

就
農
前
の
研
修
に
対
す
る
支
援
制
度

雇
用
就
農

向
け

基
 
研
修

農業大学校研修 アグリチャレンジ科 4ヶ月 ※雇用保険、職業訓練受講給付金な
 の支給対象研修 国

県

実
践
研
修

自
営
就
農
向
け

農業大学校研修 先進農家実践研修 1年 ※青年就農給付金（準備型）支給対象 国
県

鳥取へIJU アグリス
タート研修

（公財）鳥取県農業農村担い
手育成機構が実施する就農
研修

1年
最大2年

職員として採用し、研修を受ける
月126千円（上限）
住居・通勤手当 月33千円（上限）
県外からのIJUターン者には、定住準
備金、赴任旅費あり

県
独自

市町村農業公社等就
農研修

県内の市町村農業公社等が
実施する農業研修

最長1年 月153千円（上限）
住居・通勤手当 月33千円（上限）

県
独自

雇
用
就
農
向
け

鳥取県版農の雇用支
援事業（新規就業者
 期育成支援事業）

新規就農者への研修経費、
指導者の研修経費

最長3年 1年目 月153千円（上限）、指導者研
修費36千円（上限） ※2年目以降減額
住居・通勤手当 月33千円（上限）

県
独自

鳥取県版農の雇用支
援事業（農林水産コラ
ボ研修支援事業）

通年雇用が難しい（冬期間農
作業できない等）場合、他産
業と連携してOJTする場合の
経費

最大2年 1年目 月153千円（上限）
※2年目以降減額

住居・通勤手当 月33千円（上限）
県

独自

研
修
受
講
生
に
対
す
る

支
援

青年就農給付金（準
備型）

県が指定する研修機関で概
ね1年以上就農研修を受ける
者で、就農予定時の年齢が
45歳未満の者への給付金

最長2年 最長2年間、年150万円支給
※研修機関に雇用されている場合は
支給対象外

国

就農研修交付金 雇用保険、青年就農給付金
等による生活支援を受けられ
ない者への交付金

4ヶ月
12ヶ月

研修期間中、月100千円
県

独自

 
元

就
農

 元就農促進支援交
付金

 元（3 等以内）で行う就農
研修への助成

2年以内 月100千円 ※青年就農給付金（準備
型）支給対象外となる人向け

県・市町
村独自

（資料）鳥取県農林水産部経営支援課提供資料より作成 （注）詳しい支援内容、最新情報は関係機関で確認のこと。
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成 29）年 4 月以降は、農業次世代人材投

資事業（準備型）に変更。以下省略。）や

農の雇用事業による経済的支援を実施し

ているが、鳥取県では、国の支援対象外

年齢である 45 歳以上の研修生に対する

支援を実施（例：就農研修交付金、鳥取

県版農の雇用支援事業）しているほか、

国を上回る研修手当の支給等、様々な独

自の取組みを実施している（表 7-4 の網

掛け部）。 

例えば、青年就農給付金（準備型）の

場合、研修の途中終了は一部（または全

て）返還する必要が生じるが、「鳥取へ

IJU！アグリスタート研修」では、万が一、

諸事情により研修を途中でやめる場合で

も、それまで支払われた給与等の返納義

務は発生しない。就農希望者が農業との

マッチングに時間を要することを踏まえ、

就農希望者が自分の就農適性を確認する

貴重な機会を担い手機構が担保している。

これを実現するために、この研修では、

研修生が担い手機構の職員として雇用さ

れる形態を採用している。 

実践研修が終盤に差しかかるころ、研

修生は就農準備段階へ移る。住まいと農

地の確保、営農作目の決定など多岐にわ

たる準備を、市町村や各地域の農業改良

普及所、担い手機構、JA などの関係者が

支援する。そして、一定の要件を満たす

「認定新規就農者」となれば、就農後数

年間、各種支援を受けることができる（表

7-5）。 

認定新規就農者に対する国の支援（青

年等就農資金、青年就農給付金（経営開

始型）（2017（平成 29）年 4 月以降は、

農業次世代人材投資事業（経営開始型）

に変更。以下省略。）など）は存在するが、

鳥取県では、国を上回る給付や国の支援

対象から外れる認定新規就農者に対して

も支援し、農業経営が軌道に乗るよう工

夫を重ねている。 

こうした就農希望者本位の取組みは、

農地中間管理機構の農地転貸先の結果に

も表れている。鳥取県では、同機構が

2016（平成 28）年度中に 44 の認定新規

就農者（経営体数）へ転貸し、47 都道府

県で 1 位の実績となっている。 

 

表7-5 鳥取県における認定新規就農者向け支援施策（主なもの、2016年度）

区分 事業名 内容等 期間 助成額、要件
事業
主体

認
定
新
規
就
農
者
へ
の
支
援

施
設
・機
械

補
助

事
業

就農 件整備事業 就農時に 要な農業機械・施
設を整備、リースする場合助
成

最大5年 事業費上限12,000千円/5年
補助率：県1/3、市町村1/6

県・
市町村
独自

融
資

制
度

青年等就農資金 農業機械・施設の整備、種
苗・肥料等の購入、就農先の
調査等に 要な経費を融資

経営開
始から5
年間

貸付限度枠37,000千円
※就農 件整備事業と併用可能 国

経
営
、
生
活
支
援

就農支援事業 IJUターンによる新規就農者
に対して、「就農・くらしアドバ
イ ー」を設置

最長12ヶ
月

アドバイ ーへの謝礼として
月30千円

県
独自

青年就農給付金（経
営開始型）

就農後の経営安定、定着促
進を図るため、就農時45歳未
満のものに対する給付金

最長5年 年間最大1,500千円
※就農応援交付金の受給者は対
象外

国

就農応援交付金 新規就農者の 期経営安定
を図るための交付金

3年間 1年目 月100千円、2年目 月65千円、
3年目 月40千円
※青年就農給付金（経営開始型）
の受給者は対象外

県・
市町村
独自

（資料）鳥取県農林水産部経営支援課提供資料より作成 （注）詳しい支援内容、最新情報は関係機関で確認のこと。
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 新規就農研修事業で要となる担い手（5）

機構の役割 

担い手機構は、1969（昭和 44）年に設

立した財団法人鳥取県農業開発公社と

1991（平成 3）年に設立した財団法人鳥

取県農業担い手育成基金が、2009（平成

21）年に合併し、財団法人鳥取県農業農

村担い手育成機構となり、2014（平成 26）

年に農地中間管理事業の推進に関する法

律により農地中間管理機構に指定を受け

た経緯を持つ。 

このため、担い手機構は、担い手育成

に関する事業、農地中間管理事業を一体

的に実施でき、①ワンストップの新規就

農支援、②優良農地の提供、③機構独自

の新規就農支援策、の 3 つを行っている

ことが特徴として挙げられる。 

第 1 のワンストップの新規就農支援は、

これまで見てきた事前相談、基礎研修、

実践研修、就農後の支援を担い手機構が

すべて実施していることからも明らかで

ある。ちなみに、住居の確保は、市町村

や県の移住・空き家関係部署と連携をと

り、対応している。 

第 2 の優良農地の提供は、担い手機構

が特に重視している点である。新規就農

者の農業経営を軌道に乗せるうえで、優

良な農地確保は不可欠である。担い手機

構がこれまで手掛けた新規就農者の育成

において、やむを得ず離農した中には、

低い生産性の農地しか確保できなかった

事例もあった。そのため、担い手機構で

は、農地中間管理機構で多くの農地を取

り扱う優位性を生かし、優良な農地を新

規就農希望者へ提供することとしている。 

第 3 の機構独自の新規就農支援策はい

くつか挙げられるが、その中でも特に特

徴的なものが、農業機械・施設の買取と

売渡・貸与（初期営農農業器具等支援事

業）である。担い手機構は古物商の免許

を保有しており、JA、アグリスタート研

修受け入れ農家等から譲渡可能な中古機

械等の情報提供を得て買取または譲渡を

受け、手数料なしで新規就農者へ提供、

貸与を行っている。営農開始直後の新規

就農者は、地域での人脈づくりの途上に

あり、農業機械等の提供を直ちに受ける

ことは難しいため、担い手機構が仲立ち

する取組みは、新規就農者の初期投資を

軽減する取組みとして特筆される。 

また、担い手機構では、担い手支援に

関わる者同士のスキルアップや現場での

課題共有を図る研究会を定期的（年 2 回

程度）に開催しているほか、新規就農者

がグループを結成し、就農後の情報交換

や資質の向上を図る活動（新規就農者グ

ループ活動促進事業）をはじめとする組

織活動の促進にも力を入れている。 

 

 直面する課題 （6）

就農希望者を受け入れ、研修を実施し

たのちに、新規就農者として営農開始し、

経営が軌道に乗るまで切れ目のない支援

を展開していることが明らかとなったが、

一方で現場が抱える問題も指摘しなけれ

ばならない。 

第 1 に、研修受け入れ農家の選定や育

成に関することである。受け入れ農家の

やり方が研修生の農業定着を左右するだ

けに、その選定は容易ではない。受け入

れ農家の選定にあたっては、研修を実施

できるだけの技術や育成能力を備えてい
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ることはもちろん、地域コミュニティに

おける立ち位置にも配慮する必要がある。

こうした事情を踏まえ、担い手機構など

では、地域ごとに受け入れ農家を推薦し

てもらい、受け入れ農家向けの研修を実

施することとしている。 

第 2 に、作目選択である。就農希望者

の中には、無農薬栽培や有機農法への憧

れ、特定の作目の栽培希望があり、これ

が参入地域の主力出荷作目や既存の生産

部会で蓄積された栽培技術、あるいは気

候・土壌条件とは相いれないことがあり、

このミスマッチが研修生の就農意欲を低

下させる要因となる場合がある。この課

題に対し、就農相談や基礎研修を通じて、

農業経営の視点を持ってもらうよう繰り

返し伝えることとしている。 

第 3 に、農業融資である。新規就農者

に対しては、無利子の貸付制度が存在す

るものの、鳥取県では JA を通じて青年

等就農資金を借り入れる際、農業信用保

証協会の保証料が発生する。また、日本

政策金融公庫による直貸制度は、I ター

ン者だと利用できないという制限もある。

様々な支援策は展開されている一方で、

新規就農者が資金調達の面で課題に直面

していることも確認しなければならない。

もっとも、新規就農者への支援を手厚く

しすぎることで、支援されることが前提

の経営となってしまうことも問題であり、

適正な支援の期間と金額の模索は続くと

考えられる。 

6. おわりに 

国や県の新規就農支援は、認定農業者

を育成するために実施されている。これ

まで紹介した鳥取県での新規就農に関す

る取組みも、農業経営を成り立たせるた

めの研修や支援である。 

一方、第 3～6 章で議論してきた移住の

文脈における農業は、地域の一部を構成

し、ある種の生きがいや地域コミュニテ

ィの紐帯を確保する手段の一つで、これ

らが、「農」に関心を持つ人を鳥取県に引

き寄せている。 

すなわち、現在、鳥取県において直面

している移住と「農」を巡る課題は、本

来連続する産業しての「農」と、地域と

しての「農」とが、政策単位に落とし込

まれたときに、新規就農支援策という産

業政策と移住促進政策という地域政策と

に予算上区別され、多様である「農」の

営みを見過ごしている点にあると考えら

れる。 

例えば、地域ごとの主力作物や営農方

法と、新規参入者が思い描く作りたい作

物や理想とする農法との不一致を乗り越

え、多様な農業を支援する体制が整えば、

新規就農への参入障壁は緩和される。こ

の多様な農業は、「農」に関心を持つ人を

引き付け、農業の担い手確保につながる

好循環を生む可能性を秘める。 

しかし、「農」に関心を持つ人を引き付

ける移住促進政策を代表とする地域政策

と、農業が生計を支える柱の一つとなる

まで農業の担い手を育成する産業政策と

を融合させることは容易ではない。担い

手機構によれば、農業に参入する上で農

地確保の問題は避けて通れず、加えて地

域ごとに農地確保以外の諸課題（例えば、

住まい、コミュニティ、当面の農外収入
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の確保など）も解決しなければならず、

「農」に関心を持つ人が「農」の営みに

関与するためには、相応の覚悟と準備が

必要と指摘する。つまり、移住と新規就

農とを政策段階から融合して取り組むこ

とは難しいとの立場である。 

一方、島根県では、県外から UI ター

ンして農業とほかの仕事（X）を組み合

わせた働き方を実践する「半農半 X」を

支援し、移住者と農業の担い手の確保に

つながっており、意欲的な取組の一例と

言えよう。しかも、この支援を受けた人

のなかから、認定農業者へと成長した人

もいる。多様な農業を実践できるよう、

「農」への関わりを持とうとする人を支

援することが、結果として農業の担い手

を確保することにつながることを示して

いる。実際、移住後 2 年間は賃労働によ

って生計維持しつつ、田畑を借り受け、

休日に夫婦で田畑を営みながら農産物の

販売実績を積んで、3 年目には専業農家

になるケースも報告されている（相川 

2016：168-170）。なお、この半農半 X の

事例の取組みとその課題は補章で詳しく

紹介する。 

もちろん、担い手機構は半農半 X のよ

うな取組みを否定しているわけではなく、

IJU ターン者を農業の担い手として育成

し、成果を上げている（表 7-3）。担い手

機構の上場理事長は、「私たちは、農業の

担い手確保・育成する上での諸課題に対

し、一体的に取組む気持ちで事業を推進

している」と、地域政策と産業政策の融

合を図るうえで、政策の実施主体の取組

み姿勢が重要との認識を示している。ま

た、「担い手機構では、育成者数にこだわ

るのではなく、一人ひとりの幸せを実現

できるような支援を継続し、経営理念を

もつ農業者を育てたい。農業に関わるこ

と、そして生きるということを考える人

を支援・育成していきたい」と、数値目

標・KPI といった一面的な指標だけで新

規就農者の育成を捉えず、農業に就いて

よかったと思え、人としても成長できる

ような支援を展開していることが分かっ

た。 

移住促進政策のトップランナーであり、

早い段階から農業の担い手確保支援策を

新規参入者にまで拡大させた鳥取県では、

地域ごとの実情に合わせた事業を展開す

る担い手機構のような政策実施主体が、

関係団体等との連絡・調整を密にしなが

ら就農にかかる諸課題を解決し、農業の

担い手の確保・育成に取り組んでいるこ

とを明らかにした。特に、「農」に関心を

持つ移住者に対し、現実的な「農」や移

住（候補）先との関わりを考え、移住し

て就農する人も就農を支援する側も、納

得のいく体制が構築されている点が重要

である。農業の担い手不足が一段と厳し

くなる中で、鳥取県での新規就農者確

保・育成や「農」へ関心を持つ移住者に

対する考え方は、ほかの地域にとって示

唆に富むものと考えられる。 

引用文献 

[1] 相川陽一（2016）「現代山村における

地域資源の自給的利用と定住促進の

可能性－林野を活かす高齢者と若手

移住者の暮らしを手がかりに－」『村

落社会研究』52：145-182． 
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援の特徴」，一般財団法人農村金融研

究会編『新規就農を支える地域の実

践』農林統計出版． 

 

※ 本章は、2016（平成 28）年 2 月 4 日

の調査時点に基づく。一部は、追加

調査等により、調査時点以降の政策

変更を反映させた。 

※ 本章は以下の文献に加筆・再編成を

加えたものである。 

[1] 多田忠義（2017）「「農」に関心を持

つ移住者と鳥取県の新規就農支援」

『農中総研 調査と情報』59：16-17． 
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補 章 島根県の新規就農支援策における「半農半Ｘ」 

 

寺林暁良 
 

要 旨 
 

  

島根県は、新規就農支援策の一環として、農業を営みながら他の仕事にも携わり、双方

で生活に必要な所得を確保する「半農半Ｘ」支援策を取り入れている。「半農半Ｘ」支援策

は、農業はもとより多様な機能を担う人材の確保につながっており、中山間地域の再生に

向けた新たな戦略のひとつとして注目される。 

 

1. はじめに 

第 7 章では鳥取県における新規就農支

援の取組みを紹介したが、島根県の政策

において特徴的なのは、国の青年就農給

付金事業（2017（平成 29）年 4 月以降は

農業次世代人材投資事業に変更。以下で

は、青年就農給付金事業と称する。）等に

加えて、UI ターン者の受け入れに「半農

半Ｘ」という選択肢を組み入れているこ

とである。 

「半農半Ｘ」とは、塩見直紀氏が提唱

した言葉で、「農業を営みながら他の仕事

にも携わり、双方で生活に必要な所得を

確保する仕組み」（島根県，2016）で、移

住政策と農業支援策を兼ね備えている点

が大きな特徴となっている。2010（平成

22）年の政策開始当初は、「農業+α」と

呼んでいたが、2012（平成 24）年に「半

農半Ｘ」というコンセプトを提唱した塩

見直紀氏の了解を得て、現在の政策名に

改称した。 

「半農半Ｘ」政策は、多業型のライフ

スタイルを実現する方法であると同時に、

特に中山間地域における新規就農の方法

として注目される。そこで、島根県が「半

農半Ｘ」による新規就農策に取り組んだ

背景、その実績などを紹介することで、

その可能性について論じることにしたい。 

2. 島根県の新規就農と「半農半Ｘ」 

 島根県の農業・農村をめぐる状況 （1）

島根県では、少子高齢化の進行に伴い、

農業の担い手不足が進行している。島根

県は、1960 年代から過疎化が始まり、農

業就業人口の減少や高齢化の進行が著し

い県である。「2015 年農林業センサス」

によると、耕作放棄地面積は 7,065ha と

なり、農地に占める耕作放棄地面積の割

合は 21.5％にも達している。 

特に、中山間地域の担い手不足は深刻

である。島根県は、東部の出雲地方と西

部の石見地方、離島部の隠岐地方に分け

られるが、特に石見地方は大半が中山間

地域であり、「過疎」という言葉が生まれ

たとされるのも、石見地方の匹見町（現

益田市）である。 

こうしたなか、島根県では、中山間地

域での地域農業の担い手確保の一つの方

法として、新規就農者の獲得に大きな期
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待がかけられているのである。 

 

 「半農半Ｘ」の背景 （2）

中山間地域において新規就農者を確保

するための方策として注目されるのが

「半農半Ｘ」である。島根県が新規就農

支援策の一環として「半農半Ｘ」支援策

にいち早く取り組めた理由は、次のよう

なことによる。 

第 1 に、島根県は過疎の最先端地であ

り、地域の存続そのものに対する危機感

が非常に高いことである。前述したよう

に、島根県の中山間地域は、担い手不足

に加え、地域の存続に対する危機感が強

い。条件不利地域で農業だけで所得を確

保することが難しいなか、「半Ｘ」で所得

を確保して地域に定着してもらうことは、

農業の維持という観点だけではなく、農

山村の維持という観点からも重要となる。 

第 2 に、特に石見地域では、複合的な

生業を営むことが、むしろ当り前であっ

たという歴史的背景がある。民俗学者の

宮本常一は、島根県の中山間地域は、た

たら製鉄や銅精錬が盛んであったが、そ

れを支えてきたのは地域の農民であった

と論じている。農家は、農閑期に砂鉄を

得るための鉄穴掘りを行ったほか、鉱山

経営に不可欠な木炭を製炭した。こうし

た副業があったことで、農業自体は谷地

で細々と行われたものであっても、豊か

に暮らすことができてきたという（宮本，

1964）。 

生業複合は、生業論の中では、決して

新しい概念ではない。そもそも、農業者

は、当然のように様々な仕事を持ってき

た。例えば、中山間地域の農家の多くは、

1960 年代にエネルギー革命が起こるま

で、副業的に炭焼きを行なってきた。そ

のほかにも、養蚕のように副業的な現金

収入手段が多く存在していた。むしろ、

複合生業が難しくなり、小規模な農業の

みが取り残されるという状況が生まれた

時期と、過疎化が始まった時期は一致し

ている。「半農半 X」には、今改めて、中

山間地域における生活スタイルとして生

業複合を見直すという意味もあるのであ

る。 

3. 島根県の新規就農支援策 

島根県は、国の給付金に基づく新規就

農支援策でカバーしきれない部分を補う

形で独自の新規就農支援策を打ち出して

おり、それらのトータルで新規就農のパ

ターンを網羅できる体制を整えている

（表補-1）。 

島根県では、支援策の対象を「産業体

験」「就業前支援」「就農後支援」「就農先

確保・支援」「研修」の 5 つに分類してい

る。 

 

① 産業体験 

第 1 に、新規就農希望者を招き入れる

「産業体験」は、主に公益財団法人ふる

さと島根定住財団が担う分野である。そ

のうちの「しまね暮らし体験プログラム」

は、島根での暮らしに興味・関心を持つ

県外在住者のための体験事業で、県内発

着型の体験プログラムは 1団体につき 40

万円、県外都市発着型の体験バスツアー

は 80 万円の助成が行われる。 

また、「UI ターンしまねお試し体験事
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業」は、3～7 日間の農林水産業他の体験

研修で、受け入れ者に対して 1 人につき

1 万円の謝礼を行うものである。 

さらに、3 ヶ月～1 年の長期体験として

は、「UI ターン島根産業体験事業」があ

り、農林水産業や伝統工芸などの産業体

験期間中の滞在経費として、体験者が I

ターンや自宅外Uターンの場合には月額

主体 支援策名 期間 補助額/補助率

島根暮らし体験プログラム【体験プログラム】 1泊以上 上限40万円/団体

　　　　　　　〃　　　　　　 　【体験バスツアー】 1泊以上 上限80万円/団体

財団 UIターンしまねお試し体験事業 3～7日 1万円/人・回

財団 UIターンしまね産業体験事業
3ヶ月

　～1年

I・自宅外Uターン 12万円/月
自宅Uターン 6万/月

受け入れ先 3万円/月
親子連れ 3万円/月 加算

国
青年就農給付金【準備型】

　　45歳未満、自営就農・雇用就農
最長2年

150万円/年

県
就農給付金【UIターン準備型】
　　45歳以上、自営就農

最長1年
12万円/月

県 半農半X支援事業【就農前研修費用助成】 最長1年
12万円/月
夫婦それぞれ助成対象

国
青年就農給付金【経営開始型】

　　45歳未満、自営就農
最長5年

150万円/年

県
就農給付金【経営開始型】
　　45歳以上、自営就農

最長2年
75万年/年

国
経営体育成支援事業【ハード事業】
　　認定新規農業者

―
補助率3/10

県
自営就農開始支援事業【ハード事業】

　　認定新規農業者（を目指す者）
―

補助率1/3

国・県
農の雇用事業
　　研修費助成

　　法人独立志望者

最長2年

最長4年

上限10万円/月

3、4年目 上限5万円

県・市

町村
半農半X支援事業【定住定着助成】 最長1年

12万円/月

夫婦共同経営 18万円/月

県 半農半X開始支援事業【ハード】 ― 補助率1/3

県 研修受入農家助成 2年以内 3万円/月

県 雇用創出支援事業【ハード】 ― 補助率1/3

県 自営就農後継者対策支援事業【ハード】 ― 補助率1/3

企業の農業参入支援事業【ソフト】 ― 補助率1/2

　　　　　　　〃　　　　　　　　【ハード】 ― 補助率1/3

研修 県

しまねアグリビジネス実践スクール

　　①若手農業者経営力養成コース
　　②新規就農者基礎研修コース

　　③受入農家研修コース

　　④農業女子研修コース
　　⑤集落等派遣コース

　　⑥農福連携指導者養成コース

―
―

―

―
最長1年

―

※回数

　全12回
　1回（同一内容2回開催）

　1回（2会場 同一内容）

　全3回（2会場 同一内容）
　―

　月1、2回程度

就農先
確保・
支援

表 補-1　島根県の新規就農者向けの主な支援策（平成28年度）

（資料）島根県「新規就農者向け　交流・体験から就農までの主な支援策」
（注）財団は、ふるさと島根定住財団をあらわす。

就農前
支援

就農後
支援

産業
体験

財団

県
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12 万円、自宅 U ターンの場合には同 6

万円、中学生以下の子どもを同伴する場

合には 1 世帯につき同 3 万円が加算され

る。また、受け入れ先にも同 3 万円が支

給される。 

そのほか、東京での「しまねアグリセ

ミナー」や市町村の「就業プランナー就

業相談」など、各地域に出向いての就業

相談も行われている。 

 

② 就農前支援 

第 2 に、新規就農者への「就農前支援」

では、国の青年就農給付金ではカバーさ

れない就農予定時 45 歳以上を対象に、県

が「就農給付金【UI ターン準備型】」を

設けている。これは、対象を自営就農に

限っているほか、給付額は月 12 万円で 1

年以内と、国が行う青年向け給付金（年

150 万円、2 年以内）とは条件が異なる。 

 

③ 就農後支援 

第 3 に、「就農後支援」では、これも国

の青年就農給付金事業ではカバーされな

い就農予定時 45 歳以上を対象に、県が

「就農給付金【経営開始型】」を設けてい

る。こちらも、給付額が年 75 万円で 2

年以内と、国の青年向け給付金（年 150

万円、最長 5 年）とは条件が異なる。 

また、ハード事業についても、認定新

規就農者でなくてもそれを目指す者であ

れば補助を受けられる「自営就農開始支

援事業」を県が設けている。 

 

④ 就農先確保・支援 

第 4 に、雇用就農の受け入れ先に対す

る支援策である「就農先確保・支援」は、

県独自のものである。 

まず、「研修受け入れ農家助成」は、研

修受け入れ農家に対する指導経費の助成

で、月 3 万円が支給される。 

次に、「雇用創出支援事業」は、雇用就

農を受け入れるための施設整備に対する

ハード助成で、設備費用の 3 分の 1 の補

助が受けられる。 

3 つ目に、「自営就農後継者対策支援事

業」は、認定農業者が子弟に継承するた

めの基盤を強化するためのハード事業で、

こちらも設備費用の3分の1補助である。 

さらに、「企業の農業参入支援事業」は、

試作費や調査費等に使えるソフト事業、

新規参入用のハード事業を取り揃えてお

り、それぞれ一定率の補助を受けられる

仕組みである。 

 

⑤ 研修 

第 5 に、担い手確保に向けて幅広い研

修を行うのが、「しまねアグリビジネス実

践スクール」である。 

平成 28 年度は、①若手農業者経営力養

成コース、②新規就農者基礎研修コース、

③受け入れ農家研修コース、④農業女子

研修コース、⑤集落等派遣コース、⑥農

福連携指導者養成コースで、株式会社パ

ソナが事務局を担っている。特に、農業

に関心を持つ若い女性向けの研修、障が

い者の農作業指導に関する研修などは、

先進的な取組みであるといえるだろう。 

4. 「半農半Ｘ」支援策 

 「半農半Ｘ」支援策の概要 （1）

「半農半Ｘ」に関する支援策は、上記
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のうち、「就農前支援」と「就農後支援」

の中に組み込まれている。「半農半Ｘ」支

援策は、単なる移住促進政策ではなく、

明確に農業支援策の一部に位置付けられ

ているのである。 

「半農半Ｘ支援策事業」を利用する場

合、約 7 割の移住者が「産業体験」の「お

試し体験事業」や「産業体験事業」を利

用する。最長 1 年の「産業体験」の後、

実際に「半農半Ｘ」によって定住し、支

援策の助成を受けるためには、移住者は

移住希望先の市町村から「半農半 X 実践

者」の認定を受ける必要がある。この認

定要件は、①県外から UI ターンをしよ

うとする者、または UI ターンをして就

業及び就農が定着していない段階の者で

あること、②就農開始時の年齢が原則 65

歳未満であること、③農林業センサスで

定義する販売農家（農産物販売金額 50

万円以上）より高い目標という一定規模

以上の営農を行う予定であること、であ

る。認定要件としてはかなり緩い設定だ

といえるだろう。 

「就農前支援」としては、県の全額補

助事業で行う「半農半Ｘ支援事業【就農

前研修費用助成】」がある。これは、「半

農半Ｘ実践者」が就農前に行う農業研修

期間中の経費を助成するもので、助成額

は月 12 万円で、助成期間は 1 年以内とな

っている。また、夫婦で「半農半Ｘ」に

取り組む場合は、それぞれが助成対象と

なる。 

「就農後支援」としては、県と市町村

が半額ずつを負担し合う「半農半Ｘ支援

事業【定住定着助成】」がある。これは、

「半農半Ｘ実践者」の定住・就農開始後

の費用を助成期間は 1 年以内で助成する

もので、助成額は月 12 万円だが、夫婦共

同経営の場合月 18 万円となる。 

さらに、「就農後支援」には、ハード事

業として「半農半Ｘ開始支援事業」も用

意されている。これは、「半農半Ｘ実践者」

が農業経営を開始する場合に必要な施設

等の整備に支援を行うもので、「半農半Ｘ

実践計画書」に基づく農業経営に必要な

①施設や機械の購入・設置費用、②素畜

の導入費用、③果樹等の植栽費用、④排

水改良、土壌改良その他作付条件等の生

産基盤の整備費用を支援するものである。

補助率は補助事業費の 3 分の 1 以内で、

上限額は 100 万円である。 

 

 市町村による「半農半Ｘパッケージ（2）

モデル」 

以上の支援策の実施にあたっては、市

町村が「半農半Ｘ」によって所得を確保

し、定住が促進されるような「半農半 X

パッケージモデル」を策定することにな

っている（表補-2）。 

これは、農業と「半Ｘ」部分にあたる

兼業、さらには農地と住居の確保につい

てもパッケージとして示したもので、移

住希望者にとってわかりやすく具体的な

情報提供につながっている。 

農業部分で概ね 60～120 万円の所得を

確保し、それに兼業部分の収入を足して

いくイメージとなっている。また、「半Ｘ」

の兼業部分については、病院や商店など

市町村によって様々な仕事先が提示され

ている。 

重要な点は、パッケージになっている

ということである。実際に暮らすにあた

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―
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っては、産業と生活は切り離せない。そ

のため、地域で暮らすにあたって必要な

側面をトータルでサポートすることが重

要になるのである。実際に受け入れる市

町村側で受け入れのモデルをパッケージ

として示すことで、移住者にとっても産

業と暮らしとが結びついた形で導入でき

るというメリットにつながっている。 

また、有機農業等に取り組みたいとい

う実践者も多いが、吉賀町のようにすで

に有機農業で 40 年の歴史を持っている

自治体では、その志望者を受け入れるだ

けの素地が十分にあるといえる。さらに、

邑南町のように、子育て環境が整備され

市町村 農業 兼業 農地 住居

松江市

揖屋干拓農地で
①キャベツ＋スイートコーン
②キャベツ＋タマネギ

①酒造会社（蔵人）
②病院（看護士）
③介護・保育施設（保
育士）

農業委員会を通じ
斡旋

公営住宅・民間住宅等
の情報を提供

奥出雲町

直売用青果物各種 ①雇用農業
②一般業種勤務

農業委員会を通じ
斡旋

奥出雲町役場地域振
興課を通じ斡旋（奨励
金交付制度あり）

飯南町

①ヤマトイモ＋ダイコン・ス
イートコーン
②アスパラガス

①看護士
②牧場社員
③スキー場係員

地域資源情報バン
クを通じ斡旋

①空き家情報を提供
②町営住宅や農林業
研修宿泊施設への入
居を斡旋

大田市
①アスパラガス
②メロン

病院 農業委員会を通じ
斡旋

空き家情報を提供

川本町

①白ネギ 土木作業員 農業委員会を通じ
て斡旋

①空き家バンクに登録
の空き家情報を提供
②公営住宅への入居
を斡旋

邑南町

①路地キュウリ＋白ネギ
②路地ナス＋白ネギ
③施設キュウリ＋シュンギ
ク
④有機水稲＋農産加工品

①白ネギの選果・漬物
加工（ＪＡ）
②酒造メーカー
③町内スキー場関連

農業委員会を通じ
斡旋

①空き家バンクに登録
の空き家情報を提供
②公営住宅や研修滞
在施設への入居を斡
旋

益田市
①酒店の蔵人
②農業法人

農業委員会等を通
じ斡旋

①空きやバンク制度の
活用など

津和野町

①水稲＋露地野菜（直売
野菜）
②露地野菜（さといも）＋わ
さび
③山菜（タラの芽）

①第3セクターでの
パート
②看護士

農業委員会を通じ
斡旋

①空き家情報整備
②町買い上げ雇用促
進住宅への斡旋

吉賀町

①有機米＋有機野菜
②水稲＋ミニトマト＋水稲
作業受託
③野菜＋わさび＋菌床しい
たけ

①農業分野での出荷
調整・配送業務などの
補助
②冬季の除雪

農業委員会等を通
じ斡旋

①お試し住宅
②空き家バンク登録の
情報を提供
③公営住宅の情報を
提供

知夫村

周年放牧による肉用牛 ①役場業務（草刈り）
②ワカメ・イワガキ出荷
手伝い

放牧地：公共牧野
を利用
牛舎：高齢畜産農
家との賃借を斡旋

村営住宅・空き家を斡
旋

表 補-2　各市町村の「半農半Ｘパッケージモデル」

（資料）島根県ホームページより作成
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ている自治体も、「半農半Ｘ」による新規

就農者を受け入れやすいといえる。 

5. 「半農半Ｘ」支援策の活用状況 

島根県農林水産部農林経済課では、「半

農半Ｘ」支援策の取組み状況と、「半農半

Ｘ実践者」へのアンケート調査の結果を

公表している（島根県，2016）。 

それによると、2016（平成 28）年 1 月

時点で、40 人が「半農半Ｘ実践者」とし

て認定されており、36 人が県内各地で

「半農半Ｘ」に取り組んでいるという。

その家族も含めると 76 人の定住につな

がっているという。 

「半Ｘ」部分については、複数回答で

最も多いのが集落営農組織等での農雇用

で、17 人を数えている。そのほか、商店

勤務などのサービス業が 9 人、スキー場

勤務や高速道路除雪などが 6 人、酒造り

の蔵人が 2 人となっている。また、庭師

や左官、写真家などの自営業を営む者も

いる。 

移住先の市町村をみると、出雲地域は

1 人のみであり、その他は全員中山間地

域の石見地域である。本来であれば、「半

農半Ｘ」は、「半Ｘ」部分が多く確保でき

る都市部に近い方が向いている取組みで

あるため、出雲地域のほうが取り組みや

すいといえる。しかし、出雲地域は平地

で農業に取り組みやすいこともあり、専

業での就農者の方が多い。また、「半農半

Ｘ」を望む人々は、むしろ都市部から離

れた中山間地での生活を望んでいること

も石見地域で「半農半Ｘ」が多く展開し

ている背景となっている。 

また、移住者と町内会・自治会とのか

かわりは活発な場合が多く、移住者の満

足度も高い傾向がある。地域で様々な役

割を果たす「半農半Ｘ」の実践者は地域

にも受け入れられていることがうかがえ

る。 

ただし、所得水準については、「満足」

「とても満足」と答えたのは 1 人にとど

まっている。いかに所得水準を確保して

いくかが大きな課題になっていることが

分かる。 

6. 「半農半Ｘ」支援策の意義 

以上のように、鳥取県の新規就農者支

援策は、重層的に展開している。そのな

かで、とくに中山間地域への新規参入を

進める仕組みの一つとして活用されてい

るのが、「半農半Ｘ」支援策であるといえ

る。この「半農半Ｘ」支援策には次のよ

うな意義があると思われる。 

第一に、「半農半Ｘ」によって地域に必

要な機能補完を図ることができる点であ

る。「半Ｘ」にあたる仕事として介護士や

看護師などが挙げられるが、こうした職

種に就く人材は、過疎高齢化の進む地域

にとって、最も必要とされているといっ

ても過言ではない。「半農半Ｘ」は、中山

間地域において多機能型の人材を確保す

る有効な手段になりうるのである。 

第二に、「半農半Ｘ」は、農業者の育成

策としても大きな意義を持つということ

である。先述の通り、「半Ｘ」で最も多い

のは、集落営農組織等での農雇用である。

集落営農組織の人材不足が課題になる地

域も多い中、「半農半Ｘ」による移住者は

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―
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重要な労働力となる。そして、こうした

活動での経験を踏まえ、認定農業者とし

て専業農家となる移住者もいるという。 

ただし、「半農半Ｘ」には課題もある。

看護師や農雇用に「半Ｘ」として就いた

としても、これらの仕事に対するニーズ

が大きいために「半Ｘ」部分が多忙にな

り、むしろ「半農」部分が十分に行えな

いという事態が生じる場合も多いという。

「半Ｘ」としてどのような業種が向いて

いるかは、今後も検討が必要であろう。 

7. おわりに 

島根県は、もともと島根県にあった多

業型の生活スタイルを「半農半Ｘ」とい

う新しい言葉で読み替え、新規就農の新

たな呼び水としている。 

「地方創生」では、少子高齢化の進行

の中で、地域の人や組織が、複数の機能

を兼ね備えていくことが求められる。い

くつもの機能を果たすことのできる人材

の確保は、農業の担い手確保という意味

だけではなく、地域振興という意味でも

重要である。 
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第Ⅲ部 「地方創生」の多様な主体と取組み 

 

 

 

 

第Ⅲ部では、鳥取県において地方創生の実現に向けた、多様な主体

による取組み事例を詳しく紹介する。第8章では、「道の駅 きなん

せ岩美」と「道の駅 にちなん日野川の郷」を事例に、地方創生の拠

点として期待される道の駅の新たな機能と可能性について紹介する。

第9章では、JA鳥取いなばによる移動販売車を使った買い物支援の

取組み、第10章では循環型の社会・経済を目指して新たな地域エネ

ルギーシステムの構築に挑戦する「市民エネルギーとっとり」の事例

を紹介する。 

  

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―



 

- 136 - 

 

  

農林中金総合研究所　総研レポート　2017年7月



 

- 137 - 

 

第 8章 道の駅による地方創生 

―「きなんせ岩美」「にちなん日野川の郷」を事例として― 

 

木村俊文 
 

要 旨 
 

  

「道の駅」は、もともと道路利用者の休憩施設として生まれたものだが、最近では「地

方創生」の拠点として注目を集めており、中山間地等の集落散在地域においては福祉や買

い物など日常生活サービス機能を集約した「小さな拠点」として道の駅を整備する動きも

みられる。 

本章では、鳥取県岩美町の「きなんせ岩美」および同県日南町の「にちなん日野川の郷」

を事例に、地域における道の駅の役割を検討した。2 事例では、直売所への出荷者など地

域住民が道の駅に関与して地域の魅力度を高めながら、観光客など外部からの流入人口を

増やすことで地域の所得向上や雇用創出を図るとともに、関係団体や周辺施設と連携して、

住民生活の利便性向上を実現させる役割を担っている。こうした背景には地域での合意形

成などソフト面を重視した施設運営手法があり、道の駅の運営だけでなく、まちづくりや

地域の課題解決にも貢献している。道の駅の運営に関わる地域の関係者が今後も継続的に

当事者意識を持って関与することが大切だろう。 

 

1. はじめに 

「道の駅」は、道路利用者の休憩施設

として生まれたものであるが、最近では

「まち」の特産物や観光資源を生かして

「ひと」を呼び込み、地域に「しごと」

を生み出す中核的な存在となる可能性が

高いことから、「地方創生」の拠点として

も注目を集めている。とくに中山間地等

の集落散在地域においては、福祉や買い

物など日常生活サービス機能を集約した

「小さな拠点」としての役割も期待され

ている。 

そこで、本章では、道の駅の整備状況

や政策動向を概観した上で、鳥取県にお

いて近年に開設された岩美町の「きなん

せ岩美」および日南町の「にちなん日野

川の郷」の 2 つの事例を紹介し、地域社

会における道の駅の役割について考察し

てみたい。 

2. 道の駅の整備概況 

 登録数の動向 （1）

道の駅は、「地域とともにつくる個性豊

かなにぎわいの場」を基本コンセプトと

して、①24 時間無料で利用できる駐車場

やトイレなどの「休憩機能」、②道路情報

や観光情報、緊急医療情報などを提供す

る「情報発信機能」、③直売所や観光レク

リエーション施設などの地域振興施設を

きっかけに町と町とが手を結びあう「地

域の連携機能」といった 3 つの基本機能

を備えた道路施設として、国土交通省（制

度開始時は建設省）により 1993 年 4 月か
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ら登録が始まった。 

登録数は初年度の 1993

（平成 5）年に 113 ヶ所だ

ったが、1999（平成 11）年

に累計 500 ヶ所、2013（平

成 25）年に同 1,000 ヶ所に

達し、今では全国で 1,107

ヶ所（2016（平成 28）年 10

月 7 日現在、表 8-1）に広

がっている。1 都道府県あ

たりの登録数は 23 ヶ所で

あるが、最も少ないのは東

京都（1 ヶ所）、最も多いの

は北海道（117 ヶ所）となっている。 

道の駅は、主に地方の国道や主要地方

道など幹線道路から整備が始まったこと

や駐車場用地としてまとまった広さの敷

地を必要とすることなどから、地方に多

く、大都市周辺には少ない状況になって

いる。 

道の駅の整備方法には、市町村が地域

振興施設を整備し、国や県等の道路管理

者が休憩施設・トイレ・情報提供施設を

整備する「一体型」（617 ヶ所、55.7％）

のほか、全体を市町村が整備する「単独

型」（490 ヶ所、44.3％）の 2 種類がある。 

国土交通省に「道の駅」として登録さ

れると、設置者である市町村は商標登録

されている「道の駅」の名称やトレード

マークを使用することができるほか、道

路標識や市販地図にも名称が明記される

といったメリットがある。 

鳥取県には第 1 回登録（1993（平成 5）

年 4 月）の「大栄」（北栄町）や「三朝・

楽市楽座」（三朝町）など 16 ヶ所あるが、

全国順位は愛知県、岡山県、福岡県と並

ぶ 32 位であり、中国地方の中では島根県

（28 ヶ所）、山口県（23 ヶ所）、広島県（19

ヶ所）よりも登録数が少ない。 

 

 地方創生に向けて求められる多様な（2）

機能 

国土交通省（2014）は、前述した「休

憩」「情報発信」「地域連携」の 3 つの基

本機能のほかに、人口減少社会で地域の

活力をいかに維持するかといった地方創

生の課題に対処するために、道の駅の機

能強化として次の 6 つを掲げている（注

1）。 

① インバウンド観光の促進 

増加傾向が続いている外国人旅行者に

対して、多言語対応や免税店機能を付加

するほか、無料公衆無線 LAN、海外発行

カードに対応した ATM などのサービス

提供を行う。 

② 地域の観光総合案内 

宿泊予約や観光施設の手配、広域的な

周遊観光ルートの案内など、旅のコーデ

ィネートをワンストップで提供する。 

（ヶ所）

北海道 117 石　川 25 岡　山 16
青　森 27 福　井 15 広　島 19
岩　手 32 山　梨 20 山　口 23
宮　城 13 長　野 44 徳　島 15
秋　田 31 岐　阜 55 香　川 18
山　形 20 静　岡 24 愛　媛 28
福　島 30 愛　知 16 高　知 23
茨　城 13 三　重 17 福　岡 16
栃　木 24 滋　賀 20 佐　賀 9
群　馬 31 京　都 18 長　崎 11
埼　玉 20 大　阪 9 熊　本 30
千　葉 27 兵　庫 34 大　分 24
東　京 1 奈　良 13 宮　崎 17
神奈川 3 和歌山 33 鹿児島 21
新　潟 39 鳥　取 16 沖　縄 8
富　山 14 島　根 28 合　計 1,107

（資料）国土交通省「道の駅」関連サイトより作成　　（注）2016年10月7日現在。

表8-1　「道の駅」の地域別登録数
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③ 地方移住等促進 

空き家や就職に関する情報提供と相談

窓口、暮らし体験ツアーの開催など都市

から地方への移住促進のほか、ふるさと

納税の情報提供などを行う。 

④ 特産品を活かした地域振興 

地元の農林水産物を活用する 6 次産業

化のための加工所や直売所を設けて、雇

用機会を創出するなど地域活性化を図る。 

⑤ 地域福祉向上 

中山間地域等において、医療・福祉、

買い物等の日常サービス機能を維持し、

コミュニティバスなど地域公共交通ネッ

トワークとの連携で「小さな拠点」を形

成するほか、高齢者への宅配サービスや

高齢者住宅との連携も図る。 

⑥ 防災対策 

発電設備、備蓄倉庫、ヘリポートなど

を備えることにより、防災インフラとし

ての機能を強化する。実際に新潟中越沖

地震（2004（平成 16）年 10 月）や東日

本大震災（2011（平成 23）年 3 月）、熊

本地震（2016（平成 28）年 4 月）では、

緊急避難者の受け入れや物資集配、食料

提供などの拠点として道の駅が活躍した。 

 

 国土交通省「平成 27 年度重点（注1）

『道の駅』の選定について」2016

（平成 28）年 1 月では、上記 6

項目のほか、地域住民に対する交

通サービスの維持・向上を目指す

「交通結節点」、地域間の交流・

連携を促進する「交流連携」の 2

項目が追加された。 

（3）「重点『道の駅』制度」によるモデ

ル選定 

国土交通省では、2014（平成 26）年度

から各省庁と連携して、地方創生の拠点

となる優れた取組みを選定し、重点的に

支援する「重点『道の駅』制度」を実施

している。この選定の際にポイントとな

るが前述した 6 つの機能である。 

この制度に基づく 2014（平成 26）年度

の選定数は、①特に優れた機能を継続的

に発揮している「全国モデル『道の駅』」

が 6 ヶ所、②今後の重点支援で効果的な

①全国モデル「道の駅」 ②重点「道の駅」 ③重点「道の駅」候補

国土交通大臣 国土交通大臣 地方整備局長等

設置から一定年数
（10年以上）

既存設置
（企画段階も可）

企画段階

地域活性化の拠点として、
特に優れた機能を継続的に
発揮していると認められるも
の

 地域活性化の拠点となる優
れた企画があり、今後の重点
支援で効果的な取組が期待
できるもの

地域活性化の拠点となる企
画の具体化に向け、地域で
の意欲的な取組が期待でき
るもの

全国的なモデルとして成果を
広く周知するとともに、さらな
る機能発揮を重点支援

 取組を広く周知するととも
に、取組の実現に向けて、
関係機関が連携し、重点支
援

関係機関が連携し、企画検
討等を支援

6 73 49

選定数 14年度 6 35 49

15年度 - 38 -

（資料）表8-1に同じ

支援内容

表8-2　重点「道の駅」制度の概要

選定者

要件

選定ポイント

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―
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取組みが期待できる「重点『道の駅』」が

35 ヶ所、③企画の具現化に向けて今後の

取組みが期待される「重点『道の駅』候

補」が 49 ヶ所となった（表 8-2）。さら

に、2015（平成 27）年度には「重点『道

の駅』」に 38 ヶ所が追加登録されたほか、

2016（平成 28）年度には高齢化社会に対

応した地域福祉向上のための取組みなど

「住宅サービス部門モデル『道の駅』」に

6 ヶ所が新たに選定された。 

今後も設置者による応募を受け国の重

点支援を受けることができる道の駅が増

えることから、地方創生の拠点としての

役割を強めることになるとみられる。 

なお、以下で紹介する鳥取県の道の駅

2 事例のうち、後者の「にちなん日野川

の郷」は 2014（平成 26）年度に「重点『道

の駅』」に選定されている。 

3. 岩美町の道の駅「きなんせ岩美」の

概要 

 地域概要 （1）

岩美町は、鳥取県の東北端に位置し、

東は兵庫県新温泉町、西南は鳥取市に接

し、北は日本海に面している。町の中央

を蒲生川が流れ、川の周辺に農地や集落

が広がるが、全体的には山林が多く、北

に面して地勢が傾斜している。 

2015（平成 27）年の国勢調査による同

町の人口は 1 万 1,485 人、高齢化率（65

歳以上の人口割合）は 34.1％である。将

来的にも人口減少と高齢化が進む見通し

であるものの、町の人口ビジョンでは

2040 年に人口 9,003 人、高齢化率 36.3％

にとどめることを目標にしている。 

なお、同町は、中山間地域等直接支払

（農業生産条件の不利な中山間地域等と

平地との生産コスト差を補填する）制度

に取り組む県内 17 市町村（2015（平成

27）年実績）の一つである。町の総面積

122 平方キロメートルのうち、耕地面積

（2015（平成 27）年）は 877ha（耕地率

7.2％）と少なく、その内訳は田が 781ha、

畑が 96 haである。また、林野面積は 9,929 

ha であり、林野率が 81.2％と鳥取県全体

（73.8％）を上回っている。 

 

 事業の特徴 （2）

① 事業化の経緯 

岩美町では、山陰海岸ジオパークの世

界ジオパークへの加盟認定（2010（平成

22）年）や地域高規格道路「鳥取豊岡宮

津自動車道（駟馳山バイパス）」の供用開

始（2014（平成 26）年）などを控え、人

や物の流れが大きく変わりつつあった。

そうした中、2010（平成 22）年に岩美町

商工会、岩美町観光協会、鳥取県漁業協

同組合、田後漁業協同組合、鳥取いなば

農業協同組合（以下、JA 鳥取いなば）の

5 者が町に対して道の駅設立に関する趣

意書を提示し、以降、この 5 者を中心に

組織された「いわみ道の駅設立準備委員

会」において設立に向けた方策が協議さ

れた。 

その間、町では第 9 次岩美町総合計画

（2012（平成 24）年 3 月策定）において、

道の駅の設置を重点施策として推進する

ことを掲げ、道路利用者の「休憩機能」

のほか、「地元産品の販売」、「地域情報の

発信」、「地域防災」の拠点としての機能

をもった道の駅を整備する方針を明確に
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した。 

一方、立地は、地勢や交通などを勘案

して、最終的に駟馳山バイパスの岩美イ

ンターチェンジに近い、鳥取市から車で

20 分ほどの国道 9 号沿いにある、JA 鳥

取いなば岩美支店の隣地が選定された。

また、事業方式は、国がトイレ・休憩・

情報提供施設を整備し、町が地元産品の

販売など地域振興施設を整備する「一体

型」で進めることとなった。 

道の駅の管理運営は、岩美町のほか、

設立準備の中心となった上記 5 者が出資

した第 3 セクター、（株）いわみ道の駅（資

本金 1,924 万円、2015（平成 27）年 1 月

設立）が業務受託（国負担の施設は管理

委託契約、町有施設は指定管理協定を締

結）することとなった。なお、道の駅へ

の地元住民の参加意識を高めるために地

元住民を対象に別途公募出資も行われ、

25 人 270 万円の応募があった。こうして

2014（平成 26）年に着工し、2015（平成

27）年 7 月に開業した。 

 

② 基本コンセプト 

道の駅「きなんせ岩美」（表 8-3、写真

8-1、写真 8-2）は、大きく次のような考

え方に基づいて計画された。 

第 1 に、地元産品の販売を重視し、新

たな販路にすることである。新鮮で安

全・安心な魚や野菜などの地元産品を地

域外の観光客はもちろん、地元住民も手

軽に購入できる拠点とするほか、施設内

にある軽食コーナーや海鮮レストランで

も地元産品を使用した多彩なメニューを

提供し、さらに、加工事業を促進するこ

とにより新しい地域ビジネスの展開（6

次産業化）にもつなげようとしている。 

第 2 に、観光振興や移住促進のために

地域情報の一元的な発信を行うことであ

る。道路情報・交通案内に加え、海・山・

温泉等の周辺観光施設や宿泊案内、町内

イベント、移住・定住案内など、あらゆ

る情報を発信することで観光客の地域内

での滞在時間を拡大するよう努めている。

ゴールデンウィークなど地域外からの来

客が増える繁忙期には総合案内人（コン

所 在 地 鳥取県岩美郡岩美町新井337-4

開 設 2015年7月20日

交 通
鳥取豊岡宮津自動車道（駟馳山バイパス）岩美ICより国道9号を東方へ約1.5km（約3分）。JR山
陰本線・岩美駅からは徒歩約20分。

総 事 業 費 総事業費約10億円（国と岩美町が折半）

敷 地 面 積 8,600㎡

駐 車 場 大型車：8台　普通車：65台　身障者用：2台

情報 提供 施設
情報端末や大型モニターによる道路関連情報提供、各種パンフレット・電子看板等による観光情
報提供など

地域 振興 施設
農産物直売所、水産物販売所（2店舗）、土産品、観光物産コーナー、レストラン、喫茶・軽食、観
光案内所等

そ の 他 の 施 設 EV充電器（急速2台）、コンビニ（24時間営業）

管 理 ・ 運 営
第3セクター（株）いわみ道の駅が管理運営。情報コーナー、トイレ、駐車場等の国負担施設は管
理委託契約、町による地域振興施設は指定管理協定を締結。

運営スタッフ数 16年2月現在37名（うちパート29名）

周 辺 の 名 所 山陰海岸ジオパーク浦富海岸、鳥取砂丘

名 産 松葉ガニ、モサエビ

（資料）パンフレットやウェブサイト等から作成

表8-3　道の駅「きなんせ岩美」の概要

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―
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シェルジュ）を配置して、観光客の要望

に対応している。 

第 3 に、地域防災拠点としての機能を

確保するとともに、地域福祉の向上にも

寄与することである。災害時には緊急避

難所や物資輸送拠点、行政のバックアッ

プ等を行うために、非常用電源や太陽光

発電蓄電装置などを整備している。また、

交通・買い物弱者への対応として、町営

バスの停留所を道の駅に設置し、中山間

集落住民のアクセス手段も確保している。

なお、交通・買い物弱者対応として実施

している、JA 鳥取いなばの子会社トスク

による移動販売車の運行については、第

9 章「移動販売車による中山間地域での

買い物支援―JA 鳥取いなばとトスク株

式会社の取組み」を参照されたい。 

ちなみに、名称の「きなんせ」とは、

鳥取弁で「おいでください」の意味であ

り、地元の人にとってはなじみ深い言葉

で、「海、山の魅力がたくさん詰まった岩

美町に多くの方に来て欲しい」との願い

が込められている。 

 

③ 新鮮な地元産品と商業集積 

9 ヶ月弱となった開業初年度、道の駅

の地域振興施設には 1日平均 1,5000人近

くの来客があった。新鮮な地場野菜や早

朝に町内の漁港で水揚げされた魚介類な

どが好評で、土日や連休には大勢の買い

物客で賑わいを見せている。観光客が全

体の 6 割を占め、兵庫県や岡山県など近

県からの来客も多い。 

中でも注目される施設は、農産物直売

所と水産物販売所（2 店舗）である。農

産物直売所は、JA 直営の直売所となって

おり、町内 JA 組合員の 3 割程度に当た

る農産物販売会員約 120 人（開設 2 年目

には 186 人まで増加）が地場野菜を自分

で値付けして販売している。また、直売

所に並ぶ加工品は町内の JA 加工グルー

プ（女性 10 数名）によるもので、現在は

「おこわ」などが中心となっている。 

一方、水産物販売所 2 店舗は、道の駅

運営会社による直営と地元の水産業者に

よるものである。当地は松葉ガニ漁獲量

日本一を誇ることから、11 月初旬から 3

月下旬までのカニ漁シーズンにはこれを

目当てに来客が増加する。ただし、平日

は地元客が中心となることもあり、いず

れの店舗も「地元住民が地元の食材を調

達する店舗」と位置付けられている。 

写真 8-1 きなんせ岩美・外観 写真 8-2 きなんせ岩美・内観 
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こうした食材の品質の良さや豊富な品

揃えが支持されているほか、24 時間営業

のコンビニエンスストアや JA の支店、

食品スーパー、ガソリンスタンドなどが

一体的に立地していることから、相乗効

果で道の駅全体での集客につながってい

るとみられる。 

 

 課題と今後の展開方向 （3）

前駅長の岡田康男氏（元岩美町役場職

員）は、当面の課題として、①農産物で

は野菜の品揃えを充実させるとともに惣

菜など加工品開発を進めること、②水産

物では岩美町の「松葉ガニ水揚げ量日本

一」の強みを生かして良質品の安定仕入

れを実現させることを挙げ、直売所の充

実を図る考えである。このうち、前者は

営農指導のあり方や出荷方法まで見直さ

なければならず、JA の営農指導部門や生

産者組織などとともに長期的に取り組む

必要がある。また、後者についても、水

産市場を介さず直接取引するなど、地元

漁協の協力を得ながら進めている。 

さらに、地元で獲れた水産物のうち、

高級活魚（アジやヒラメなど）を活け締

め（いけじめ）や神経抜き等の下処理を

することにより鮮度を保持する方法のほ

か、干物や水産加工品なども手掛け、付

加価値を高める販売にも取り組んでいる。 

将来的には、流通経路に乗らない、い

わゆる雑魚と呼ばれる水産物を見直し、

直売所で試験販売する予定である。魚は

通常、仲卸が付けた値段が標準価格とな

ることが多いが、野菜同様に出荷者が自

ら値付けすることにすれば、出荷者にと

っても楽しみになるのではないかと期待

している。今後も面白さや賑わいのある

売り場づくりを目指して業務に取り組む

考えである。 

4. 日南町の道の駅「にちなん日野川の

郷」の概要 

 地域概要 （1）

日南町は、中国山地のほぼ中央、鳥取

県南西の内陸部に位置し、北西は島根県、

南西は広島県、南東は岡山県と 3 県に接

する県境の町である。町の面積 341 平方

キロメートルのち山林が 89.2％を占め、

古くから林業が盛んな町である。耕地面

積（2015（平成 27）年）は 1,510ha（耕

地率 4.4％）と少なく、その内訳は田が

1,370ha、畑が 143ha である。 

同町の人口は 4,765 人（2015（平成 27）

年国勢調査）と 1950（昭和 25）年（1 万

6,045 人）をピークに減り続ける一方で、

高齢化率は 49.2％と県内で最も高い。 

将来推計人口では 2040 年に町の人口

が 3,216 人と現在よりも 3 割減少する見

通し（日南町まち・ひと・しごと創生総

合戦略・人口ビジョン、2015（平成 27）

年 8 月）であり、将来的にも地域の活力

が低下することが懸念されている。 

同町の総合戦略によれば、「今後町全体

を均一的に発展させることは地理的条件、

財政・人口規模の面から困難」であるた

め、「施策の選択と集中を図ることが重要」

とした上で、「将来的に必要となる機能や

人材を再構築し、コンパクトで効率的な

まちづくりに取り組んでいく」としてい

る。こうしたコンパクトビレッジ構想は、

現在の増原聡町長（2010（平成 22）年 3
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月就任、2 期目）が提唱したものであり、

その拠点となる道の駅「にちなん日野川

の郷」が 2016（平成 28）年 4 月 22 日に

オープンした。 

 

 事業の特徴 （2）

① 周辺施設と提供する機能 

日南町の中心部には、従来から総合病

院や健康福祉センター等をはじめとする

「医療・福祉ゾーン」や、役場・美術館・

図書館等の「行政ゾーン」のほか、JR 生

山駅、いくつかの商業施設などがあり、

コンパクトビレッジを検討するに適した

素地があった。 

それらの中間地点に新たに道の駅を整

備することにより、道の駅を中心とした

半径 1 キロ圏内に、商業、医療・福祉、

行政機関など、住民の暮らしを支えるコ

ンパクトで効率的な機能を集約させるこ

とが可能となり、さらにこれら施設を町

営バス（電気自動車 1 台）が 1 時間に 1

回ずつ巡回することによって利便性を高

めるというものである。 

山間に分散する周辺集落と町の中心部

との間は、すでに町営のデマンドバス（予

約型の運行形態）などにより結ばれてい

る。つまり、住民が町の中心部に移り住

むようなものではなく、自宅から町の中

心部に通ってくるようなコンパクトビレ

ッジを目指している。 

敷地は、隣接するホームセンター「コ

メリ」やコンビニエンスストア「ローソ

ン」も含め、もともと町有地だった場所

である。消防署派出所や JA の出荷施設

（予冷倉庫）、町の子育て支援センターや

デイサービス施設、製材加工施設なども

隣接している。 

こうした場所に、道路管理者である鳥

取県が駐車場・トイレ・道路情報提供施

設を整備し、日南町が農林産物直売所、

レストラン、多目的ホールなどの地域振

興施設を整備した。 

「にちなん日野川の郷」が提供する機

能は、道路利用者向けの休憩・道路情報

案内といった道の駅本来の機能に加え、

地域の観光総合案内、特産品を活用した

所 在 地 鳥取県日野郡日南町生山386

開 設 2016年4月22日

交 通
米子自動車道江府ＩＣより国道181号経由で約30分。主要地方道新見日南線沿い。ＪＲ生山駅か
らは徒歩約20分。

総 事 業 費 630百万円（鳥取県：150百万円、日南町：480百万円）

敷 地 面 積 9,221㎡

駐 車 場 小型車79台、大型車2台、身障者用2台、二輪車用10台

情報 提供 施設 情報提供用モニターや掲示板などを通じて、道路・気象・地域情報（観光・イベント等）を提供

地域 振興 施設 農林産物直売所、農産物加工所、レストラン、多目的ホール等

そ の 他 の 施 設
イベント広場、太陽光発電設備、木質バイオマスエネ活用設備、EV充電器、授乳室、公衆電話、
無線LAN

管 理 ・ 運 営
株式会社M・Aサービス（本社：米子市、仕出し料理・宅配弁当・高齢者食など食事サービス業）
が町の指定管理者として管理運営。

運営スタッフ数 若年から高齢までの男女、障がい者（5名）を含め計20名。

周 辺 の 名 所 ヒメホタル・ゲンジホタル（7月初旬）

名 産 にちなんの米、にちなんのトマト

（資料）パンフレットやウェブサイト等から作成

表8-4　道の駅「にちなん日野川の郷」の概要

農林中金総合研究所　総研レポート　2017年7月



 

 

- 145 - 

 

地域振興、地域福祉の向上、防災機能な

どである。 

日南町では、将来的に道の駅に隣接す

る形でサービス付き高齢者住宅や定住促

進住宅を整備する計画であり、多世代交

流や地域福祉の向上を図るほか、運営面

では施設・設備の相互利用など効率的な

運営を目指している。 

 

② 運営体制 

「にちなん日野川の郷」（表 8-4、写真

8-3、写真 8-4）の管理運営は、日南町と

運営委託管理契約を締結した（株）M・

A サービスが行っている。同社は弁当や

総菜の製造販売を主業務とし、日南町内

でも高齢者向けなどに毎日 100 件ほど弁

当を配達しているが、鳥取県日野町では

指定管理者として長くレストラン・宿泊

施設の運営に携わってきた実績を持つ企

業でもある。 

「にちなん日野川の郷」の運営には、

障がい者（5 名）を含む町内外に住む若

年から高齢までの男女、総勢 20 名が勤務

している。全体を取り仕切る一色駅長代

行は、県外の出身者であり海外経験が豊

富な異色の人材として当町の活性化に取

組んでいる。 

 

③ 地元産木材の利用と環境保全 

日南町では林業・木材産業の振興促進

のため、道の駅建設の際、建物の木造部

分に町内産スギ・ヒノキの LVL（単板積

層材）を使用した。適切な森林管理が行

われていることを認証する国際機関 FSC

（Forest Stewardship Council、森林管理協

議会）の認証を受けた木材で建てられ、

道の駅としては国内で初めての FSC 認

証施設となった。 

また、町では「にちなん日野川の郷」

で扱う商品・サービスの売上から一品に

つき 1 円をレシートに明記して徴収し、

町内の森林保全（下刈や間伐など）に充

てることで「二酸化炭素排出ゼロ」の道

の駅を目指している。館内掲示やパンフ

レットなどで環境保全に取り組む道の駅

であることを説明している。 

 

④ 直売所の特徴と 6 次産業化の展開 

「日野川の郷」の農林産物直売所には、

季節ごとの新鮮な地場野菜のほか、手作

写真 8-4 農産物直売コーナー 写真 8-3 にちなん日野川の郷・外観 
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りドレッシングやジャム、特産品である

トマトを使ったカレー等の加工品、町内

産の酒米を使った日本酒、「林業の町」な

らではの木工品などが並んでいる。 

これまで町内には、不定期に開催され

る青空市などを除き、地元の農産物を扱

う店舗が少なかったため、地場野菜を入

手したいという地元住民の要望に応える

ためにも直売所を整備した。 

なお、直売所の運営に関して当地の JA

鳥取西部は直接には関与していないが、

「野菜のプロ」と呼ぶにふさわしい JA

の定年退職者がスタッフの一人となって

おり、直売所へ出荷する生産者をあらゆ

る面から指導している。本格的に直売所

に出荷する JA 組合員は当町から 40 ㎞ほ

ど離れた米子方面にある JA 直営の大規

模直売所「ふれあい村アスパル」へ出荷

しているが、そうした人であっても「に

ちなん日野川の郷」の運営には協力的な

人が多く、「道の駅向け」と「アスパル向

け」とに分けて対応している。 

また、直売所には付帯施設として加工

実習室が設けられており、店頭に並べら

れた 18 種類の手作りドレッシングも専

門家の指導を受けながら各出品者がここ

で作ったものである。 

実際の購入客の反応としては、新鮮な

地場野菜が好評であり、しかもドレッシ

ングと一緒に購入する場合が多いことか

ら、手作りドレッシングの売れ行きが好

調で品薄状態になっているという。 

とりわけ注目されるのは、直売所では、

「ここでしか買えないもの」が売れると

いう特徴がある点である。例えば、木工

品では地元大工の手作りによる子供向け

「木製おもちゃのキッチン」が高価にも

かかわらず即完売と異例の人気となって

いる。また、「おにぎり」もコンビニなど

に並んでいるような綺麗にパッケージさ

れたものではなく、地元産米を手で握っ

た、見た目も「やぼったい」ものの方が

よく売れるという。 

一方、農産物加工場には、テナントと

して日南トマト加工株式会社（地元トマ

ト農家 6 名が出資して 2006（平成 18）年

に設立した農業生産法人）が入居してい

る。当地は冷涼な気候と清澄な水に恵ま

れた地域であることから糖度の高い良質

なトマトが採れ、代表的な農産物となっ

ている。同社はここで完熟トマトを使っ

て、ジュース、ソフトクリーム、ケチャ

ップなどを加工・販売している。 

また、レストランでは、固定メニュー

にはこだわらず、直売所に出荷された野

菜など地元でとれた旬の食材を使った料

理をカフェテリア方式で提供している。 

 

 課題と今後の展開方向 （3）

「にちなん日野川の郷」では、開業初

年度の年間目標として来場者数を 30 万

人、直売所やレストランなど全体の売上

高を 1 億 7,000 万円と設定している。新

聞や地元テレビなどマスコミの取材が多

かったことが奏効し、県外客を中心にオ

ープン後の 1 週間で 1 万人、その後の 2

週間で 1.5 万人と、予想以上に順調な滑

り出しとなった。今後は地元客のリピー

ト利用が増えると見込まれている。 
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しかし、冬季は 40～50 センチの積雪量

となり、交通量も減ることから、冬場の

売上減少を夏秋にどれだけカバーできる

かがポイントだという。 

そのため、夏秋の売上拡大を目指して、

店頭では特産品であるトマトを前面に出

すと同時にトマト関連商品の充実を図る

ほか、「日野川の郷」の独自ブランド商品

（日本酒、ブレンドコーヒー、日南高原

米コシヒカリなど）の販売促進を強化す

る考えである。 

また、冬季には来店促進策を兼ねて、

多目的ルームや加工実習室を使ったイベ

ントを多く開催する計画である。定期的

に保健所の衛生検査を受けている加工実

習室をフル活用して、対象別に料理教室

を開催するほか、現行加工品のレベルア

ップを図るとともに新たに惣菜や菓子類

の開発も進めたいとしている。 

さらに、直売所で販売している木製ブ

ローチなどの寄木細工品が目玉商品とな

っているが、関心を示す客が多いことか

ら地元の寄木大工による体験イベントも

時期を見計らって開催する予定である。 

一方で、直売所への出荷者数は現状

150 名であり、これを 300 名まで増やす

ことも当面の課題である。出荷者数の増

大により年間を通じて多品種の地場野菜

や加工品、手工芸品などを充実させ、農

家所得の向上にも繋げたいとしている。 

その一環として、前述したとおり、管

理運営会社である（株）M・A サービス

は、町内で車両による食事宅配業務を毎

日午前に行っていることから、同社の宅

配サービス網を活用して出荷者を募集す

ると同時に、直売所まで出向けない農家

から野菜を集荷することを検討している。

加えて、買い物代行や一人暮らし高齢者

の見守りなども実施する考えである。す

でに同社は同県内の大山町で食事宅配業

務を兼ねて、買い物支援、見守りサービ

スを行っている実績があり、そのノウハ

ウが活用されることになる。 

図8-1 地域における道の駅の役割

農林水産物直売所

加工施設

レストラン

総合情報案内

道の駅

（資料）農中総研作成

所得向上

住民生活の
利便性向上

地域の
課題解決

地元自治体等関係団体・周辺施設

 ード

地域での合意形成

専門家等による
ノウ ウ提供

各種イベント開催

JA組合員組織等
による人的支援

ソフト

交流拠点

雇用創出

地域住民
（生産者・利用者）

観光客

移住希望者
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5. 地域における道の駅の役割 

本章で紹介した 2 事例は、過疎化と高

齢化が並進する中山間地域における道の

駅の実践事例である。地理的条件や地域

の置かれた状況等が若干異なるものの、

両事例では地域住民（生産者・利用者）

が道の駅に関与して、地域資源の再発掘

や地域の魅力度を高めながら、観光客や

移住希望者など外部からの流入人口を増

やすことで、地域の所得向上や雇用創出

を図る役割を担っている（図 8-1）。また、

公設民営のメリットを生かして、地元の

関係団体や公共・商業施設と連携しなが

ら、住民生活の利便性を向上させる機能

も担っている。 

これらを実現させた要因は、行政主導

によるハード整備に加えて、①地域での

合意形成、②専門家等によるノウハウ提

供、③各種イベントの企画・開催、④JA

組合員組織等による人的支援といったソ

フト面も重視した施設運営手法にあると

考えられる。 

2 事例では、地域内外の利用者ニーズ

や運営上の諸課題に対応するため、生産

者や加工業者、小売業者、観光業者など、

地域内の多様な関係者が道の駅の開設前

から協議・調整を行ってきた。例えば、

民業圧迫を避けるための既存事業者との

棲み分けや、道の駅への加工品出荷に向

けた研究開発、交通サービスの連携など

である。こうした合意形成の進め方が活

力ある事業運営を進める上で重要な仕組

みになっており、まちづくりや地域の課

題解決にも少なからず貢献していること

が判明した。 

また、地域内の関係者が連携を深める

過程において、あるいは地域住民が生

産・加工・消費、イベント等に関わるこ

とを通じて、道の駅が地域社会における

交流拠点としての役割を担っていること

も明らかになった。こうした中で、JA・

漁協・森林組合も地元自治体と連携して

さまざまな形で道の駅の運営に参画して

いることが確認された。 

6. おわりに 

道の駅は、国や自治体による道路政策

として拠点機能の強化を目的に、いわば

トップダウンで施設・設備などハードが

整備されてきた。さまざまな機能を統合

した結果、地域の諸課題も道の駅に集約

され、多様な関係者が関与して地域での

合意形成を進めるというソフト（人的・

組織運営等）を備えることになった。 

しかし、利用者ニーズや地域の諸課題

への対応は、状況の変化を踏まえながら

ボトムアップ的に取り組む必要があり、

道の駅の運営に関わる地域の関係者が今

後も継続的に当事者意識を持って対処で

きるか否かがカギを握るといっても過言

ではないだろう。また、地域の諸課題解

決のためには、行政や協同組合、NPO 法

人等の関係団体が役割分担しながら連携

していく必要もある。 

将来的には人口減少等により事業環境

が厳しくなると想定されるものの、道の

駅がこうした運営能力を蓄積することが

できれば、地域から期待される役割を持

続的に担えるものと考えられる。JA・漁

協・森林組合も道の駅の運営に積極的に
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関わることが望まれる。 
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第 9章 移動販売車による中山間地域での買い物支援 

―JA 鳥取いなばとトスク株式会社の取組み― 

 

寺林暁良・木村俊文 
 

要 旨 
 

  

「地方創生」では、過疎高齢化が進展する中山間地域における生活インフラの維持が求

められているが、特に「買い物弱者」の発生は、重要な課題のひとつとなっている。本章

では、この課題解決に取り組む事例として、鳥取県東部を営業管内とする JA 鳥取いなば

とそのグループ会社であるトスク株式会社による移動販売車の運営について紹介する。同

JA と同社による移動販売車の運営は、事業収支の面では課題があるものの、①「買い物弱

者」の実態に基づくルート決定、②関係者との対話の重視、③交流・見守りといった拠点

機能の重視、④各集落や利用者による事業運営に対する協力、⑤総合事業の中での必要性

の認識、といった特徴を持っている。 

 

1. はじめに 

「地方創生」では、交通や教育文化、

医療などに並んで、買い物という生活イ

ンフラの維持が重要視されている。 

特に中山間地域では、過疎高齢化の進

展に伴う商店の閉店などにより、いわゆ

る「買い物弱者」や「買い物難民」の発

生を招いている。一瀬は、「買い物弱者」

を「徒歩圏内に食料品店等がない地域に

居住し、かつ自家用車や公共交通機関等

の移動手段を持たないがゆえに、買い物

に際して身体的・経済的・精神的な労苦

を伴わざるを得ない高齢者」（一瀬，

2010：34）と定義している。経済産業省

によれば、「買い物弱者」は、全国に約

700 万人いると推計され、今後も単身高

齢者世帯を中心に増加傾向が続くと見込

まれている。 

表 9-1 は、農業集落から商店（スーパ

ーマーケット・コンビニエンスストア）

までの所要時間を示したものである。こ

れで分かるように、最寄りの商店まで自

動車で 15 分以上かかる農業集落は、3.2

万集落以上存在する。こうした農業集落

に居住する高齢者が自動車を運転できな

くなった場合、「買い物弱者」となる可能

性は極めて高いといえるだろう。 

「買い物弱者」問題の解決に向けては、

民間等による移動販売や買い物代行、バ

ス送迎といったサービス、店舗運営など

の対応策が取られている（関，2015）。こ

うしたなか、中山間地域の「買い物弱者」

の問題に古くから向き合い、現在も対応

を進めているのが協同組合である。農業

協同組合も、多面的な生活インフラの維

持に取り組んでおり、買い物支援も大き

な成果を挙げている（一瀬，2010；一瀬，

2015a；一瀬，2015b）。 

こうした状況を踏まえて、本章では、

鳥取いなば農業協同組合（以下、JA 鳥取

いなば）とそのグループ会社であるトス

ク株式会社（以下、トスク）による移動
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販売車（一般的に JA グループでは移動

購買車と称することが多いが、JA 鳥取

いなばでは移動販売車と呼んでいること

から、以下、移動販売車とする）につい

て取り上げたい。 

移動販売車による買い物のサポートは、

が買物支援を行う際のひとつの手段とし

て多くの JA が取り組んできたが、赤字

解消が難しいこと、スーパーや大型店の

出店などから、一時期は数が減少してき

た。しかし、過疎高齢化の進展によって

中山間地域を中心に「買い物弱者」への

対応が求められるようになったこともあ

り、新たに移動販売車の導入に取組みむ

JA が増えてきている。JA 鳥取いなばも、

「買い物弱者」問題が浮上してきたこと

に合わせて、2010（平成 22）年に新たに

移動販売車を導入した。 

以下ではまず、JA 鳥取いなばとトスク

の概要を示した後、同 JA が営業エリア

とする鳥取県東部において、「買い物弱

者」の問題は深刻化している実態を示す。

次に、JA 鳥取いなばが移動販売事業に取

り組むことになった経緯を説明するとと

もに、移動販売車の運行状況を紹介する。

最後に、JA 鳥取いなばによる移動販売事

業の特徴と、同事業の意義について整理

する。 

2. JA 鳥取いなば及びトスクの概要と

管内の状況 

 JA 鳥取いなばの概要 （1）

JA 鳥取いなばは、鳥取県東部の 1 市 4

町（鳥取市、岩美郡岩美町、八頭郡若桜

町、同智頭町、同八頭町）を営業エリア

とする JA である。1995（平成 7）年 10

月に鳥取県東部の 15 農協が合併して誕

生した。 

同 JA の 2015（平成 27）年度の組合員

数は、正組合員 1 万 6,548 人、准組合員 1

万 6,497 人、合計 3 万 3,045 人となってい

る。主な事業量を見ると、貯金平均残高

1,664.3 億円、貸出金平均残高 388.0 億円、

長期共済保有高 7,730.6 億円、購買品供給

高 42.2 億円、受託品取扱高 74.1 億円とな

っている。 

管内農業を見ると、米（受託品取扱高

29.1 億円）をはじめ、ラッキョウや白ネ

ギ、アスパラガスなどを特産とする野菜

（同 22.4 億円）、ナシなどの果実（同 11

億円）といった農産物の生産が盛んであ

る。 

 

（単位：集落） 15分未満 15～30分 30分
～1時間

1時間
～1時間半

1時間半
以上

合計

徒歩 12,118 572 27  -  - 12,717

自転車 3,936 420 16  -  - 4,372

自動車（原付含む） 87,581 27,042 5,470 325 19 120,437

バス・鉄道など 103 211 307 81 28 730

合計 103,738 28,245 5,820 406 47 138,256

（資料）農林水産省「2015年農林業センサス」より作成。

表9-1　　スーパーマーケット・コンビニエンスストア
までの所要時間別農業集落数
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 トスクの概要 （2）

トスクは、1968（昭和 43）年に旧鳥取

市農協が開設したスーパーマーケットで

ある「鳥取生活センター」の事業を前身

とする。同スーパーマーケットは 1988

（昭和 63）年にローマ字頭文字（Tottori 

Seikatsu Center）を取ってトスク（TOSC）

と改名していたが、さらに 2001（平成 13）

年には同事業部門が株式会社として独立

して株式会社トスクとなり、現在に至っ

ている。 

トスクは、JA 鳥取いなば管内に 11 店

舗のスーパーマーケットを展開している

ほか、移動販売事業や夕食宅配事業、介

護用品宅配事業も実施している。JA グル

ープとして、地域住民のニーズに応じた

健全な店舗運営を目指し、定期的に店舗

利用者懇談会を開催するなど、利用者と

のコミュニケーションを重視して経営を

行っている。 

 

 JA 鳥取いなば管内の状況 （3）

JA 鳥取いなば管内は、中山間地域を多

く抱える地域であるといえる。農林水産

省「農業地域類型」をみても、若桜町や

智頭町の全域が「山間農業地域」に分類

されるなど、鳥取市などの市街地を除い

ては「中間農業地域」や「山間農業地域」

が大半を占めている。 

また、人口動態をみると、人口は 2011

（平成 23）年の 23 万 8,460 人から 2016

（平成 28）年には 23 万 928 人と 3.2％減

少し、高齢化率は同期間中 24.6％から

28.7％と 4.1 ポイント上昇するなど、過疎

高齢化が進んでいる（表 9-2）。特に人口

が 14.8％減少し、高齢化率がすでに 45％

を超える若桜町をはじめとして、郡部で

はその傾向が顕著となっている。 

過疎高齢化に合わせて、小中学校や商

店など、地域の拠点や生活インフラとな

ってきた施設も次々と閉鎖に追い込まれ

ている。特に「事業所統計」と「経済セ

ンサス」によって商店に関して確認する

と、管内の小売業の事業所数は 2002（平

成 14）年の 5,432 店舗をピークに減少傾

向が続いており、2014（平成 26）年には

3,553 店舗とピーク時に比べて 34.6％も

減少している。 

このように、JA 鳥取いなばの管内は、

中山間地域の高齢者を中心に、「買い物弱

者」問題が深刻化している様子が窺われ

2016年 2011年 増減率 2016年 2011年 増減

鳥取市 192,658 196,752 ▲2.1% 27.3% 23.2% +4.1㌽

岩美郡岩美町 11,343 12,272 ▲7.6% 34.8% 30.1% +4.7㌽

八頭郡若桜町 3,209 3,766 ▲14.8% 45.7% 40.1% +5.6㌽

同　　  智頭町 7,031 7,597 ▲7.5% 39.4% 35.1% +4.3㌽

同　　  八頭町 16,687 18,073 ▲7.7% 32.9% 28.1% +4.8㌽

合計 230,928 238,460 ▲3.2% 28.7% 24.6% +4.1㌽

人口（人） 高齢化率

（資料）鳥取県「鳥取県年齢別推計人口」より作成。

表9-2　JA鳥取いなば管内の人口動態
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る。 

3. 移動販売車を導入した経緯 

 JA の店舗再編と組合員の要望  （1）

JA 鳥取いなばが移動販売車を導入し

た背景には、以上のような管内の状況に

加え、組合員や利用者から店舗再編に伴

う購買店舗廃止への対応が求められたこ

とがあった。 

JA 鳥取いなばは、1995（平成 7）年の

合併時点で 100 以上の店舗・事務所等を

有していたが、事業運営の効率化が課題

となり、2003（平成 15）年から 2004（平

成 16）年にかけて大規模な再編・統合を

実施した。 

支店や店舗は、旧農協の中核支店に集

約され、枝支店や小規模店舗はやむなく

廃止された。信用・共済事業については

店舗統廃合による支障が出ないよう渉外

体制の再編成を行ったが、食料品・日用

品を扱う購買店舗に対して代替策を講じ

ることは難しかった。 

これに対し、JA の店舗が唯一の買い物

手段となっていた地域では、組合員や従

前店舗の利用者から、集落座談会や支店

運営委員会などを通じて、JA による買い

物問題への対応策を期待する声が多く寄

せられるようになった。これを受けて JA

は、「買い物弱者」を支援するための方法

について、県内外で情報収集を行い、検

討を行ってきた。2007（平成 19）年には、

移動販売の先進事例の視察を行い、移動

販売車の導入による支援に関する具体的

な検討を開始したのである。 

 

 鳥取県の交付金事業への採択 （2）

JA 鳥取いなばによる移動販売車の導

入を後押ししたのが、鳥取県の交付金事

業であった。 

鳥取県は、県内全体で「買い物弱者」

の問題が深刻化してきたことを受け、

2009（平成 21）年度に「中山間地域・コ

ミュニティビジネスモデル支援事業」を

創設した。これは、「中山間地域において、

地域に不足するサービスなどの広義の社

会貢献を伴うコミュニティビジネスを開

始しようとする者への起業化支援（新規

参入、規模拡大も可）として助成を行う」

もので、「空き店舗を活用した小売、移動

販売、宅配サービス等の多額な初期投資

を伴うコミュニティビジネス支援」に対

して、県 2 分の 1、市町村 10 分の 1 の割

合で、300 万円までの補助を行うもので

ある。 

すでに移動販売車の導入を検討してき

た JA 鳥取いなばは、早速同事業に申請

し、県も同 JA の申請を採択することと

なった。 

 

 まちづくりへの継続的関与 （3）

JA 鳥取いなばは、この移動販売車の導

入を継続的なまちづくりへの関与の一環

として位置づけている。 

JA 鳥取いなばは、支店ごとに「支店活

動計画」を策定して地域活動を展開する

など、もともと支店を拠点としたまちづ

くり活動への参画を重視してきた。各支

店は、地域と一体となった活動を進めて

おり、自治体の地域生活に関する協議会

や委員会にも積極的に参加している。 

例えば、岩美支店は、鳥獣害問題や松
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くい虫問題など農林業に関わる委員会は

もちろんのこと、岩美町の「安全・安心

まちづくり協議会」や「地域福祉政策策

定委員会」、「岩美町高齢者 SOS ネットワ

ーク」など、生活関連の委員会・協議会

にも積極的に参画している。町の総合戦

略委員会にも加わっているほか、現在は

鳥取県と日本財団が進めている「中山間

地域の生活支援モデル」を構築するため

の「岩美町『小さな拠点』推進振興協議

会」にも参画している。「小さな拠点」と

して整備が進む道の駅「きなんせ岩美」

は、岩美町、岩美町商工会、岩美町観光

協会、鳥取県漁協、田後漁協、、JA 鳥取

いなばが出資して設立した会社が運営す

る施設であり、それに併設して、トスク

岩美店やトスクが経営するローソン、JA

いなば燃料センターのサービススタンド

が営業を行っている（木村，2016a）。 

また、JA 女性部は集落の婦人会、JA

青年部と集落の青年団とほぼメンバーが

重なっており、お祭などのイベントや高

齢者見守りなどの地域活動は、支店と組

合員が一体的に参加している。 

以上のように、JA 鳥取いなばは、地域

に根差した協同組合として、地域づくり

に積極的に関与してきた。移動販売車に

よる生活支援は、地域から役割を期待さ

れた JA としては必然的な取組みだった

といえる。 

4. 移動販売車の運行状況 

 移動販売車の導入 （1）

県の支援事業に採択された JA 鳥取い

なばは、2010（平成 22）年 11 月に岩美

町で移動販売車「ふれあい号」の運行を

開始した（写真 9-1）。移動販売車の最初

の導入地として岩美町を選択した理由は、

組合員の組織率が多いことに加え、中山

間地を中心に高齢化の進展が際立ってお

り、優先的な対応が必要であると判断さ

れたためである。 

その後も導入地域を徐々に拡大し、

2016（平成 28）年現在では、管内 1 市 3

町（鳥取市・岩美町・八頭町・若桜町）

において、合計 6 ルートで移動販売車を

運行している（表 9-3）。 

岩美ルートは、前述のとおり県の補助

事業を利用しているが、八頭町や若桜町、

 

写真 9-1 大型バス移動 売車「ふれあい号 

 

写真 9-2 軽自動車移動 売車 
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鳥取市西部（気高・鹿野・青谷）のルー

トでは、県の事業に加え、各市町が独自

に実施している支援事業も併用している。

また、鳥取市内河原・明治・吉岡・大郷・

神戸ルートは、鳥取市「中山間地域・買

い物支援事業」の対象となっているが、

県の事業は利用していない。 

移動販売車は、車内に冷蔵庫などを備

えており、①大型バス、②1.5 トン車、③

1 トン車、④軽自動車の 4 種類の計 6 台

ある（2017（平成 29）年 4 月より県・市

の補助を受けて一部車両更新）。拠点とな

る店舗から離れた地域を回るルートでは、

積載量の多い 1.5 トン車が導入されてい

る。一方、昼に一度補給に戻ることがで

きるルートでは軽自動車が導入されてい

る。軽自動車は、小回りが利くため、山

道が多いルートにも向いている（写真

9-2）。 

移動販売車の車両自体は、JA が所有し

ており、補助金申請など自治体と折衝す

るのも JA である。ただし、移動販売車

の運行自体は、トスクが JA から委託を

受けて実施している。 

移動販売車は、基本的に組合員・利用

者の生活支援を主目的としており、実際

の利用者も組合員やその家族が大半であ

ると思われるが、組合員資格の有無は関

係なく、誰もが利用できる。 

なお、管内のうち智頭町にだけは移動

ルート名 車両 拠点 訪問地 運行曜日 運行開始 補助事業

岩美町 月火木金土 2010年11月

鳥取市福部町 水 2012年11月

【町】買物弱者対策
事業

【県】みんなで支え
合う中山間地域づく
り総合支援事業

【町】高齢者等買物
支援事業

【県】地域の支え愛
活動の立ち上げ支
援事業

【市】中山間地域・買
い物支援事業

【県】みんなで支え
合う中山間地域づく
り総合支援事業

鳥取市河原町 火木 2011年11月

同明治地区他 火水金 2013年2月

同神戸地区 土 2014年8月

鳥取市街地 2012年12月

同若葉台地区 2015年1月

表9-3　トスクが運営する移動 売車の概要

（資料）JA鳥取いなば提供資料より作成

河原・明治・
吉岡・大郷・
神戸ルート

1.5t
冷凍車

本店

【市】中山間地域・買
い物支援事業

中心市街・
若葉台・大
和ルート

軽冷蔵車 本店 月～土 －

気高・鹿野・
青谷ルート

1t
冷蔵車

本店
鳥取市気高
町、鹿野町、
青谷町

月～土 2014年4月

若桜ルート 軽冷蔵車 若桜店 若桜町 月～土 2012年12月

岩美・福部
ルート

大型バス いわみ店
【県】中山間地域・コ
ミュニティビジネスモ
デル支援事業

八頭ルート
1.5t

冷蔵車
丹比店 八頭町 月～土 2012年12月
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販売車が導入されていない。これは、集

落が 4 つの谷間に位置し、ルート探索が

難しかったほか、すでに他業態の移動販

売車が営業を行っていたこと、市街地中

心部にトスク店舗（Ａコープ）があり、

アクセスがそれほど不便でないこと、な

どが理由である。 

 

 移動販売車の運行方法 （2）

移動販売車のドライバーは朝、店舗に

入荷したばかりの商品を移動販売車に載

せる。取扱商品は生鮮食品や日配品、日

用品など約 500 アイテムであるが、通常

は移動販売車で取り扱っていない商品で

あっても、事前にドライバーに要望を伝

えておけば、次回訪問時に積載しておく

など、きめ細かなサービスを提供してい

る。移動販売車の営業終了後、売れ残っ

た商品は店舗に戻す。 

移動販売車のドライバーは、車両 1 台

ごとに固定されている。そのため、ドラ

イバーは利用客の顔ぶれや生活の様子を

熟知できるし、利用客もまたドライバー

との顔見知りの関係を築くことができる。

なお、専属ドライバーが欠勤した時に備

え、補助ドライバーが 2 名確保されてい

る。 

移動販売車の運行は、時刻表通りであ

る場合がほとんどであるが、雪などで遅

延する場合もある。その場合、ドライバ

ーは可能な範囲で利用者の電話番号を把

握しているので、頼まれた商品がある利

用者に対して電話することもある。 

移動販売車で取り扱う商品は基本的に

店頭特売価格の商品を除いて、店頭と同

価格で販売している。トスクのポイント

カードは利用できないものの、移動販売

車独自に、500 円の買い物でスタンプを 1

つ押し、全部貯まると 50 円引きのサービ

ス券として利用できるサービスを実施し

ている。 

 

 ルートの決定と見直し （3）

移動販売車のルートは、停車する集落

の関係者と十分に時間をかけて話し合っ

て決定・見直しを行っている。 

移動販売車の導入にあたってのルート

決定の手順を説明すると、まずは行政機

関から各集落の高齢化率や独居率などの

資料を入手し、大方のルートを決定する。

その際、停車する集落に個人商店や行商

による営業があるかどうかを確認し、こ

れらがある場合には、営業を圧迫しない

ために極力ルートから外す。 

次に、各集落の区長・自治会長や実行

組合長などに事業について説明するとと

もに、集落の状況や買い物の要望につい

て話し合い、ルートに組み入れるかどう

かを最終的に判断する。ルートが決定し

たら、区長・自治会長に依頼し、回覧板

などで移動販売車の停車日時や場所につ

いて集落内に連絡してもらう。 

停車場所は、公民館横などに広いスペ

ースがあれば、区長の許可を得てそこに

するが、広いスペースがない場合には、

許可を得て個人宅や事業所の敷地内に停

車する場合もある。 

ルートの変更については、入院や死亡

によって集落内に利用者がいなくなった

場合には、区長等の了解を得て、その集

落での停車を中止する。一方、地域の商

店が閉店するなどして、新たに移動販売

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―
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車のニーズが生じた集落の区長から、ル

ートに組み入れるように要望を受ける場

合もある。こうした声には可能な限り対

応している。 

ルートの決定・見直しに際して、各集

落の関係者と協議を丁寧に行うことは、

協同組合である JA にとって最も重要で

あるという。これは、地域の生活支援を

目的とした事業であるため、生活支援の

ニーズを踏まえた事業運営が最も重視さ

れているし、ニーズを踏まえなければ、

事業を行う意味がなくなるのである。 

 

 岩美町での運行事例 （4）

移動販売車の具体的な運行事例として、

前述の通り JA 鳥取いなばが移動販売車

を最初に導入した岩美町における運行状

況について紹介する。 

2016（平成 28）年の鳥取県年齢別推計

人口によると、岩美町は、人口 1 万 1,343

人、高齢化率 34.8％の地域である。沿岸

部の漁業集落や 2 本の谷筋に沿って点在

する農業集落は、特に高齢化率が高い。 

岩美町における巡回ルートをみると、

道の駅「きなんせ岩美」に隣接するトス

ク岩美店を拠点として、月曜日と木曜日

は主に沿岸地域、火曜日、金曜日、土曜

日は主に農村地域の各集落に停車する

（図 9-1）。木曜日は月曜日の逆ルート、

金曜日は火曜日の逆ルートとなっている

が、これは、移動販売車は後半になるほ

ど商品数が減っていくことから、商品選

択の機会を均等にするためである。 

停車する集落の中でも、月曜日・木曜

日のルートでも特に山奥に位置する田河

内集落は 11 世帯 18 人、火曜日・金曜日

のルートで最も山奥に位置する鳥越集落

は 9 世帯 16 人と小さく、いずれも高齢者

世帯のみで構成される集落である。こう

した「限界集落」の典型ともいえる集落

にとって、移動販売車は、まさにライフ

ラインとなっている。 

1 大谷4区 月1 木15 17 里久の里 金15 33 高住 土1

2 大谷3区 月2 木14 18 岩井温泉1 火1 金14 34 院内 土2

3 大谷2区 月3 木13 19 岩井温泉2 火2 金13 35 荒金 土3

4 大谷1区 月4 木12 20 白地 火3 金12 36 黒谷 土4

5 網代新港 月5 木11 21 相山 火4 金11 37 長郷南 土5

6 岩本2区 月6 木10 22 馬場 火5 金10 38 長郷北 土6

7 大羽尾 月7 木9 23 蒲生1 火6 金9 39 岩常 土7

8 小羽尾 月8 木8 24 蒲生2 火7 金8 40 小田 土8

9 東浜駅 月9 木7 25 法正寺 火8 金7 41 外邑 土9

10 東浜ふれあい館 月10 木6 26 山ノ神 火9 金6 42 延興寺 土10

11 田河内 月11 木5 27 銀山 火10 金5 43 釜戸 土11

12 宇治 月12 木4 28 横尾 火11 金4 44 佐坂 土12

13 長谷1 月13 木3 29 洗井 火12 金3 45 三本庄 土13

14 長谷2 月14 木2 30 蕪島 火13 金2 46 久松 土14

15 真名 月15 木1 31 鳥越 火14 金1 47 大岩駅前 土15

16 岩井長者寮 月16 32 広岡 火15 48 平野橋南側 土16

49 二本荘 土17

（資料）JA鳥取いなば提供資料より作成。

図9-1　岩美町における移動 売車の巡回ルート

トスク岩美店
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なお、「岩井長者寮」や「里久の里」な

ど、週に 1 度巡回する老人ホームもあり、

「買い物」の楽しみを提供している。 

岩美町で運行する移動販売車の 2015

（平成 27）年度の一日平均売り上げは 6

万 1,056 円、平均客数は 40.2 人となって

いる。 

 

 若桜町での運行事例 （5）

次に、管内で最も過疎高齢化が進行し

ている若桜町における運行について紹介

する。 

若桜町は典型的な「山間農業地域」で

あり、人口はここ 5 年で 14.8％も減少し、

高齢化率は 45.7％にも達する、典型的な

過疎高齢地域である。 

若桜町もまた、谷筋に沿って点在する

集落に停車していることが分かる（図

9-2）。若桜町は、拠点となるトスク若桜

店から最も遠い集落まででもそれほど距

離が離れておらず、かつ山間部で走行す

る必要があることから、最も小回りが利

く軽自動車の移動販売車で運行を行って

いる。 

なお、若桜町では、2014（平成 26）年

の春から、実験的に夕食の宅配事業も実

施している。現在の宅配先は 20 軒ほどで

ある。当初は移動販売車の巡回に合わせ

て宅配していたが、ドライバーの負担が

大きいため、現在は、同事業とは別に巡

回している。 

若桜町で運行する移動販売車の 2015

（平成 27）年度の一日平均売り上げは 3

万 8,896 円、平均客数は 28.6 人となって

いる。 

 

 移動販売車の成果 （6）

移動販売車は、「買い物弱者」を解消す

る上で、大きな成果を挙げている。移動

販売車の利用者は、手押し車で買いに来

る高齢の女性がほとんどである。移動販

売車が到着した際に、防災無線によって

1 須澄 月1 木11 18 茗荷谷 火7 金6

2 見内 月2 木10 19 つく米 火8 金5

3 岩屋堂 月3 木9 20 大炊 火9 金4

4 吉川 月4 木8 21 岸野・神直 火10 金3

5 栃原 月5 木7 22 糸白見 火11 金2

6 中原 月6 木6 23 根安 火12 金1

7 加地 月7 木5 24 上高野 水1 土11

8 大野 月8 木4 25 高野 水2 土10

9 寺前 月9 木3 26 浅井 水3 土9

10 小船 月10 木2 27 若葉団地 水4 土8

11 落折 月11 木1 28 馬場 水5 土7

12 口屋堂羅 火1 金12 29 寺所 水6 土6

13 屋堂羅 火2 金11 30 内町 水7 土5

14 香田 火3 金10 31 赤松 水8 土4

15 長砂 火4 金9 32 来見野 水9 土3

16 湯原 火5 金8 33 諸鹿 水10 土2

17 渕見 火6 金7 34 三倉 水11 土1

図9-2　若桜町における移動 売車の巡回ルート

（資料）JA鳥取いなば提供資料より作成。

トスク若桜店
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集落内に放送を行っている集落もある。

また、冬季には利用者がボランティアで

停車場所の「雪かき」を実施している集

落も少なくない。移動販売車の運行は、

まさに集落の生活に欠かすことのできな

いインフラとなっている。 

ただし、JA 鳥取いなばは、移動販売車

が「買い物弱者」の解消という機能だけ

ではなく、他のさまざまな機能を有して

いる点に大きな注目を寄せている。 

まず、「楽しみ」を提供する機能である。

移動販売車には、宅配事業とは異なり「好

きなものをその場で選んで買う楽しみ」

がある。 

次に、交流拠点となる機能である。利

用者は、移動販売車が来る前から停車場

に集まり、談笑している。また、買い物

中も、ドライバーや他の利用者と会話す

る。移動販売車を中心に、人びとの輪が

生まれているのである。 

また、高齢者の見守りという機能もあ

る。利用者の多くは固定客であるため、

定期的に同一ルートを巡回することで、

ドライバーは、利用者の異変にいち早く

気付くことができる。実際、2013（平成

25）年からは鳥取県警察からの委嘱を受

け、移動販売車を利用する高齢者を対象

に安全・安心サポート運動も展開してい

る。これは、ドライバーが買い物に訪れ

た高齢者にチラシや反射材などを配布し

て交通事故防止を呼び掛けるものである。

いつも来ている人が続けて来ないなどの

異変に気付いた場合には、地域包括支援

センターに連絡することもある。 

さらに、JA にとっては、移動販売車が

JA と利用者とをつなぐ拠点ともなって

いる。移動販売車のドライバーは、組合

員や利用者から農業資材に関する相談や

貯金・共済に関する要望を受けることも

ある。その場合には、経済センターや支

店などの担当者に繋ぎ、後日担当者が出

向いて対応するという体制となっている。 

移動販売車を運行している各自治体は、

いずれも JA 鳥取いなばの移動販売事業

に対して、非常に協力的である。行政と

しても対応すべき公共的なサービスを

JA が率先して担っており、地域にとって

不可欠なものとして今後の期待も大きい

と感じている。 

 

 移動販売車の課題 （7）

一方、移動販売車の運営には課題もあ

る。最も大きな課題は、今後の経営収支

である。 

移動販売車の 1 台あたりの年間売上高

は、1,100～1,200 万円の水準を維持して

いるものの、移動販売車の商品は店舗価

格と同様であるため、燃料代や人件費の

分、収支状況は厳しい。事業当初は行政

からの補助金も活用できたが、これらの

補助金は毎年漸減して 3 ヶ年でゼロにな

るものが多く、今後の運営には不安が残

っている。 

JA 鳥取いなばとトスクでは、利用者の

動向を細かく分析し、コースの見直しや

ニーズの把握などによって、収支の改善

を図ろうとしている。しかし、過疎地域

の高齢者が対象であるため先行きも、利

用者数や購入単価が増えることは考えづ

らく、改善は困難な状況である。 

JA 鳥取いなばとしては、組合員や利用

者に必要とされる事業を行っていること
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から、たとえ赤字となっても、一定の許

容範囲内であれば、総合事業全体の中で

必要な事業として位置付けたいと考えて

いる。ただし、JA 鳥取いなばの持続可能

な経営に問題をもたらす規模の赤字は、

当然許容されないことになる。今後も、

可能な限り経営面で黒字化を図っていく

ことが大きな課題となり続けるといえる

だろう。 

5. JA による移動販売事業の意義と特

徴 

ここまで、JA 鳥取いなばとトスクによ

る移動販売事業の事例についてみてきた。

同事業の特徴を挙げると、次のようにま

とめられるだろう。 

第 1 に、「買い物弱者」の存在する地区

を的確に把握し、重点的にルートに組み

込んでいる点である。運行ルートとなっ

ている集落の多くは、過疎高齢化が進行

しており、JA の移動販売車がほぼ唯一の

買い物手段となっている利用者も多い。

反対に、利用が見込める地域であっても、

既に個人商店や行商などが営業を行って

いる地域はルートに組み込まれない。利

用者にとっての必要性がルート決定の第

一優先事項となっている。 

第 2 に、そのルートの決定・見直しに

際しては、関係者との話し合いを重視し

ている点である。移動販売車のルートは、

JA 側が勝手に策定しているわけではな

い。集落の代表者などとの「協議」を重

視し、そこで聞かれる要望に沿った形で

「実行」されている。 

第 3 に、買い物だけでなく、交流拠点

となること、あるいは見守りの効果を生

むことを重視している点である。移動販

売車の運行は、買い物以外にも地域にと

ってさまざまな機能を持つからこそ重要

である。JA は協同組合として、こうした

様々な機能についても価値を見出してい

る。 

第 4 に、各集落や利用者が率先して移

動販売車の運営に協力している点である。

移動販売車をライフラインとする地域で

は、町内回覧による事業開始の案内をは

じめ、防災無線による放送や停車場の雪

かきなど、移動販売車事業を率先して受

け入れる動きがみられる。上記のように、

地域との話し合いや交流拠点となるなど

の社会的な利益を重視するからこそ、そ

の公共的意味合いの大きさが理解されて

いる結果である。 

第 5 に、拠点となる店舗と小売事業の

ノウハウを有しているため、スムーズに

事業を導入することができた点である。

こうした事業を地域運営組織のような住

民組織が新たに始めることは容易でない。

しかし、JA はそもそもこうした事業の体

制を有している組織である。 

このように、JA 鳥取いなばが行う移動

販売車の運行は、地域住民の参加の下で

行われている。もちろん、一般的に移動

販売車の運営は、経営収支の面で課題も

多い。しかし、JA にとって、地域住民を

支え、地域社会の持続可能性を高めるこ

とは、JA の事業継続そのものにも直結す

る重要な取組みであり、さまざまな地域

の事情に配慮しながら事業を継続できる

こともまた、総合事業の強みであるとも

いえるだろう。 

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―
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地域とともにある JA 鳥取いなばは、

今後も様々な場面で、地域づくりに貢献

していく予定である。例えば、岩美町で

は、定年を機に野菜作りを始める人を支

援する「シェアビニールハウス」の取組

みを支援する計画があるという。これは、

地域住民の交流の場となることも意図す

るものであり、まさに、農を起点として

地域の新たな紐帯を作ろうという取組み

である。 

JA 鳥取いなばは、まさに「地方創生」

の担い手として求められる機能を果たし

ている。このように JA が「地方創生」

の担い手として役割を果たす事例には、

今後も注目していく必要があるだろう。 

引用文献 

[1] 一瀬裕一郎（2010）「条件不利地域の

買物難民と協同組合」『農林金融』63

（11）：32-47． 

[2] 一瀬裕一郎（2015a）「地方創生と農

業協同組合―地方の生活インフラ

維持の担い手として」『農林金融』67

（5）：2-16． 

[3] 一瀬裕一郎（2015b）「農協による地

方の生活インフラ維持―金融移動

店舗車および診療所」『農林金融』67

（12）：32-44． 

[4] 木村俊文（2016a）「道の駅で地方創

生―鳥取県『きなんせ岩美』」『農

中総研 調査と情報』53：18-19． 

[5] 木村俊文（2016b）「JA 鳥取いなばの

移動販売車の取組み」『農中総研 調

査と情報』56：16-17． 

[6] 関満博（2015）『中山間地域の「買い

物弱者」を支える―移動販売・買

い物代行・送迎バス・店舗設置』新

評論． 

 

※ 本章の記述は、2016（平成 28）年 5

月 16 日、同年 8 月 30 日の調査時点

に基づく。 

 

※ なお、岩美町で運行する移動販売車

は 2017（平成 29）年 2 月、鳥取県

と日本財団が進める共同プロジェ

クト“高齢者の生きがいづくり、買

物困難な高齢者が安心して住み続

けられる環境づくり”の一環として、

同財団からの支援を受けて 1 トン車

（冷凍冷蔵トラック）での運行が開

始された。新車両が小型化したこと

で集落の奥まで進入が可能となり、

利用者に喜ばれているという。また、

岩美町各地で開催している高齢者

の集会“ふれあい・いきいきサロン

グループ”の参加者を対象に、開催

場所・曜日等が固定している集会に

ついては、現状のルートを基本に移

動販売車の立ち寄りを開始するな

ど、高齢者の見守りと併せた取組み

も行われている。 
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第 10 章 地域の社会・経済に資する分散型エネルギー 

―「市民エネルギーとっとり」を事例として― 

 

寺林暁良 
 

要 旨 
 

  

分散型エネルギーは、地域に社会的・経済的利益を生み出し、地域活性化や地域の自立

につながりうることから、「地方創生」のひとつのポイントとして注目を集めている。鳥取

市を中心に活動する「株式会社市民エネルギーとっとり」は、市民が主体となってエネル

ギー事業を行い、農林水産業などの地域産業に幅広く還元することによって、経済の地域

内循環をわかりやすく提示している。「地方創生」において、分散型エネルギーの取組みは

ますます重要性を増すと思われる。 

 

1. はじめに 

日本では、2012（平成 24）年 7 月施行

の「電気事業者による再生可能エネルギ

ー電気の調達に関する特別措置法」に基

づいて固定価格買取制度が導入されたこ

とで、太陽光を中心に再生可能エネルギ

ーの導入が進んでいる。再生可能エネル

ギーの導入は、地域に社会的・経済的利

益を生み出し、地域活性化や自立につな

がりうるものとして注目されている（寺

西ほか編，2013；室田ほか，2013）。 

しかし、固定価格買取制度導入後も、

日本では地域が率先してエネルギー自立

に取り組んできたとは言いがたい。特に

大規模な再生可能エネルギー事業では、

地域外の事業者が主体となり、経済的利

益のほとんど立地地域から流出している

ものが少なくない（山下，2014；寺林，

2015a） 

「地方創生」では、これまでの大規模

集中型のエネルギー供給システムから、

小規模分散型のエネルギー供給システム

（分散型エネルギー）に転換することに

よって、各立地地域に経済的・社会的利

益を生み出すことが期待されている。た

だし、分散型エネルギーが各地域にどの

ような社会的・経済的利益をもたらしう

るのか、あるいは地域が主体的に分散型

エネルギーの導入を進めるためにはどう

したらよいか、といった点については、

検討を深める必要があるだろう。 

そこで本章では、「地方創生」政策にお

ける分散型エネルギーの位置づけを概観

した後、分散型エネルギーによって地域

の社会・経済に様々な利益を生み出して

いる「市民エネルギーとっとり」の活動

を紹介し、その役割と意義について論じ

ることにしたい。 

2. 「地方創生」政策と分散型エネルギ

ーとの関係性 

 日本の再生可能エネルギー政策と（1）

その課題 

日本では、固定価格買取制度によって

再生可能エネルギーの導入が急速に進ん

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―
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だが、再生可能エネルギーの導入が分散

型エネルギーの推進につながったとは言

いがたい状況がある。 

表 10-1 は、2015（平成 27）年末時点

の固定価格買取制度導入後の再生可能エ

ネルギーの導入設備容量である。日本に

おける再生可能エネルギーの設備認定容

量は合計 3,506 万 kW であるが、うち

2,170 万 kW（全体の 61.9％）が「太陽光

発電（10kW 以上）」、さらにいわゆるメ

ガソーラー呼ばれる 1,000kW以上の太陽

光発電は 794 万 kW（同 22.6％）を占め

ている。 

特に大規模なメガソーラーは、東京や

大阪などの大都市、あるいは海外に本社

を置く、いわゆる外部事業者が実施する

ことから、地域住民との間でトラブルを

起こすことも少なくない。山下（2016）

は、国内のメガソーラー開発に伴うトラ

ブル事例を集計し、「景観悪化」や「防災

面の懸念」「生活環境への影響」「自然保

護への影響」など、様々な理由から反対

運動が起こっていることを明らかにして

いる。 

このようなトラブルの増加に対し、固

定価格買取制度の設備認定を行う経済産

業省も、各市町村の設備認定件数を公表

するなどの対策を進めているが、外部事

業者が事業を実施する場合には地域社会

と対立が起こることは避けがたい。「外部

事業者 対 地域社会」という構図のトラ

ブルを減らすためには、地域が自ら事業

を行い、トラブルの元となるリスクにも

自ら対処していくことが不可欠である。

つまり、地域主導型の再生可能エネルギ

ー事業を増やしていかなければ、各地域

でのトラブルの根本解決には至らないと

思われる。 

また、固定価格買取制度の賦課金は、

2016（平成 28）年度は 1kWh あたり 2.25

円、標準家庭で月間 675 円（年間 8,100

円）まで上昇している。大規模太陽光事

業によって、都市部の資本家のみが利益

を得て、一般の国民には負担のみがのし

導入設備容量 買取電力量

（kW、 2015年末） （万kWh、 2015年中）

太陽光発電（10kW未満） 8,439,066 628,778

太陽光発電（10kW以上） 21,696,035 2,212,375

　　 50kW 未満 8,516,408 ―

　　 50kW 以上 1MW 未満 5,240,852 ―

　　 1MW 以上 7,938,775 ―

風力発電設備 2,961,299 520,598

水力発電設備 351,061 134,663

地熱発電設備 10,658 4,347

バイオマス発電 1,603,310 481,741

合計 35,061,429 3,982,502

発電形態

（資料）経済産業省「固定価格買取制度設備認定状況等の公表」
（注）導入設備容量は、新規認定分と移行認定分の合計。

表10-1　再生可能エネルギーの導入設備容量と買取電力量

農林中金総合研究所　総研レポート　2017年7月



 

 

- 165 - 

 

かかるという構図が拡大すれば、それも

制度の問題点となるだろう。こうした課

題を生まないためにも、再生可能エネル

ギーに多くの市民が投資できるしくみを

構築し、より公平感のある賦課金負担を

実現していく必要がある。 

 

 「地方創生」政策における地域エネ（2）

ルギーの扱い 

「地方創生」では、分散型エネルギー

が政策の対象の一つに掲げられている。

「まち・ひと・しごと総合戦略」の「ア

クションプラン（個別施策行程表）」では、

「分散型エネルギーの推進」が政策の柱

の一つとなっており、「防災面、エネルギ

ー・セキュリティ面のみならず、地域に

根付いた雇用の供給」という役割に期待

が寄せられている。 

また、総務省は 2016（平成 28）年の重

点施策のうち、「地方創生と経済好循環の

確立」の具体的項目として「分散型エネ

ルギーインフラプロジェクト」に 7.0 億

円を計上し、「自治体を核として、需要家、

地域エネルギー会社及び金融機関等、地

域の総力を挙げてプロジェクトを推進し、

バイオマス、風力、廃棄物等の地域資源

を活用した地域エネルギー事業を次々と

立ち上げ」るとしている。 

さらに、自由民主党は、2015（平成 27）

年度、2016（平成 28）年度に『地方創生

に資する分散型エネルギーおよび関連シ

ステム施策集』を取りまとめており、2016

（平成 28）年度版では、同年度（平成 28

年度）予算で計上される 5 省 47 事業を概

括的に紹介している（自由民主党，2016）。

それらの施策には、新技術の研究開発・

実証実験にとどまるものもあるが、各地

域で分散型エネルギーのシステムを作り、

それによってエネルギーの自立や地域活

性化を実現しようというモデル事業も見

受けられる。 

一方、分散型エネルギーの推進のため

に、今後ますます拡大が期待されるのが、

電力の小売全面自由化を踏まえた施策で

ある。電力自由化は 1999（平成 21）年の

改正電気事業法より順次進められ、すで

に一定規模の事業者等（契約電力 50kW

以上の受電者）は、「新電力」と呼ばれる

電力小売事業者からの電力購入が可能に

なっている（寺林，2015）。さらに、2016

（平成 26）年には、一般家庭における電

力の小売自由化も始まっている。そして、

地域で発電した電力を地域で小売すると

いう事業は、農林水産省の「農山漁村再

生可能エネルギー地産地消型構想支援事

業」などの対象となっている。 

以上のように、分散型エネルギーの取

組みは、「地方創生」においても重点課題

のひとつとなっている。そして、分散型

エネルギー事業の立ち上げを支援するよ

うな支援策も広がりつつある。 

一方、固定価格買取制度の開始前後か

ら、エネルギー事業に地域自らが取り組

むことによって、地域経済の発展やまち

づくりに貢献する事例も数多く生まれて

いる。地域住民が主役となるべき「地方

創生」においては、そうした分散型エネ

ルギーの取組みから学ぶべきことは決し

て少なくないといえるだろう。 

そこで、次節以降では、「株式会社市民

エネルギーとっとり」（以下、「市民エネ

ルギーとっとり」）の事例を紹介し、同社

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―
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が分散型エネルギーの導入によって、ど

のように地域経済の循環の仕組みを構築

しているかを論じることとしたい。 

3. 「市民エネルギーとっとり」の太陽

光発電事業 

 「市民エネルギーとっとり」によ（1）

る取組みの経緯 

「市民エネルギーとっとり」は、鳥取

市に事務所を置き、鳥取県東部を中心に

再生可能エネルギーの導入等の活動を進

めている市民会社である。 

同社は、2011（平成 23）年設立の「エ

ネルギーの未来を考える会（えねみら・

とっとり）」などの市民団体が市民発電所

を建設するために 2013（平成 25）年 6

月に設立した「とっとり市民共同発電所

実行委員会」を前身とし、2014（平成 26）

年 5 月に任意団体として設立した。その

後、事業拡大に伴い、2015（平成 27）年

10 月に株式会社を設立した。つまり、株

式会社ではあるものの、現在も非営利団

体としての活動を土台とする組織である。 

同社の代表は、2011（平成 23）年に鳥

取市へ移住し、「えねみら・とっとり」や

「実行委員会」で中心的な役割を果たし

てきた手塚智子氏が務めている。また、

副代表は、森林ボランティアや子供の健

全育成活動などを行ってきた 2002（平成

14）年設立の市民組織である「賀露おや

じの会」の代表を務める藤田充氏である。 

「市民エネルギーとっとり」の事業目

的は、「地域住民が主体的に共同で自然エ

ネルギー活用し享受する、エネルギー自

立の地域づくり」である。いわゆる「反

原発」「脱原発」を活動の中心目的に置く

のではなく、市民が地域でエネルギーに

具体的に関わることができる活動の展開

を目指している。 

 

 「空山ポニー発電所」（1号機） （2）

「市民エネルギーとっとり」の最初の

事業は、「空山ポニー発電所」での太陽光

発電事業である（図 10-1、写真 10-1）。

この事業は、「NPO 法人ハーモニィカレ

ッジ」が運営する空山ポニー牧場の厩舎

屋根を利用して行われている。「ハーモニ

ィカレッジ」では、”子ども達に自信と誇

りを！”をコンセプトに、幅広い世代が

活動している。乗馬練習を通した馬達や

自然とのふれあい、多様な他者体験を通

鳥取産品
等で返済

寄付

補助

電力
直接消費

余剰電力
売電

売電収入

図10-1 「空山ポニー発電所」（1号機）の事業スキーム

協力金
市民

中国電力（株）
鳥取県

えねみら・とっとり

空山ポニー
発電所

（10.48kW）
547.5万円

※屋根補修費
を含む

寄付金
49万円

疑似私募債
490万円

設備補助金
164.9万円

空山ポニー
牧場
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して、子ども達の生来の勘や思いやり、

たくましさを育む多様な教育プログラム

を提供する NPO 法人で、太陽光発電事業

では「市民エネルギーとっとり」の良き

パートナーとなっている。 

発電所は、2014（平成 26）年 4 月に点

灯式を行って自立運転が始まり、同年 6

月からは中国電力との系統連系によって

電力の固定価格買取が行われている。事

業当初は送電線の容量不足もあって

7.68kW の事業だったが、2015（平成 27）

年 4月からは 10.48kW の事業となってい

る。事業主体は、「市民エネルギーとっと

り」が設立される以前に諸手続きを進め

ていたこともあり、「えねみら・とっとり」

となっている。 

同事業の総事業費は 547.5 万円である

が、太陽発電設備分の半額（164.9 万円）

分は、鳥取県の「非住宅用太陽光発電シ

ステム導入推進補助金」を受けることが

できた。その他の資金調達としては、1

口 10 万円の擬似私募債によって 48 人か

ら 49 口、合計 490 万円の建設協力金を集

めたほか、1 口 3,000 円を基本とした寄付

金を募り、43 人から合計 49 万円の寄付

を受けた。 

同事業は、県の補助金の条件が「事業

所の自家消費」であったこともあり、余

剰電力が売電されているが、余剰電力は

固定価格買取制度で 20 年間の買取が保

証されている。「市民エネルギーとっとり」

では、疑似私募債で集めた建設協力金を、

10 年間で出資者に返済する予定である 

この事業の最大の特徴は、建設協力金

の返済方法として、現金だけではなく、

鳥取の産品・サービスを選択することが

できることである。建設協力金は、毎年

1 万円が建設協力者に返済されることに

なっているが、表 10-2 の通り、米や野

菜・果物、精肉、海産物、酒、さらには

温泉や空山ポニー牧場などの施設利用券

など、鳥取の商品・サービスを選択する

ことができる。つまり、出資者には、10

年間、毎年 1 万円分の鳥取の産品が届け

られるということになる。 

この仕組みは、地域の事業者にとって

も建設協力者にとってもメリットを生む

 

写真 10-1 空山ポニー発電所 

 

 

選択できる商品・サービス 金額

現金 10,000円

気高オーガニック倶楽部コシヒカリ15kg 10,000円

八頭町「風のマルシェ」野菜・果物セット 5,000円

とりちく肉買物券 5,000円

漁師のおまかせ鮮魚セット 5,000円

太田酒造場「辨天娘」詰め合わせ 5,000円

はっとうフルーツ観光園利用券 5,000円

宝喜温泉利用券 5,000円

空山ポニー牧場利用券 5,000円

表10-2　空山ポニー発電所の建設協力金
返済で選択可能な商品・サービス

（注）返済期間10年間で、毎年1万円分返済。

　　  5,000円の商品・サービスは2つ選択できる。
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ことが期待できる。事業者にとっては、

単に産品を消費してもらえるということ

だけではなく、新たなファンを獲得する

チャンスにつながる。また、建設協力者

にとっても、返済品を選ぶ楽しみがある

し、鳥取の産品を選択することで鳥取県

内の事業者を応援することにもつながる。 

このように、鳥取の商品・サービスに

よって建設協力金を返済する仕組みは、

固定価格買取制度で得られた売電収入が

地域の経済循環を促すと同時に、地域が

もつ魅力をわかりやすく発信することに

もつながっている。 

 

 太陽光発電所 2～5号機 （3）

「市民エネルギーとっとり」は、「空山

ポニー発電所」での経験をもとに、2015

（平成 27）年には 2 号機と 3 号機の建設

を開始した（図 10-2）。 

まず、2 号機の「とりちく若葉台発電

所」（写真 10-2）は、鳥取県畜産農業協

同組合（とりちく）「フレッシュパーク」

内の直売所屋根（約 13kW）及び加工所

屋根（約 32kW）に合計 44.88kW の太陽

光発電設備を設置するもので、2016（平

成 28）年 1 月と 3 月に発電を開始した。 

「とりちく」は、肉商品券が 1 号機の

建設協力金の返済方法の選択肢に挙げら

れているように、「市民エネルギーとっと

り」の活動に対する良き理解者であり、

同事業での屋根貸しについても率先して

協力している。「市民エネルギーとっとり」

としても、太陽光発電事業を通じて、地

域を支える事業を担う「とりちく」のフ

ァンを増やすことにつなげたいという。 

3 号機の「覚寺おひさま発電所」（写真

10-3）は、県有地での 218kW の太陽光発

電事業で、2016（平成 28）年 2 月に発電

を開始している。同事業の特徴は、太陽

光パネルの架台の一部に森林組合を通じ

て調達した県産材を使用していることで

ある。また、森林組合からはバークの調

達も行い、雑草対策の敷材として使用し

ている。 

さらに、2016（平成 28）年 9 月には 4

号機の「鳥取湖陵高校発電所」（52.92kW）、

2017（平成 29）年 3 月には「県立図書館・

公文書館発電所」（52.92kW）も竣工して

出資

寄付

投資

(株)とっとり
市民電力

売電
（4・5号機）

売電収入

図10-2 太陽光発電所2～5号機の事業スキーム

おひさまエネル
ギーファンド(株)

匿名組合
出資

配当

市民

地域金融機関

鳥取産品

融資

(株)市民エネルギーとっとり

太陽光発電
所2～5号機

（合計
368.72kW）

1億円

寄付金

私募債
1,280万円

劣後借入
4,000万円

借入

パナソニック
(株)

売電（2号機）

売電収入

中国電力(株)

売電（3号機）

売電収入
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いる。 

2～5号機合計の事業費は約 1億円であ

るが、資金調達はこれらをまとめて行っ

た。その方法は、①寄付金、②匿名組合

出資、③少人数私募債、④金融機関から

の借入れである。2015（平成 27）年 10

月に「市民エネルギーとっとり」が株式

会社を設立したのも、これらの資金調達

をしやすくするためであった。 

まず、①寄付金は、1 口 1 万円が基本

であるが、それ以上でもそれ以下の金額

でも受け付けることとした。1 万円以上

の寄附者には、2 年目に「とりちく」の

肉や有機 JAS 米、季節の野菜などの鳥取

産品をお礼の品として送付することとし

ている。 

また、②匿名組合出資は、市民から広

く投資を募る仕組みとして取り入れ、募

集額は 4,000 万円とした。匿名組合契約

による資金調達は、再生可能エネルギー

の市民ファンドで広く行われているが、

出資募集は第二種金融取引業の登録を得

た業者が行わなければならない。そこで、

すでに再生可能エネルギーファンドの組

成実績のある「おひさまエネルギーファ

ンド株式会社」（本社：飯田市）に協力を

求めることになった。 

「おひさまエネルギーファンド株式会

社」は、「みんなとおひさまファンド」と

いう名称で匿名組合出資を募ることとな

ったが、このファンドは、「市民エネルギ

ーとっとり」の事業以外にも、兵庫県三

木市、奈良県生駒市、三重県伊賀市、長

野県大町市、長野県飯田市の各再生可能

エネルギー事業を対象としている。ただ

し、出資者は応援したい地域を指定でき

るほか、鳥取と生駒の事業では地域優先

枠が設けられており、鳥取での事業につ

いては半額の 2,000 万円分を鳥取県内か

ら募るしくみとなっている。 

匿名組合の出資者は、「おひさまエネル

ギーファンド株式会社」が設立した「お

ひさま進歩 9 号株式会社」と匿名組合契

約を行う。匿名契約には、1 口 10 万円で

目標年間分配利回り 2％の A 号と、1 口

50 万円で目標年間分配利回り 3.5％の B

号があり、1 人で複数口に出資すること

も可能である。A 号は 8 年、B 号は 19

年で出資金と配当金が返還される計画で

ある。 

③の少人数私募債は、金融商品取引法

により 49 人以下に対する直接募集であ

ることを条件に発行できる社債で、1 口

20 万円で資金を集めることとした。 

また、④金融機関からの借入について

は、鳥取県を活動拠点とする地域金融機

関から融資を受けている。再生可能エネ

ルギー事業においては、地域金融機関と

の関係性づくりも、重要なポイントとな

っている。 

 

写真 10-2 とりちく若葉台発電所（直売所） 
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4. 取組みを広げる「市民エネルギーと

っとり」 

 「とっとり市民電力」への売電 （1）

4 号機と 5 号機の合計発電量は、年間

11 万 2,000kWh に達する計画であるが、

この電力は、固定価格買取制度に基づい

て「株式会社とっとり市民電力」に売電

している。 

当初は 2 号機と 3 号機（合計発電量年

間 24 万 9,000kWh）を「とっとり市民電

力」へ売電する計画だった。しかし、2016

（平成 28）年 4月に行われた制度変更（回

避可能費用の算定方法見直し）の影響か

ら急きょ対応が必要となり、売電先の変

更手続きを急いだものの、中国電力によ

る計器交換工事が間に合わなかったため、

3 号機は中国電力へ売電している。 

「とっとり市民電力」は、「鳥取ガス」

株式会社が 90％、鳥取市が 10％を出資し

て 2015（平成 27）年 8 月に設立した電力

会社で、「地域に根差したエネルギー事業

者として、電力販売を通じた地域内資金

循環を促進し、豊かで安心な暮らしを支

える礎となる」ことを企業理念とする地

域電力会社である。 

同社は、自身が所有する太陽光発電設

備をはじめ、地域内に立地する再生可能

エネルギー設備を中心に電力調達を行い、

それを電力消費者に小売販売している。

高圧電力（契約電力 50kW 以上）の消費

者（主に事業者や官公庁）を対象に電力

販売を行ってきたが、2016（平成 28）年

12 月からは一般家庭を含めた電力小売

を開始し、市民や地域の資金によって建

てられた発電所の電力が地元一般家庭に

も届くようになった。 

分散型エネルギーの実現や地域でのエ

ネルギー自立を考えるうえでは、こうし

た地域電力会社との協力は重要である。

地域電力会社は、地域内に新たな発電事

業や雇用を生み、電力の移入代替（外部

から電力を購入しなくなることによって

資金の域外流出が止まる）を進めるなど、

様々な経済効果をもたらす。また、消費

者にとっても、地域貢献や環境貢献など

「意志ある消費」を実現することにもな

る。 

「市民エネルギーとっとり」は、「とっ

とり市民電力」への売電を通じて、エネ

ルギーの「地産地消」を推進しようとし

ているのである。 

 

 「鳥取地域エネルギー協議会準備会」（2）

の立ち上げ 

また、「市民エネルギーとっとり」は、

2014（平成 26）年度に県が行う「鳥取県

協働提案・連携推進事業」に「参加型の

地域エネルギーによる、エネルギーと食

の産直推進を通した一次産業・地域活性

 

写真 10-3 覚寺おひさま発電所 
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化事業」を提案して採択された。これを

もとに「鳥取地域エネルギー協議会準備

会」を立ち上げ、2014（平成 26）年度に

3 回、2015（平成 27）年度に 3 回の会合

を行った。 

参加者は、「市民エネルギーとっとり」

のほか、県担当者、「とりちく」、県内大

学、地域金融機関、県民活動活性化セン

ター（NPO 支援組織）、小水力発電協会、

発電設備施工業者、土地改良区などであ

り、再生可能エネルギーについて各関係

者が学び合い、関係づくりを行う重要な

場となってきた。 

このように、「市民エネルギーとっとり」

は、単に自らが発電事業を行うだけでは

なく、エネルギーに関する地域の利害関

係者をつなぎ合わせる「中間支援組織」

としての役割を果たし始めているといえ

るだろう。 

 

 今後の展開予定 （3）

「市民エネルギーとっとり」は、今後

も発電事業を拡大してきたいと考えてい

る。 

例えば、小水力発電事業は次に取り組

む再生可能エネルギー事業の候補である。

鳥取県では、昭和初期に導入された小水

力発電所が 20 ヵ所前後残されており、

現在も電化農業協同組合等によって運営

されている。小水力発電の適地である鳥

取県のポテンシャルをさらに活用してき

たいという。 

さらに、現在「とりちく」は畜産バイ

オマス事業の導入を検討しているが、実

際に行われることになれば、その支援等

にも関わっていきたいとしている。 

5. 「市民エネルギーとっとり」による

取組みの意義と可能性 

以上のように、「市民エネルギーとっと

り」は、「空山ポニー発電所」での太陽光

発電事業を皮切りに、次第に事業の規模

と内容を広げ、それによって地域社会に

対して様々な効果をもたらしてきた。「市

民エネルギーとっとり」の取組みは、「地

方創生」を具体的に地域から行っていく

ための示唆にあふれている。 

そのポイントをいくつか挙げると、第

1 に、経済の地域内循環をわかりやすく

提示していることである。太陽光電事業

では、建設協力者からの資金拠出に対し、

鳥取の商品・サービスで返済を行うとい

う取組みがみられたが、これは事業者に

とっても、建設協力者にとっても、直接

的な地域経済とのつながりを生んでいる。

規模は小さくとも確実な地域経済とのつ

ながりを生むことは、「地方創生」の着実

な第一歩だといえるだろう。 

第 2 に、多様な関係者を巻き込む役割

を果たしていることである。「市民エネル

ギーとっとり」は、「空山ポニー牧場」や

「とりちく」、行政など、地域の多様な主

体との連携によって事業を進めてきた。

さらに、「鳥取地域エネルギー協議会準備

会」は中間支援組織的な立場に立って、

地域金融機関や小水力発電協会、土地改

良区など、多様な主体と連携して共同学

習を進めている。地域の関係者をつなぎ、

学び合うことは次の事業へと視野が広げ

る契機ともなっている。 

第 3 に、事業の段階的な拡大である。

再生可能エネルギー事業は、資金やノウ
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ハウが必要な事業であり、最初から大き

な事業を行うことはリスクが大きい。こ

れに対し、「市民エネルギーとっとり」は、

まずは補助金を活用しながら「空山ポニ

ー発電所」という成功モデルを 1 つ作り、

それから次のもう少し規模の大きな事業

を行い、さらに多様な関係者と連携しな

がら、新たな事業へと駒を進めようとし

ている。市民が取り組む再生可能エネル

ギー事業では、最初から大きな事業を行

うのではなく、まずは小さな取組みから

始めて、徐々に事業の規模と内容を広げ

ることで、地域に不可欠な活動へと成長

していく、というプロセスが重要である

ことを示している。 

6. おわりに 

本章では、分散型エネルギーがいかに

「地方創生」で役割を果たしうるかを検

討するため、「市民エネルギーとっとり」

の取組みを紹介した。 

「市民エネルギーとっとり」は、分散

型エネルギーの導入を通じて、地域経

済・社会への貢献をわかりやすく提示し

ている。そして、地域の多様な関係者と

の連携を徐々に拡大しながら、「市民エネ

ルギーとっとり」の自体の事業も拡大し

ており、地域にとって大きな意義を持つ

事業へと進展している。 

分散型エネルギーの導入は、「市民エネ

ルギーとっとり」のように、地域に根付

いた取組みとして拡大していくことで、

地域の社会・経済に資する取組みとして、

大きな意義を持つことになる。このよう

な意義を踏まえたうえで、各地域が主体

となって再生可能エネルギーの導入を検

討していくことが重要だろう。 
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終章 「地方創生」を活かす政策と主体のあり方 

 

多田忠義 

 

1. 政策の活用と政策を補う取組み 

地方創生は、政府（国）が地方自治体

等へ取組みを促す従来型のトップダウン

型政策としての側面が強く、地域ごとの

内発的、主体的な取組みとは言えない面

もある。また、数値目標や KPI を設けさ

せ、都道府県や市町村同士を競わせて予

算措置に差をつけ、互いを切磋琢磨させ

ようとする取組みは、今まであまり見ら

れなかった地域政策であろう。 

本レポートで紹介した事例は、人口減

少や農業の担い手確保問題、買い物弱者

問題といった地域の諸課題や、地域活性

化を目指した分散型エネルギーの導入な

どに対し、地方自治体や地域の諸団体が、 

① 危機感や当事者意識を持つこと 

② 国・県・市町村等が募集する様々な

交付金・補助事業を活用すること 

③ 国・県・市町村等の政策を補う取組

みや、地域差に配慮した諸課題解決

のための取組みを実施していること 

④ 率先して地域の諸課題に取組み、国

などの行政が取り組むべき課題とし

て地域の諸課題を放置しないこと 

⑤ 継続して取り組んでいること 

という点で共通していた。そして、こう

した主体の取組みが地方創生と共振し、

その効果を高めていた。 

すなわち、トップダウン的な側面を持

つ政策であるか否かに関わらず、取組み

主体が課題解決のために利用可能な政策

はできるだけ活用し、同時に政策を補う

取組みを展開することが、地方創生を活

かすことにつながる。いずれか一方だけ

では、取組みの効果が得にくい、もしく

は取組みが地域に定着しない、などの課

題に直面してしまう。 

ただし、ある政策を強力に推進すると、

その政策の直接的な受益者と間接的な受

益者とで取扱いの格差を招き、その政策

自体が失敗しかねない事態も想定される

点に注意が必要である。 

例えば、移住者獲得の予算を積み増し

し、移住促進にかかる人員も増強すれば、

移住者が増える可能性は高まるものの、

移住希望者の中に補助金や助成金目当て

で移住促進政策に便乗するケースや、住

民自身の経済支援を求める声が上がるケ

ースも考えられ、地元住民との軋轢も高

まる可能性がある。こうした政策の失敗

を防ぐため、例えば鳥取市では、行政や

移住支援団体等が、移住希望者と地元住

民とのマッチング等を通じて、過剰な移

住者受け入れを行わない等、政策の活用

（この例では移住促進政策のこと）と政

策を補う取組み（この例ではマッチング

のこと）が行われている。 

2. 地域規模に応じた主体の取組みと

取組み主体の重層性 

本レポートのテーマに掲げた主体の領

「地方創生」を担う政策と主体―鳥取県を中心的事例として―



 

- 176 - 

 

域で見直すと、第 1～2 章は国、第 3～4

章および第7章は都道府県、第5章は市、

第 6 章及び第 8～10 章は市町村かそれよ

りも小さいものである。また、第 1～5、

7 章は公的セクター、第 6、8～10 章は民

間セクターである。それぞれの主体では、

①公民連携、②領域に応じた取組みの展

開、③より広い、あるいは狭い領域の主

体との重層的な取組み体制の構築、が実

現されており、取組みをより効果的なも

のとしていた。 

例えば、移住の取組みでは、「鹿野まち

づくり協議会」のような、住民の顔が見

える活動範囲の主体が、移住支援の鍵を

握っていた。移動販売による買い物支援

も、利用者と移動販売車の職員の互いの

顔が見えることで成り立っている部分が

あり、これも地域密着の事業区域が鍵で

ある。 

3. 地域を支える協同組合 

最後に、地域を支える主体の一つであ

る協同組合の存在について触れておきた

い。 

国や都道府県の政策は、政策対象とす

る地域範囲が広範なため、住民単位、集

落単位の課題に必ずしも対応できるとは

限らない。こうした政策だけでは対処で

きない諸課題が存在するからこそ、市町

村や地域住民を核とした NPO、地域自

治・運営組織や地域協議会、協同組合な

どの存在は不可欠である。 

農業は地域社会に埋め込まれた経済社

会活動である。日本では、米国や豪州の

ような広大な圃場を効率よく経営できる

地理的条件を有していない。日本の農業

は、高性能機械の導入による生産性の高

い農業や少量多品目、環境に配慮した農

業、そして大規模専業農家から中小規模

の兼業農家までを組み合わせ、地域社会

とのかかわりもあって初めて成立する。 

地方創生の政策理念は、こうした農業

だけでなく、「農」を支える地域社会が直

面する人口減少とそれが引き起こす諸課

題、「農」の担い手確保の課題といった地

域のさまざまな課題や、地域に根差した

エネルギーの導入に対する自主的な取組

みを促そうとするものである。これに対

し、地域のなかの一つの主体としての協

同組合が解決に向けた取組みを展開する

ことで、地方創生で生じがちな政策を補

う第一歩につながるのである。 

実際、鳥取県では、JA が地域社会の一

翼を担う存在として、新規就農支援や移

動販売を通じた生活インフラの維持に対

し、積極的に取り組んでいた。 

4. あとがきに代えて 

本レポートは、2015（平成 27）年 4 月、

調査第二部に地域経済班が新設されてか

ら調査したものを取りまとめた。調査の

蓄積に乏しく、我々がより一層理解を深

めなければならない部分が多々ある点は、

お許しいただきたい。 

私たちは、本レポートを一里塚と考え

ている。読者諸氏からは、本レポートに

対するご意見、ご批判を多数頂戴したい。

それを糧に、地域ごとに抱える課題を見

つめ、解決に向けたヒントを今後とも提

示したいと考えている。（了） 

農林中金総合研究所　総研レポート　2017年7月
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